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川 崎 市

～「成長と成熟の調和による持続可能な

最幸のまち かわさき」をめざして～





「アクションプログラム２０１５」について 

１ 「アクションプログラム２０１５」について

これから川崎市がめざす方向について総合的なビジョンと目標を示す、新たな総合

計画及び行財政改革に関する計画の策定に向けて、平成２６年度から約２年をかけて、

策定作業を進めているところです。

そのため、新たな総合計画や、行財政改革に関する計画を策定するまでの間は、施

政方針、予算、及び「行財政運営に関する改革プログラム」をもって、市政運営の基

本的な方針とします。

このたび、平成２７年度予算が議決されたことから、行財政改革に関する計画の策

定に向け、真にサービスを必要とする方に、より質の高いサービスを提供していくた

めの事務・サービス等の見直しの考え方をとりまとめた「今後の事務・サービス等の

あり方」とあわせて、一冊の冊子にとりまとめ、市民の皆様に「アクションプログラ

ム２０１５」として、お示しするものです。

２ 平成２７年度の計画的な行財政運営について

今後、本市では、当面は人口の増加が続くものの、中長期的には人口増加から減少

へと転換するとともに、少子高齢化がさらに進展するものと見込んでいます。

こうした中、子育て施策や教育を充実することで、子どもたちの笑顔があふれるま

ちづくりを進めるとともに、高齢者が安心して健やかに暮らせるまちづくりや、災害

対策などを進め、「安心のふるさとづくり」を着実に進めることが大変重要です。

また、地方自治体の税収が今後右肩上がりで増加していくことが望めない中で、将

来にわたって必要な市民サービスを提供するためには、ライフイノベーションなど成

長産業への投資をはじめとした「力強い産業都市づくり」による持続的な都市の成長

を推進するとともに、行財政改革の取組を一層推進していく必要があります。

このような基本的な認識に基づく取組として、５つの基本戦略を掲げ、施政方針及

び予算に主要な取組内容を盛り込みました。

新たな総合計画等をスタートさせるまでは、このアクションプログラムに基づいて、

優先度の高い課題の解決に取り組むとともに、事務事業の見直しや施策・事業の重点

化を図るなど、メリハリのある行財政運営を進めていきます。また、アクションプロ

グラムに位置付けた事業については、効果的・効率的に進行管理を実施し、その結果

を次年度以降の事業へ反映することなどにより、行財政運営を的確に進めていきます。

〔アクションプログラムの構成イメージ等〕
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「成長と成熟の調和による持続可能な

最幸のまち かわさき」をめざして

１ 平成２７年度市政執行の基本的な考え方

（１）市政運営の基本姿勢

昨年は、１年を通じて市長という立場に就き、その重責を肌で感じながら、

多くの市民の皆様からいただいた負託に応えるべく、さまざまな課題に全力

で挑んでまいりました。 

昨年を振り返りますと、広島市における大規模な土砂崩れや御嶽山の噴火

によって多数の死傷者が発生するなど、自然災害の脅威と災害に対する備え

の重要性を改めて認識いたしました。 

経済情勢に目を向けますと、世界の景気は、一部に弱さがみられるものの、

緩やかに回復しております。先行きにつきましても、アメリカの金融政策正

常化に向けた動きの影響、ヨーロッパ、中国やその他新興国経済の先行き等

について留意が必要でございますが、回復傾向が続くことが期待されており

ます。 

国内景気につきましては、景気に大きく影響を与える消費税の税率が、平

成２６年４月に８％に引き上げられる一方で、平成２７年１０月に予定され

ていた１０％への引上げが延期となったところでございまして、当面、弱さ

が残るものの、雇用・所得環境の改善傾向が続く中におきまして、緩やかに

回復していくことが期待されております。 

昨年の末には衆議院が解散し、総選挙が行われ、引き続き現政権が支持さ

れました。今後の国政における地方創生への取組や消費税に関する動向は、

市民生活に大きく影響するものでございますので、地方部の再生とともに我

が国全体をけん引する大都市の役割を踏まえた、安定的で効果的な政策の実

行を強く望むところでございます。 
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ただ、どのような社会経済状況におきましても、市民の皆様の暮らしをし

っかりと支える中心的な役割を担うのは、地方自治体です。 

市政を進めていくに当たりましては、議会や市民の皆様との信頼関係を構

築することが最も大切であることから、議会や区民車座集会の場を通じて、

誠意をもって意見交換させていただくなど、今後も「対話」と「現場主義」

を基本姿勢として、市政運営にまい進してまいりたいと存じます。 

平成２６年は、市制９０周年という記念すべき節目の年であり、さまざま

な記念事業を実施し、市民の皆様と喜びを分かち合いました。 

川崎のこれまでの歴史を振り返りますと、川崎の強みとは、挑戦し続ける

精神、つまり「チャレンジ・スピリット」であると考えており、先人たちは、

その精神で課題に挑戦し、困難をチャンスに変え、危機を成長につなげるこ

とで、多彩な魅力が輝く現在の川崎を築き上げてきたということを、改めて

実感しているところでございます。 

これからの１０年は、東京オリンピック・パラリンピック競技大会、そし

て市制１００周年という、歴史の大きな節目を迎える一方で、少子高齢化や

人口減少など、決して避けることのできない、さまざまな重い課題を乗り越

えていかなければなりません。こうした節目をチャンスと捉え、川崎のポテ

ンシャルを最大限に活かしてまいります。 

また、今後の自治体経営におきましては、他の自治体をはじめ、企業、団

体など、多様な主体と連携し、それぞれの持つ資源やポテンシャルを活かし

て新たな価値を共に創りあげていく、いわば、「共創」の考え方が大変重要

であると考えております。 

こうしたことを踏まえながら、市民の皆様の幸せのため、川崎のさらなる

発展に向けて、先人の努力に恥じないよう、全力で挑戦を続けてまいります。 
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（２）「最幸のまち かわさき」をめざして

① 安心のふるさとづくり

私は、市長就任以来、川崎を幸せのあふれるまち、「最幸」のまちにした

いと考え、市政運営に取り組んでまいりました。 

最優先課題として「最幸」のまちのシンボルである「子どもたちの笑顔」

のあふれるまちを実現すべく、「待機児童の解消」と「中学校完全給食」の

実現に向けて引き続き取組を進めるとともに、「小児医療費助成制度の拡

充」に着手してまいります。 

また、これらに代表される子育て支援の充実とともに、災害に強いまちづ

くりや、地域包括ケアシステムの構築をはじめとした、高齢者が元気に生き

がいを持って暮らせるまちづくり、障害者施策、教育改革、雇用の確保、中

小企業や商店街振興、お互いの強みを活かした多様な主体との連携や多世代

交流の推進など、身近な市民生活を支え、心のよりどころとなる「安心のふ

るさとづくり」に向けた施策の充実を進めてまいります。 

② 力強い産業都市づくり

こうした福祉施策などを将来にわたって安定的に提供していくためには、

本市が今後も持続的に成長していくことが不可欠でございます。 

少子高齢・人口減少社会においても成長が見込まれる、生命科学・医療・

介護・環境・エネルギー等の産業分野におけるイノベーションを進めるとと

もに、国際空港・羽田に隣接し、川崎港を通じて世界とつながる利点を活か

した臨海部における国際戦略拠点の形成を進めてまいります。 

あわせて、交通ネットワークの充実・強化や、利便性と魅力を兼ね備えた

都市拠点の形成による都市基盤整備、新産業の創出、新技術の開発支援等に

よる市内企業の振興、ＩＣＴ環境の充実などを進めることで「力強い産業都

市づくり」を進めてまいります。 

- 7 -



一方で、社会保障関連経費が増大する中で、多様化する市民ニーズに的確

に応え、持続可能な社会づくりを進めていくためには、限られた財源や資源

を最大限に活用することが不可欠であり、時代の要請に即した徹底した行財

政改革を実施するとともに、既存公共施設の長寿命化や資産保有の最適化、

市税等の徴収の強化、民間活力や財産の有効活用などを進めてまいります。 

私は、「安心のふるさと」による成熟のまちづくりと、「力強い産業都

市」による成長のまちづくりの調和によって、子どもたちの笑顔があふれる

まちを実現すること、このことが、現在、そして将来の市民の「幸福」につ

ながると確信しておりますので、「成長と成熟の調和による持続可能な最幸

のまち かわさき」をめざして、全力で取組を進めてまいります。 

２ 平成２７年度予算の編成

平成２７年度予算についてでございますが、まず、市税収入につきまして

は、課税所得の増などにより個人市民税が増加するとともに、土地の評価替

えにより固定資産税が増加するなど、前年度と比べて４０億円、１．４％増

加し、当初予算としては２年連続で過去最大となっております。また、地方

消費税交付金についても、平年度化により９２億円の大幅な増加になると見

込んでおります。 

しかしながら、普通交付税・臨時財政対策債が、対前年度比較では１５９

億円、前年度の決算見込との比較でも９２億円の大幅な減少となることに加

えまして、平成２６年度に実施された法人市民税の一部国税化による影響が、

２２億円に拡大することなどの要因が重なり、歳入全体では増加が見込めな

い状況となっています。 

一方、歳出面においては、少子高齢化の一層の進展等による社会保障関連

経費の増加や、公共施設の長寿命化の取組などの財政需要の影響で、本市の
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財政は極めて厳しい状況にあります。 

こうした財政状況におきましても、これまで計画的に進めてきた施策、あ

るいは、子育て支援や災害に強いまちづくり、市内産業の活性化など、将来

に向けて必要となる施策については、時機を逸することなく、しっかりと取

り組むことが重要であると考えております。 

こうした考え方のもと、平成２７年度予算においては、最優先の課題であ

る、待機児童の解消に向けた取組、小児医療費助成制度の拡充、中学校完全

給食の実施に向けた取組など、多様化する市民ニーズに細かく対応する「安

心のふるさとづくり」に向けた施策と、国際戦略拠点の形成など、本市が持

続的に成長するための「力強い産業都市づくり」に向けた施策を着実に推進

するため、事務事業の見直しなどの改革や施策・事業の重点化を行いながら、

必要な事業費を計上したところでございます。 

平成２７年度につきましては、行政改革推進債の活用など、従来の財源対

策を実施してもなお、収支不足が見込まれますが、こうした中においても、

「最幸のまち かわさき」の実現に向けた施策を着実に進めるため、将来の

収支見通しをしっかり踏まえた上で、減債基金からの新規借入れを行うこと

により、この収支不足に対応することといたしました。 

平成２７年度の一般会計の予算規模は、等々力陸上競技場メインスタンド

の改築完了や子母口小学校・東橘中学校の合築工事の完了による減少の一方

で、民間保育所受入枠の拡大や中学校完全給食の実施に向けた取組による増

加などにより、前年度に比べ１８億円、０．３％の増加となっております。 

一般会計       ６，１８８億円余（対前年度比 ０．３％増） 

特別会計（１３会計） ４，９９５億円余（対前年度比 ３．６％増） 

企業会計（ ５会計） ２，２０４億円余（対前年度比 ６．９％減） 

 合 計     １兆３，３８７億円余（対前年度比 ０．２％増） 
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平成２７年度予算は、私が市長に就任して初めて本格的に編成した予算と

なりますが、「川崎を一歩先へ もっと先へ」進めるためのさまざまな「芽

を育てる」予算となったものと考えております。 

また、平成２８年度以降の数年間につきましても、児童数の増加に対応す

るための小学校の新設やスポーツ・文化総合センターの整備など、計画的に

進めてまいりました大規模施設の整備等により、さらに財政需要が増加する

ことから、引き続き一定期間、減債基金からの新規借入れが必要であると考

えているところでございます。 

その後は、市税収入等の増加や大規模施設整備等に係る経費の平年度化な

ど、財政状況の改善要素も見込まれているところですが、今後、行財政改革

を着実に推進するとともに、経済状況や景気の動向に留意しつつ、慎重な行

財政運営を行いながら財政の健全化を進め、持続可能な行財政基盤を構築し

た上で、減債基金借入金につきましても計画的に返済してまいりたいと考え

ております。 

３ 分野別の重点施策

平成２７年度につきましても、以下の５つの基本戦略に沿って、川崎のま

ちづくりを進めてまいります。 

基本戦略１「生命を守り生き生きと暮らすことができるまちづくり」

災害に強いまちづくりや地域包括ケアシステムの構築など、自助・共助・

公助のバランスを保ち、お互いに支え合いながら、誰もが、地域で安心して、

健康で自立した生活を送ることができる地域社会を構築してまいります。 

はじめに、災害から生命を守る取組として、防災対策の推進につきまして
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は、「地域防災計画」をはじめとした各種防災計画に基づく取組を着実に推

進してまいります。 

本庁舎などの公共建築物の耐震対策について、平成２７年度末までの完了

をめざして取組を進めるとともに、耐震診断が義務化される特定建築物に対

する費用の助成を拡充するなど、まち全体の耐震化を推進してまいります。 

総合的な消防力の向上につきましては、新たな消防ヘリコプターの運用を

開始するとともに、平成２７年度末の開設に向けて、宮前区の消防総合訓練

場における「緊急消防援助隊活動拠点施設」の整備に取り組んでまいります。

あわせて、消防団員の報酬の増額や装備品の強化を図るなど、消防団の充実

強化に取り組んでまいります。 

また、避難所における備蓄倉庫の設置や、学校施設の防災機能の強化、幹

線道路等の地域防災拠点におけるマンホールトイレの整備など、避難所機能

の強化を進めるとともに、防災情報通信システムの整備や、災害時における

身近な公園の活用方法の検討、防災訓練や出前講座による啓発などの取組を

推進し、地域防災力の向上に取り組んでまいります。 

加えて、津波避難施設の指定拡充や津波避難訓練の実施、防潮扉といった

海岸保全施設の整備など、臨海部の防災・減災対策に取り組むとともに、帰

宅困難者用の備蓄倉庫の整備など、帰宅困難者対策に取り組んでまいります。 

さらに、具体的な減災目標とその対策を定める、次期「地震防災戦略」の

平成２７年度中の策定に向けて取り組むとともに、国土強靭化地域計画の策

定に向けて、検討を進めてまいります。 

ゲリラ豪雨への対応など、治水・雨水対策につきましては、「五反田川放

水路」や「大師河原貯留管」の整備を推進するとともに、浸水リスクの高い

地区を抽出するためのシミュレーションを実施するなど、効果的な浸水対策

を進めてまいります。 

暮らしの安全を守る取組として、身近な安全の確保につきましては、防犯

灯の設置の促進に取り組んでいるところでございますが、防犯灯のＬＥＤ化
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及びその後の１０年間の維持管理をまとめて市で契約する「ＥＳＣＯ（エス

コ）事業」の導入により、町内会・自治会の負担軽減及び環境負荷やコスト

の低減を図ってまいります。 

動物愛護センターの整備につきましては、平成２６年度に策定した動物愛

護センター再編整備基本計画に基づき、平間配水所隣接地における整備を推

進してまいります。 

質の高い確かな医療を供給する取組として、救急医療体制づくりの推進に

つきましては、緊急性の高い傷病者を迅速に救急搬送できるよう、緊急受診

ガイドを整備するなどの取組を進めてまいります。 

また、平成２７年４月には井田病院を全面開院し、入院機能や救急機能を

拡充するところでございます。今後、さらなる医療の質の向上と経営基盤の

強化を図るため、平成２７年度中の次期「病院事業経営健全化計画」の策定

に向けて、検討を進めてまいります。

お年寄りが安心して元気に暮らせるしくみとして、「第６期かわさきいき

いき長寿プラン」に基づき、高齢者のいきがいや健康づくりに取り組んでま

いります。 

また、介護が必要になっても安心して暮らし続けられるよう、「小規模多

機能型居宅介護」をはじめとする地域密着型サービスの充実に加えて、真に

施設入居を必要とする方が入居できるよう「特別養護老人ホーム」の整備を

行うなど、高齢者の多様な居住環境を整備し、川崎らしい都市型の地域居住

の実現に向けて取組を進めてまいります。 

「かわさき健幸福寿プロジェクト」における取組といたしましては、介護

サービス利用者の要介護度の維持・改善を図った事業者に対してインセンテ

ィブを与える新たなしくみづくりに向けて、モデル事業を拡大し、参加事業

者数を増やすほか、実際に効果のあった取組を参考にするなど、効果的な手
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法に改善しながら、引き続き取組を進めてまいります。 

障害者の暮らしを支える取組として、「第４次かわさきノーマライゼーシ

ョンプラン」に基づき、日常生活への支援や就労支援など、障害のある人も

ない人も、お互いを尊重しながら、ともに支え合う自立と共生の地域社会を

めざす取組を推進してまいります。 

障害のある方が、自立して在宅生活を営むことができる専門的支援の構築

に向けて、地域リハビリテーションセンターの整備を進めているところでご

ざいますが、中原区井田の「リハビリテーション福祉・医療センター」の再

編整備につきましては、「中部リハビリテーションセンター」の平成２８年

度の開設に向けて、整備を進めてまいります。 

また、南部における障害者入所施設について、川崎区日進町地区の「福祉

センター跡地施設」に併設する方向で検討を進めてまいります。 

さらに、障害者の日中活動の場の確保とあわせまして、川崎区と宮前区に

おいて、相談支援や地域の支援ネットワークの中核を担う、拠点型通所施設

の平成２７年度中の開設に向けて整備を進めるなど、安心して自立した地域

生活が送れる環境づくりに取り組んでまいります。 

健康で生き生きと暮らすための取組として、健康増進計画「第２期かわさ

き健康づくり２１」に基づき、生活の質の向上や健康寿命の延伸のため、市

民が主役の、生涯を通じた健康づくりに取り組んでまいります。 

特に、国民病ともいうべき、がんの撲滅に向けましては、早期発見、早期

治療が重要でありますことから、がん検診や特定健診等に関するコールセン

ターを設置するとともに、がん検診等の電算システムを整備するなど、がん

検診の受診率を政令指定都市でトップレベルに引き上げることをめざして取

り組んでまいります。 

今後、本市におきましても、超高齢社会の到来が見込まれており、医療や
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介護の需要のさらなる増加が避けられない状況でございます。 

団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を見据え、高齢者や障害者など、

誰もが住み慣れた地域や自らが望む場で、安心して暮らし続けることができ

る地域を実現するためには、「住まい」、「生活支援・福祉サービス」、

「保健・予防」、「医療・看護」、「介護・リハビリ」が一体的に提供され

る、「地域包括ケアシステム」の構築が不可欠でございます。 

高齢者施策や障害者施策をはじめ、保健・医療・福祉施策に関わる各主体

が、この理念を共有し、具体的な行動につなげていくための「地域包括ケア

システム推進ビジョン」の策定を進めているところでございまして、今後、

川崎らしい都市型の地域包括ケアシステムの構築に取り組んでまいります。 

総合的な自殺対策につきましては、毎年、多くの市民が自殺によって亡く

なっている現状を踏まえ、「自殺対策の推進に関する条例」に基づく「自殺

対策総合推進計画」の策定を進めているところでございます。 

この計画に基づき、専門的な知見を活用しながら、相談活動の充実に向け

た研修や自殺予防の普及啓発を図るとともに、地域の多様な主体と連携し、

自殺に追い込まれない社会の実現をめざして取組を進めてまいります。 

暮らしの安心を保障する取組として、生活保護受給者等を対象とした就労

支援等の自立支援を行うとともに、貧困の連鎖への対応として、子どもたち

への学習支援の拡充を図ってまいります。また、生活保護の不正受給対策に

多面的に取り組んでまいります。 

基本戦略２「子どもを安心して育てることのできるふるさとづくり」

子育ての不安を解消し、安心して子どもを産み、育てられる地域社会を構

築するとともに、「わかる授業」の推進や、「地域の寺子屋」の拡充などの

教育改革を進めてまいります。 
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子育て環境の整備として、待機児童の解消につきましては、川崎認定保育

園の積極活用や、利用申請者へのきめ細やかな対応を行うなど、平成２６年

４月には、待機児童数が前年度と比べて、全国で２位となる大幅な減少とな

ったところでございます。 

平成２７年度には、新たに２，５００人を超える認可保育所等の受入枠を

確保する予定でございまして、市民の皆様とお約束した平成２７年４月の待

機児童のゼロを実現するとともに、その状況が一時的なものとならないよう、

引き続き、認可保育所の整備による保育受入枠の確保や、「川崎認定保育

園」に通う児童の保育料補助などの取組を実施してまいります。 

保育の質の向上につきましては、公民の連携による安定的な認可保育所等

の運営を図るとともに、民間の保育所職員の処遇改善や人材確保に取り組ん

でまいります。 

さらに、平成２７年４月からスタートする「子ども・子育て支援新制度」

に向けて、策定中の「(仮称)子ども・子育て支援事業計画」に基づき、幼児

期の教育・保育の総合的な提供や、地域における子ども・子育て支援の充実

を図り、子育てを社会全体で支える環境づくりに取り組んでまいります。 

待機児童の解消とともに、子育て環境の充実に向けて、重点的に進めてき

た中学校完全給食の導入につきましては、民間活力を最大限に活用しながら、

安全・安心で温かい給食の実施に向けて、取組を進めてまいります。 

小児医療費の助成につきましては、平成２８年度には、医療機関受診率や

医療費負担の高い小学校３年生まで拡大してまいりたいと考えております。

そのため、現在の小学校１年生が切れ目なく助成を受けられるよう、平成２

７年４月から、対象範囲を小学校２年生まで拡大してまいります。 

児童に関する総合的な相談支援体制の確立につきましては、心理的治療を
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必要とする児童のケアを行う「（仮称）こども心理ケアセンター」の平成２

７年１０月の開設に向けた整備を進めるなど、支援が必要な児童が安心して

過ごせる生活環境の確保に取り組んでまいります。 

教育改革の実現に向けた取組として、すべての子どもがわかることをめざ

して、習熟の程度に応じたきめ細やかな指導を充実させるなど、学力の向上

に取り組んでまいります。また、全国学力・学習状況調査の結果を踏まえ、

学校ごとに数値目標を明確に示すことで、学校・家庭・地域が十分に連携し

ながら、その後の学習に活用できるよう取り組んでまいります。 

子どもの「生きる力」を育む教育の推進につきましては、小学生の段階か

ら「キャリア在り方生き方教育」を実施し、子どもの社会的自立や共生・協

働の精神を育む取組を進め、将来の川崎の担い手となる人材を育成してまい

ります。 

また、外国語指導助手（ＡＬＴ）を増員し、英語学習の充実を図るととも

に、小学校の学校図書館に学校司書をモデル的に配置するなど、学校図書館

の充実に向けた取組を推進してまいります。 

いじめや不登校を生まない環境づくりにつきましては、「かわさき共生＊

共育プログラム」を実践するとともに、小学校における「児童支援コーディ

ネーター」の専任化を推進し、児童が抱えるさまざまな課題に対応してまい

ります。 

教育環境の整備につきましては、人口が増加している小杉駅周辺地区や新

川崎地区における小学校の新設に向けた取組など、児童生徒数の増加に対応

した学校施設の整備を進めてまいります。 

あわせて、「学校施設長期保全計画」に基づく、校舎や体育館の再生整備

により、学校施設の長寿命化や、トイレの快適化、教室の木質化等を進め、

教育環境の向上と中長期的な歳出の抑制の両立に向けて取り組んでまいりま

す。 
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また、平成２９年度を目途に、県費負担教職員の給与負担や定数決定の権

限が政令指定都市に移管されることにつきましては、円滑な移管に向けた準

備を進めるとともに、学校の実情に即した教職員配置について検討してまい

ります。 

生涯を通じて学び、成長する取組として、「地域の寺子屋」のモデル事業

の推進につきましては、これまで８か所で開講し、週１回の学習支援と月１

回の体験活動を展開してまいりました。 

ＰＴＡや地域教育会議、ＮＰＯなど、さまざまな地域の団体の皆様が、子

どものことを第一に考え、工夫を凝らして関わっていただくことにより、そ

れぞれの寺子屋で、子どもが目を輝かし、大人は子どもから元気をもらうよ

うな、地域の人材や資源を活かした特徴のある取組が行われており、このよ

うな地域発の取組を大切に育てていきたいと考えております。 

平成２７年度は、２１か所に拡充し、シニア世代をはじめ、地域の方々が、

より一層生き生きと参加できるように、寺子屋先生やコーディネーターの育

成に取り組みながら、未来を担う子どもを育み、多世代が交流できる拠点と

なるよう、取組を進めてまいります。 

基本戦略３「市民生活を豊かにする都市基盤と環境づくり」

魅力ある都市拠点の整備や、快適な地域交通環境の形成を推進するととも

に、地球温暖化対策や、公園緑地の整備、雇用・就業環境の改善に取り組む

ことで、利便性が高くうるおいのある地域社会を構築してまいります。 

はじめに、魅力ある都市拠点の整備として、川崎駅周辺地区では、平成 

２９年度の完成をめざして、北口自由通路の整備を進めるなど、駅東西の回

遊性の向上を図るとともに、京急川崎駅周辺地区につきましては、引き続き、

民間開発の誘導支援に取り組んでまいります。あわせて、平成２７年度中の
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「川崎駅周辺総合整備計画」の改定に向けて、検討を進めてまいります。 

小杉駅周辺地区では、公共公益施設の再編を継続するなど、地域住民の皆

様の御意見をお聴きするとともに、民間活力を活かしながら、ニーズに応じ

た都市機能の集積を図り、利便性の高いまちづくりを進めてまいります。 

このほか、新川崎・鹿島田駅周辺地区における再開発事業や「登戸土地区

画整理事業」の推進、溝口駅南口広場の整備など、個性ある利便性の高い地

域生活拠点の形成を進めてまいります。 

また、市民生活を豊かにし、経済活動を活性化するためには、交通ネット

ワークの充実が不可欠でございますので、本市がめざす総合的な交通体系や

交通政策の基本方向を定める「総合都市交通計画」に基づき、取組を進めて

まいります。 

地域をつなぐ交通基盤の整備として、「京浜急行大師線連続立体交差事

業」につきましては、平成３０年度の産業道路立体交差化に向けた整備を引

き続き推進するとともに、「ＪＲ南武線連続立体交差事業」につきましては、

鉄道事業者と連携しながら、事業化に向けた調査を進めてまいります。 

あわせて、「川崎縦貫道路」につきましては、東京外かく環状道路との一

本化を含めた幅広い検討を進めるよう、引き続き、国に要望してまいります。 

快適な地域交通環境の形成といたしましては、平成２７年１月に、本市と

東日本旅客鉄道株式会社との間におきまして、自治体としては初となる包括

連携協定を締結したところでございまして、両者がこれまで以上に協力・連

携しながら、鉄道沿線におけるブランド力の向上や公共交通の利用促進に取

り組んでまいります。 

包括連携協定に基づく具体的な取組のひとつといたしましては、ＪＲ南武

線の利便性の向上や公共交通機能の強化を図るため、ＪＲ南武支線の川崎新

町・浜川崎駅間における新駅の設置に向けて取り組むことで合意したところ

でございまして、平成２７年度末の開業に向けて、検討を進めてまいります。 
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身近な地域交通環境の整備につきましては、平成２６年１２月から、長尾

台地区においてコミュニティバスの本格運行が開始されたところでございま

すが、今後も地域特性やニーズを踏まえながら、路線バスの社会実験やコミ

ュニティ交通の取組の支援を行うなど、地域交通の充実を図ってまいります。 

また、南武線の駅アクセス向上のため、稲田堤駅の橋上駅舎化に向けた取

組を推進し、駅利用者などの利便性の向上を図ってまいります。 

市内幹線道路網の整備につきましては、整備効果の高い箇所から重点的に

整備するなど、着実な道路整備を進めるとともに、平成２７年度末の「道路

整備プログラム」の改定に向けて、検討を進めてまいります。 

また、「（仮称）等々力大橋」の工事に着手し、川崎市と東京都を結ぶ新

たな交通ネットワークの形成や、交通の円滑化、利便性の向上等を図るとと

もに、末吉橋の架け替えに向けた予備設計を実施するなど、橋梁の整備を推

進してまいります。 

渋滞緩和に向けた取組につきましては、交差点の改良や交通管理者と連携

した信号制御の改善など、さまざまな工夫を図りながら、早期に効果が得ら

れるよう緊急渋滞対策を実施してまいります。 

自転車対策につきましては、溝口駅や向ヶ丘遊園駅などで駐輪場整備を進

めるなどの取組を推進してまいります。 

市バス事業につきましては、市バス運行情報表示器の設置や、コンプライ

アンスの徹底を図るなど、「川崎市バス事業経営プログラム」に基づき、市

バスネットワークの維持・充実、安全で快適な輸送サービスの確保、経営基

盤の充実・強化などに取り組んでまいります。 

環境に配慮した循環型のしくみづくりとして、地球温暖化対策につきまし

ては、気候変動リスクを踏まえ、「（仮称）適応策基本方針」の平成２７年

度中の策定に向けて検討を進めてまいります。 

また、創エネ・省エネ・蓄エネを総合的に推進するため、住宅用太陽光発
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電設備や、家庭用の燃料電池、蓄電池等の設置補助を実施するとともに、環

境省のグリーンニューディール基金を活用し、防災拠点等に再生可能エネル

ギー及び蓄電池の導入を図り、災害対応力の強化に取り組んでまいります。 

あわせて、本市や市内事業者には、公害を克服する過程で培ってきた先進

的な環境技術がございますので、「グリーン・イノベーション推進方針」に

基づき、本市の持つ知見やノウハウ、企業が有する製品・技術のパッケージ

化に取り組んでまいります。また、「川崎国際環境技術展」の開催を通じて、

優れた環境技術を広く国内外に発信し、国際的なビジネスマッチングに取り

組むなど、優れた環境技術を効果的に活用し、国際社会に貢献するとともに、

環境分野の産業振興に取り組んでまいります。 

スマートシティ戦略の推進につきましては、エネルギーの最適利用による

低炭素化や、市民生活の利便性の向上等を図るため、川崎駅周辺地区におけ

る地域主体のエネルギーマネジメント実証事業や、小杉駅周辺地区における

ＨＥＭＳ（ヘムス）を活用した市民参加型のスマートコミュニティ事業など

の取組を推進してまいります 

また、川崎にはさまざまなエネルギー供給拠点がある中で、とりわけ、次

世代のエネルギーとして、水素エネルギーが注目されております。 

水素の供給から利活用まで一貫して取り組むことのできる川崎のポテンシ

ャルを活かして、多様な主体と連携しながら、臨海部における水素ネットワ

ークの構築や、再生可能エネルギーと水素を用いた自立型エネルギー供給シ

ステムの実証事業などに取り組んでまいります。 

エネルギーに関する取組につきましては、本市の基本的な姿勢や取組の方

向性等を明らかにする「川崎市エネルギー取組方針」の策定に向けて、検討

を進めてまいります。 

生活環境を守る取組として、廃棄物施策につきましては、循環型社会の構

築のため、新たな「一般廃棄物処理基本計画」の策定に向けて検討を進めて
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まいります。 

今後も引き続き、普及啓発等を通じたごみの発生抑制や、分別によるごみ

の減量と資源化を進めるとともに、平成２７年度から、市内４か所で稼動し

ているごみ焼却施設を３か所とする３処理センター体制に移行し、安定的か

つ効率的なごみ処理体制の確立に取り組んでまいります。また、「リサイク

ルパークあさお」の資源化処理施設につきましては、平成２７年度末の完成

に向けて、整備を進めてまいります。 

放射線安全対策につきましては、放射性物質が検出された下水汚泥焼却灰

等について、安全な再利用や処分の具体化に向けた取組を進めるとともに、

市内の空間放射線量の測定や、食品などの放射性物質の検査等を継続し、市

民の安全・安心な生活環境の確保に取り組んでまいります。 

緑豊かな環境の整備として、富士見公園につきましては、平成２７年４月

から、本市初のネーミングライツ導入施設である「富士通スタジアム川崎」

の供用開始にあわせて、指定管理者の導入によるパークマネジメントを推進

し、効率的・効果的な管理運営を行ってまいります。また、競輪場のコンパ

クト化に加え、「スポーツ・文化総合センター」の整備を進めるなど、市民

利用施設の充実を図り、富士見公園の再編整備に向けた取組を進めてまいり

ます。 

等々力緑地につきましては、「等々力陸上競技場」におけるメインスタン

ド改築工事が完了し、平成２７年３月から供用を開始するとともに、硬式野

球場や正面広場の整備工事の実施など、多くの市民の方々に愛される総合公

園として再編整備を進めてまいります。 

生田緑地につきましては、周遊散策路の整備やゴルフ場旧クラブハウス跡

地の整備など、緑地全体のさらなる価値と魅力の向上に取り組んでまいりま

す。 

多摩川などの水辺空間を活かす取組として、緑地やサイクリングコースな
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どの環境整備を進めるとともに、平成２７年度中の多摩川プランの改定に向

けて検討を進めてまいります。 

安定した水供給・循環機能として、上下水道事業につきましては、市民の

ライフラインとして、良質な水の安定供給と良好な下水道環境の形成を確保

するため、施設の耐震化や、老朽化した管路・管きょの更新・耐震化などを

計画的に進めてまいります。 

雇用・就業支援対策として、総合的な相談窓口である「キャリアサポート

かわさき」の活用に加え、若者や女性を対象とした職業的自立や就業促進に

関する事業や、高校や大学と連携した合同企業就職説明会などを実施してま

いります。

基本戦略４「活力と魅力あふれる力強い都市づくり」

国際空港・羽田に隣接する優位性を活かしながら、成長力の高い分野の産

業振興を図るとともに、文化芸術・スポーツの振興や、国内外に川崎の魅力

をさらに積極的にアピールする、シティプロモーションに取り組み、活力と

魅力ある都市づくりを進めてまいります。 

はじめに、新たな産業を生み出す取組として、川崎臨海部の国際戦略拠点

の形成につきましては、拠点形成の中核となる殿町地区の「キング スカイ

フロント」におけるイノベーションを先導する機能集積が、着実に進んでい

るところでございます。 

ナノ医療の研究開発のさらなる促進のため、平成２７年の４月から「ナノ

医療イノベーションセンター」の運営が開始されるところでございまして、

今後も、ライフサイエンス分野の民間事業者や研究機関などの進出を、さら

に加速させてまいります。 
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あわせて、「国家戦略特区」における規制の特例措置等を活用し、最先端

医療関連産業等にとって、よりよいビジネス環境を構築してまいります。 

今後も引き続き、隣接する大田区や横浜市、東京都や神奈川県と連携し、

羽田空港の近接性を活かした国際戦略拠点の形成を進め、健康・予防分野や

最先端医療分野の産業創出を図るライフイノベーションの取組を推進してま

いります。 

また、こうしたプロジェクトをエリア全体で推進するには、人々の移動や

物流を支える交通機能の強化が重要であることから、「羽田連絡道路」の早

期実現に向けて、具体的な事業計画の策定に関する調査を行うなど、臨海部

の交通ネットワークの強化に取り組んでまいります。 

さらに、キングスカイフロントに立地する研究機関や企業をはじめ、優れ

たものづくり技術を有する市内企業と連携し、地域経済の活性化を図るとと

もに、市民の皆様にその意義や成果をしっかりとお伝えし、広く御理解をい

ただきながら、我が国の持続的な成長を牽引し、世界が直面している課題の

解決に貢献してまいります。 

「新川崎・創造のもり」地区につきましては、「創造のもり」事業の集大

成と位置づける「産学交流・研究開発施設」の整備を推進し、さらなる先端

産業の集積と「新川崎・創造のもり」地区内の企業・大学、周辺企業等との

交流や連携の強化を図るとともに、「ナノ・マイクロ産学官共同研究施設

（ＮＡＮＯＢＩＣ(ナノビック)）」におきまして、ナノ・マイクロ技術の研

究開発を推進し、市内ものづくり企業の基盤技術の高度化や、研究開発力の

向上を図るなど、本市の科学技術基盤の強化を推進し、新産業の創出を図っ

てまいります。 

あわせて、川崎の産業集積を活かしたオープンイノベーションのさらなる

促進のため、平成２９年度末の完成をめざして、大規模なホールを備えた武

蔵小杉駅前のコンベンション施設の整備を推進し、産業振興に活かしてまい

ります。 
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また、高齢化の進展により、一層の需要が見込まれる福祉分野につきまし

ては、「ウェルフェアイノベーション推進計画」に基づき、福祉と産業のマ

ッチングを推進するウェルフェアイノベーションフォーラムを活用し、本市

に集積する企業が有する、高い技術力を活かした製品開発を促進するととも

に、福祉製品の普及促進に取り組み、高齢者や障害者の質の高い生活を支え

る福祉産業の振興に取り組んでまいります。 

港湾物流拠点の形成につきましては、「臨港道路東扇島水江町線」の整備

を進めるとともに、引き続き、荷主・船会社に対するポートセールス活動を

推進し、東扇島地区ではコンテナターミナルの整備、千鳥町地区では立体モ

ータープールの整備を推進するなど、港湾物流機能の高度化を図り、川崎港

の国際競争力の強化に取り組んでまいります。 

海外とも連携した産業振興の取組として、市内企業の海外展開の支援につ

きましては、ＡＳＥＡＮ(アセアン)を中心とした地域が、将来的に有望なマ

ーケットとなることを見据え、海外現地でのビジネスサポート拠点や「海外

ビジネス支援センター（ＫＯＢＳ(コブス)）」を活用し、川崎商工会議所な

どの関係機関と連携しながら、市内企業の海外への展開を支援してまいりま

す。 

また、「川崎ものづくりブランド」の認定製品を中心に、優れた製品や技

術を関連業界等にＰＲし、販路の開拓・拡大を支援するなど、国際競争力の

強化や、ものづくり産業の高度化、生産性の向上を図ってまいります。 

中小企業の経営環境の整備といたしまして、引き続き、経営安定資金等の

融資枠の確保や、信用保証料の補助を行うとともに、川崎市信用保証協会に

対し、市内中小企業への積極的な信用保証の継続を促すなど、円滑な資金調

達を支援してまいります。 

さらに、中小企業の振興や地域経済の活性化に向けた条例の制定に向けま

しては、川崎商工会議所を中心として、経済界における検討が進められてお
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り、平成２６年度末には、その検討結果を本市に提言いただく予定でござい

ます。 

その提言内容を踏まえ、平成２７年度中の条例議案の提出をめざして取り

組んでまいります。 

商業や観光の振興につきましては、産業観光等を活用した集客の促進を図

るとともに、国内最大級のハロウィンイベントである「カワサキハロウィ

ン」をはじめとした各種イベントの支援を行うなど、都市ブランドの向上等

による、まちの賑わいづくりを進めてまいります。 

また、ＬＥＤ街路灯などの導入支援を行う「商店街エコ化プロジェクト事

業」や、「商店街出張キャラバン隊」の派遣などにより、引き続き、商店街

の活性化に取り組んでまいります。 

都市農業の振興につきましては、平成２７年１０月に、地元農産物の大型

直売所「セレサモス宮前店」がオープンする予定でありますことから、地産

地消による都市型農業のさらなる振興を期待しているところでございます。 

また、今後も引き続き、地域農業の活性化や里地里山の保全再生に向けて、

黒川地区で土地改良事業を促進するほか、岡上地区及び早野地区で基盤整備

等を進めるとともに、次期「農業振興計画」の策定に向けて検討を進めてま

いります。 

文化芸術・スポーツの振興として、音楽のまちづくりにつきましては、世

界に誇る「ミューザ川崎シンフォニーホール」で開催する、「フェスタサマ

ーミューザ」をはじめとした、魅力ある音楽イベントを開催してまいります。 

また、平成２３年から４年にわたって「モントルー・ジャズ・フェスティ

バル・ジャパン・イン・かわさき」を開催してまいりましたが、これまでの

開催経験を踏まえ、より魅力的で、地域の活性化に寄与する新たなジャズフ

ェスティバルの開催に向けて検討してまいります。

また、地域にしっかりと定着してきた「川崎・しんゆり芸術祭（アルテリ
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ッカしんゆり）２０１５」や「毎日映画コンクール表彰式」など、民間主体

の芸術や映像のまちづくりを引き続き支援してまいります。 

「スポーツのまち･かわさき」の取組につきましては、本市を本拠地とす

るアメリカンフットボールチーム「富士通フロンティアーズ」が、１月のラ

イスボウルで勝利を収め、悲願の日本一を達成するという、大変うれしい出

来事がございました。Ｊリーグにおいて、史上初の、単独２年連続得点王に

輝いた、「川崎フロンターレ」の大久保嘉人選手に続きまして、スポーツ特

別賞を贈呈したいと考えております。 

今後も「富士通フロンティアーズ」や「川崎フロンターレ」をはじめ、

「かわさきスポーツパートナー」等と、より一層の連携を図るなど、スポー

ツを通じた本市の魅力づくりを進めてまいります。 

また、等々力陸上競技場において、３年ぶりに国際陸上競技大会「ゴール

デングランプリ川崎」を開催するとともに、「川崎国際多摩川マラソン」な

ど市民が参加できるスポーツ大会の開催を通じて、活力を生み出し、川崎へ

の愛着と誇りを醸成してまいります。 

さらに、２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックに向けて、平成

２７年度中に推進計画を策定するとともに、円滑な大会運営の支援や、スポ

ーツ文化のさらなる普及、観光の振興、世界に誇れる本市の優れた先端技術

のアピールなど、開催後までを見据えた川崎らしい取組を進めてまいります。

とりわけ、パラリンピックにつきましては、障害者スポーツの振興をはじめ

として、障害者が活躍できる場づくりや誰もが暮らしやすいまちづくりに向

けて、人々の意識が変わる契機になりますことから、しっかりと取り組んで

まいります。 

文化財の保護・活用につきましては、本市として初となる国史跡の指定を

受けることとなりました、橘樹郡衙(たちばなぐんが)跡及び影向寺(ようご

うじ)遺跡からなる「橘樹官衙(たちばなかんが)遺跡群」の保存活用を、計

画的に推進するとともに、全国にその魅力を発信できるよう取組を進めてま

いります。 
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戦略的なシティプロモーションの推進として、多様な主体がそれぞれの特

徴を活かし、さまざまなメディアを活用して川崎の魅力を積極的に情報発信

し、市民が川崎への愛着と誇りを持てるよう、策定中の「シティプロモーシ

ョン戦略プラン」に基づき、戦略的な取組を進めてまいります。 

また、グローバル化の中で持続的に発展していくため、国際施策に対する

市の基本的な考え方を明確にし、さまざまな分野にわたる国際施策を総合的

に進める「（仮称）国際施策推進プラン」の策定に向けて、検討を進めてま

いります。 

ＩＣＴの活用につきましては、公衆無線ＬＡＮの公共施設への整備を進め

るとともに、民間事業者のアクセスポイントの活用を図るなど、情報通信技

術の効果的な利活用を進めてまいります。 

基本戦略５「誰もが生きがいを持てる市民自治の地域づくり」

地域の多様な人材や資源を活かし、市民参加のしくみを充実するとともに、

区への分権など、市民目線の市役所改革を進め、自治基本条例に基づく、市

民自治のまちづくりを進めてまいります。 

市民の主体的な活動の促進に向けて、町内会・自治会の会館整備に対する

補助の拡充や、市民自治活動の拠点である「総合自治会館」の移転整備を進

めるとともに、「町内会・自治会の活動の活性化に関する条例」の基本理念

を尊重し、引き続き、町内会・自治会をはじめとした市民活動団体等への支

援に取り組んでまいります。 

多様な主体との連携として、地域における担い手や手法の多様化を踏まえ、

市の協働・連携に関する基本的な姿勢を示す基本方針を策定するとともに、

協働・連携のしくみづくりを進めてまいります。 

また、これらの取組を通じて、地域の多様な人材を活かすため、シニア世

代をはじめとした市民の豊かな経験を活用する有償ボランティアのあり方の

- 27 -



構築に向けて、取組を進めてまいります。 

なお、平成２６年末には、新たなエネルギー施策、災害対策の相互連携な

どについて、多摩川でつながる世田谷区との包括協定を締結したところでご

ざいます。これからは、それぞれの自治体の特色を活かしながら、お互いの

行政効果を高めていく自治体間連携が非常に重要になると考えておりますの

で、こうした連携をさらに推進し、さまざまな行政課題の解決に取り組んで

まいります。 

市民目線の市役所改革として、市民生活に密着した区役所が、身近な課題

にスピーディーに対応するとともに、区の特性を活かし、地域と一体となっ

たまちづくりを効果的に推進できるよう、区役所のあり方について検討して

まいります。 

また、平成２７年５月に幸区役所新庁舎の供用を開始するとともに、老朽

化が進んでいる区役所庁舎等の長寿命化工事を、計画的かつ効率的に実施す

るなど、安全で快適な区役所環境を整備してまいります。 

社会保障・税番号制度に関する取組につきましては、平成２７年１０月に

個人番号が通知され、平成２８年１月には個人番号カードの交付が開始され

ますので、円滑な導入に向けたシステム改修等を着実に進めるとともに、個

人番号カードを活用した証明書のコンビニ交付に向けて、取組を進めてまい

ります。 

「区民車座集会」につきましては、市民の皆様の声がしっかり伝わる身近

な市政の実現のため、市長就任以来、各区で実施してまいりましたが、今後

も開催手法などを工夫しながら、継続して開催してまいります。 

人権を尊重し、共に生きる社会を築く取組として、平成２６年度中に策定

する人権施策推進基本計画「人権かわさきイニシアチブ」等に基づき、平等

と多様性を尊重しながら、人権施策を総合的に推進してまいります。 

また、本市には、拉致被害者家族の横田さん御夫妻がお住まいになってお
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り、被害者の方々が一日も早く御家族のもとに戻れるよう、市民の皆様とと

もに、取組を進めてまいります。 

４ 計画行政の推進に向けて

これまで、市政の礎となる「新たな総合計画」及び「行財政改革に関す

る計画」の策定に向けて、さまざまな取組を進めてまいりました。 

「新たな総合計画」の策定に向けましては、川崎の将来のあり方につい

て、市民の皆様と共に考えることが大切と考え、無作為抽出した市民による

ワークショップや区民祭における出展、「市民検討会議」による議論などを

通じて、さまざまな御意見をお聴きしてまいりました。 

私も参加いたしましたが、市民の多くの皆様が、行政が何をしてくれる

か、ということではなく、自分たちでできることは何か、地域でできること

は何か、という主旨の発言をされておりました。御意見は多様ではあります

が、私たち一人一人が川崎をより良くしていきたいという思いは共通してお

りました。これらの取組を通じまして、改めて、川崎市民の皆様の意識の高

さを実感したところでございます。 

このような市民の皆様の思いを踏まえ、よりよい川崎を創りあげていく

ためにも、今後さらに、議会や市民、有識者、企業、団体の皆様の御意見や

御提案をいただきながら検討を深めてまいりまして、川崎市の中長期的なま

ちづくりのビジョンと取組を示す「新たな総合計画」の平成２７年度末の策

定をめざして、取組を進めてまいります。 

一方で、少子高齢化のさらなる進展が見込まれる中、市民の皆様に必要

な行政サービスを将来にわたって安定的に提供していくためには、徹底した

行財政改革を推し進め、持続可能な行財政基盤を構築することが不可欠です。 

まずは市民の皆様にその必要性を納得していただけるよう、本市の中長

期的な財政収支の見込みや、行財政改革の考え方や取組の方向性を、分かり
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やすくさまざまな機会を捉えて、お示ししてまいりたいと考えております。 

また、超高齢社会を迎える中で、今後一層、社会保障関連経費などの増

大が見込まれており、行政ニーズに的確に応えていくためには、これまで進

めてきた市役所の内部改革の一層の推進に加えて、スクラップ・スクラッ

プ・アンド・ビルドにより、当初目的の薄れた市民サービスの見直しや、世

代間の受益と負担を考慮した市民サービスの再構築などを行い、真にサービ

スを必要とする方に、より質の高いサービスを提供していく「質的改革」を

進めていく必要があると考えております。 

そのため、市民の皆様の御意見も踏まえながら、平成２６年度中に、市

役所の内部事務や市民サービス等の見直しに当たっての考え方をとりまとめ

るとともに、この考え方に基づき、平成２７年度末の「行財政改革に関する

計画」の策定に向けて、取組を進めてまいります。 

「新たな総合計画」と「行財政改革に関する計画」をあわせて策定し、

真に必要な施策・事業の着実な推進と、持続可能な行財政基盤の構築の両立

を図ることにより、市民が誇りと愛着を持つことのできる、「安心のふるさ

と」と「力強い産業都市」が調和した、「最幸のまち かわさき」をめざし

て、皆様とともに未来を切り拓いてまいりたいと存じます。 

なお、平成２７年度につきましては、施政方針、予算、「行財政運営に関

する改革プログラム」及び策定予定の「今後の事務・サービス等のあり方」

を「アクションプログラム２０１５」としてとりまとめ、市政運営の基本的

な方針としてまいりたいと存じます。 
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５ おわりに

私は、「全ては市民のために」を基本に、川崎を一歩先へ、もっと先へと

進めるために全力を尽くしてまいりますので、議員の皆様や市民の方々の御

理解と御協力を心からお願い申し上げます。 
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平成27年度

川崎市予算について
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（表紙写真） 

 市内の小中学校で実施している「地域の寺子屋」の様子です。 
 地域ぐるみで子どもの教育・学習をサポートする仕組みづくりが進んで 
います。 
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は じ め に

～「最幸のまち かわさき」をめざして～ 

我が国経済は、個人消費などに弱さがみられるものの緩やかな回復基調が続いてお

り、先行きについても、各種政策の効果などにより、緩やかな回復が期待される一方

で、消費者マインドの弱さや海外景気の下振れなど、我が国の景気を下押しするリス

クに留意する必要があるとされています。また、消費税率引上げ時期の変更の影響と

ともに、少子高齢化の一層の進展を背景とした社会保障制度改革の動向等についても、

引き続き注視していく必要があります。 

このように社会経済環境が大きく変化する中で、本市においては、市税収入や地方

消費税交付金の増加が見込まれるものの、普通交付税・臨時財政対策債が大幅に減少

することに加え、平成２６年度に行われた法人市民税の一部国税化による影響が拡大

することなどの要因が重なり、歳入全体では増加が見込めない状況となっています。 

しかしながら、こうした中においても、市民の皆様の暮らしをしっかりと支える基

礎自治体の役割を持続的に果たしていけるよう、平成２７年度予算につきましては、

「成長と成熟の調和による持続可能な最幸のまち かわさき」の実現に向け、次の考

え方を基本に編成を行いました。 

 「最幸のまち かわさき」の実現に向けた両輪のひとつである「安心のふるさとづ

くり」については、まずは、待機児童の解消に引き続き取り組むとともに、小児医療

費助成制度の拡充や中学校完全給食の実施に向けた取組を着実に推進してまいりま

す。また、災害に強いまちづくりや高齢者福祉・障害者福祉など、身近な市民生活を

支える取組についても、しっかりと対応してまいります。 

 さらに、こうした「安心のふるさとづくり」を将来にわたって安定的に進めるため

には、本市が今後も持続的に成長していくことが必要であり、もうひとつの車輪であ

る「力強い産業都市づくり」についても、成長産業分野におけるイノベーションを進

める取組や、臨海部における国際戦略拠点の形成、交通ネットワークの充実・強化な

どの施策を推進するために、必要な予算を配分したところです。 

 また、これらの施策を実現し、将来にわたって「最幸のまち かわさき」であり続

けるためには、持続可能な行財政基盤の構築が必要であるため、ゼロベースからの事

務事業の見直しや施策・事業の重点化を進めるとともに、将来負担も勘案した中長期

的な視点に立った行財政運営に取り組んでまいります。 

平成２７年度予算は、私が市長に就任して初めて本格的に編成した予算となります

が、「川崎を一歩先へ、もっと先へ」進めるためのさまざまな「芽を育てる」予算と

なったものと考えております。 

現在、「最幸のまち かわさき」の実現に向け、新たな総合計画等の策定を行って

おりますが、その間においても、必要な施策を切れ目なく推進するとともに、持続可

能な行財政基盤の構築に向けた取組を適確に進めるため、この予算と、施政方針及び

「行財政運営に関する改革プログラム」に基づき、市政運営に取り組んでまいります。 

「全ては市民のために」を基本に、私をはじめ職員一丸となって全力を尽くしてま

いります。 

平成２７年２月                川崎市長 福田 紀彦
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一般会計当初予算の規模 

６，１８９億円 （対前年度   ＋18 億円・ ＋0.3％）

・ 過去最大の規模（過去の減債基金からの借入額 145 億円を除いた場合３位） 

市税収入 ２，９６３億円 （対前年度  ＋40 億円・ ＋1.4％）
・ 当初予算としては２年連続で過去最大 

市 債 ５１６億円 （対前年度 △242 億円・△31.9％）
・ １３年度以降、最も低い水準で、31.9％の大幅減 

・ 臨時財政対策債の減、等々力陸上競技場メインスタンド 

などの公共施設の再整備の完了などにより大幅に減 

減債基金新規借入金

５４億円  
・ 普通交付税・臨時財政対策債の減など、極めて厳しい財政状況においても、 

「最幸のまち かわさき」の実現に向けた取組を切れ目なく推進 

１  予 算 の ポ イ ン ト 

～「安心のふるさとづくり」～ 

○継続的な待機児童の解消 
保育受入枠の拡大 

質の高い保育所等の運営 

ニーズに対応した利用者支援 

などの対策を推進 

○小児医療費助成制度の拡充 
小学校２年生までの通院助成の拡大 

（28 年度の小学校３年生までの拡大に 

    向けて段階的に実施）  

○中学校完全給食の早期実施 
学校給食センターの整備 

自校調理方式施設の整備 

東橘中学校での完全給食の試行実施 

～ 「力強い産業都市づくり」 ～

生命科学・医療・介護等の成長分野における 

○産業イノベーション、 

オープンイノベーションの推進 

国際空港・羽田と川崎港を通じて世界とつながる 

○臨海部における国際戦略拠点の形成 

○交通ネットワークの充実・強化 

○都市拠点形成による都市基盤の整備 

などについても着実に推進 

「成長と成熟の調和による持続可能な 

最幸のまち かわさき」 をめざします
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①市役所内部改革
「川崎市行財政運営に関する改革プログラム」に基づき、民間部門

の活用等による改革を切れ目なく推進 

② 施設整備事業等の見直し
中長期的な財政収支を見据えた総合的な調整及び効率的・効果的な

手法等の導入を実施 

③ 既存事業等の廃止・見直し
当初の目的が既に達成されたもの、より効果的な手法に見直す必要

があるものなどについて、聖域なき、ゼロベースでの見直しを積極的

に推進 

本市の財政は、対前年度予算比較で市税が 40 億円、地方消費税交付金

が 92 億円増加するものの、 

◆普通交付税・臨時財政対策債の減少 
前年度の予算との比較で  △159 億円 

前年度の決算見込との比較で  △92 億円

◆法人市民税の税制改正による減少 （影響額△22 億円） 

法人市民税（地方税）の一部について、国税化（地方法人税を創設）し、 

交付税の原資としたもの 

などにより、歳入全体の増加が見込めない一方で、 

◆社会保障関連経費の増加 

◆公共施設の長寿命化の取組 

などの財政需要もあり、収支不足が見込まれる厳しい財政状況にあります。

こうした中においても、これまで計画的に進めてきた施策、あるいは少

子化対策・国際戦略拠点の形成など、将来に向けて必要となる施策につい

ては、時機を逸することなくしっかり取り組む必要があります。 

収支不足については、収支見通しをしっかり踏まえた上で、減債基金か

らの新規借入れにより対応してまいります。 

持続可能な行財政基盤を構築します

「最幸のまち かわさき」の実現に向けた取組を 
切れ目なく推進するための財源対策を実施します 
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27 年度の一般会計、特別会計及び企業会計を合わせた全会計の予算規模は、     

1 兆 3,387 億 8,266 万円で、前年度に比べ 28 億円の増（＋0.2％）となっています。 

会 計 名 27 年度予算 26 年度予算 増減率 

一 般 会 計 6,188 億 7,204 万円 6,171 億 1,666 万円 0.3％ 

特  別  会  計  

（13 会計） 
4,995 億  700 万円 4,821 億 6,050 万円 3.6％ 

企 業 会 計 

（５会計） 
2,204 億 362 万円 2,366 億 8,315 万円 △6.9％ 

合   計 1 兆 3,387 億 8,266 万円 1 兆 3,359 億 6,031 万円 0.2％ 

※端数処理の関係で、合計欄の予算額と各会計の予算額の合計が一致しない場合があります。 

  一般会計は 18 億円・0.3％の増     

等々力陸上競技場メインスタンド改築工事の完了や子母口小学校・東橘中学校の合築工事

の進捗による減の一方で、民間保育所受入枠の拡大や中学校完全給食の実施に向けた取組に

よる増などにより、前年度に比べ 18 億円の増（＋0.3％）となっています。 

※ 一般会計について、過去の減債基金からの借入額（27 年度 145 億円、26 年度 127 億円）を除い
た場合の予算額は、27 年度 6,043 億 7,204 万円、26 年度 6,044 億 1,666 万円で、4,462 万円の微減
となります。 

  特別会計は 173 億円・3.6％の増     

港湾整備事業におけるモータープール施設整備に向けた用地取得の完了や、公債管理会計

における市債の償還元金の減の一方で、国民健康保険事業の制度改正による共同事業拠出金

の増などにより、特別会計（13 会計）合計では前年度に比べ 173 億円の増（＋3.6％）と 

なっています。（132 ページ参照） 

２  予 算 の 規 模 
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  企業会計は 163 億円・6.9％の減     

地方公営企業会計基準の見直しによる退職給付引

当金計上額の減などにより、企業会計（５会計）合

計では前年度に比べ 163 億円の減（△6.9％）とな

っています。 

（126～131 ページ参照） 

（左から） 

・下水道キャラクター 「カッピー」 

・水道キャラクター 「ウォータン」 

・市バスイメージキャラクター 「かわさきノルフィン」 
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＜ 歳 入 予 算 ＞ 

本市歳入の根幹である市税は、前年度に比べ 40 億円の増、歳入予算全体の 47.9％を占める

2,963 億円となっています。また、前年度に比べ、消費税率引上げの平年度化により交付金が

103 億円の増、臨時財政対策債の減などにより市債が 242 億円の減などとなっています。 

 市  税 2,963 億円（＋1.4％）   

税率引下げにより法人市民税が 11 億円の減となるものの、納税者数の増加、所得の増加

により個人市民税が 32 億円の増、土地の評価替えにより固定資産税が 12 億円の増となり、

市税全体では前年度に比べ 40 億円の増となっています。 

３  一般会計予算の概要 
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  交 付 金 328 億円（＋45.7％）   

消費税率の引上げの平年度化により地方消費税交付金が増となることから、前年度に比

べ 103 億円の増となっています。なお、消費税率引上げによる増収分は全て「社会保障４

経費」のうち、医療、介護、子育ての分野に該当する事業に充てています。 

（139 ページ参照） 

  地方交付税 8 億円（△58.8％）   

少子高齢化や待機児童対策の推進、公共施設の老朽化対策等の都市的な課題に対応する

ための財政需要の増が見込まれるものの、市税及び地方消費税交付金の増の影響が見込ま

れることから、前年度に比べ 10 億円の減となっています。 

  県 支 出 金 234 億円（＋13.5％）   

子ども・子育て支援新制度負担金の制度創設による増や、国勢調査の実施による統計調

査委託金の増などにより、前年度に比べ 28 億円の増となっています。 

  繰 入 金 295 億円（＋54.9％）   

財源対策のための新規借入れに伴う減債基金借入金の増や、給食センター整備に向けた

南部市場北側用地の有償管理換による卸売市場事業特別会計繰入金の増などにより、前年

度に比べ 105 億円の増となっています。 

  市  債 516 億円（△31.9％）   

市税や地方消費税交付金の増などによる臨時財政対策債の大幅な減や、等々力陸上競技場

メインスタンド改築工事の完了、義務教育施設の改築工事の進捗による減などにより、前年

度に比べ 242 億円の減となっています。 

また、一般会計における市債の 27 年度末の現在高見込額は※8,724 億円で、市民一人当た

りでは 59 万 6,733 円となります。（163 ページ参照） ※減債基金積立金控除後の金額

  そ の 他 706 億円（△4.5％）   

預託金の見直しによる間接融資制度貸付金収入の減による諸収入の減などから、前年度

に比べ 34 億円の減となっています。 

市税収入の確保に向けた取組 

市税収入確保対策の推進により、25 年

度の市税収入率は 97.3％へ向上し、収入

未済額を約 70 億円まで減少させることが

できました。 

 27 年度においては、初期未納者対策の

強化などにより、市税収入率をさらに向上

させ、市民負担の公平性と財源の確保に努

めていきます。（63 ページ参照） 

市税収入率・収入未済額の推移 
収入未済額 

(億円) 

市税収入率 

(見込み)   (予算) 
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＜歳 出 款 別 （目 的 別 ）予 算 ＞ 

歳出予算を款別（目的別）に見ると、健康福祉費が全体の 22.2％を占める 1,376 億円とな

っているほか、こども費が 914 億円（14.8％）、公債費が 738 億円（11.9％）、国民健康保険

事業や介護保険事業などに対する諸支出金が 643 億円（10.4％）などとなっています。 

 こ ど も 費 914 億円（＋3.4％）   

子ども・子育て支援新制度と待機児童対策推進のため、保育受入

枠の拡大による民間保育所運営費の増や、新たに創設される地域型

保育事業、認定こども園等の運営に係る給付費の増などにより、

前年度に比べ 30 億円の増となっています。 

 健康福祉費 1,376 億円（＋4.5％）   

福祉総合情報システムの２次開発終了による減がある

ものの、障害福祉サービス利用者の増による障害者（児）

介護給付等事業費の増や、後期高齢者医療負担金の増、

かわさき北部斎苑大規模改修工事の進捗による増などに

より、前年度に比べ 59 億円の増となっています。 
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 環 境 費 229 億円（＋7.5％）   

ごみ焼却処理施設の３処理センター体制への移行や堤根処理

センター基幹的施設整備工事の完了による減があるものの、ご

み収集車両の更新や王禅寺処理センター資源化処理施設建設工

事の進捗などにより、前年度に比べ 16 億円の増となっています。 

 経済労働費  316 億円（△10.9％）   

小杉町二丁目地区のコンベンション施設工事の着手による増

があるものの、間接融資事業費の減などにより、前年度に比べ

39 億円の減となっています。 

 建設緑政費 266 億円（△23.6％）   

等々力陸上競技場メインスタンド改築工事の完了、富士見公園

長方形競技場整備工事の完了及び東京丸子横浜線の事業進捗などに

より、前年度に比べ 82 億円の減となっています。また、通学路の

歩道の整備や交差点での交通安全対策、橋りょうや河川、公園緑地

施設などを適切に維持管理するための予算を計上しています。 

 消 防 費 191 億円（＋7.8％）   

ヘリコプター「そよかぜ２号」の更新や、消防総合訓練場（宮前区犬蔵）敷地内への緊

急消防援助隊活動拠点整備の推進などにより、前年度に比べ 14 億円の増となっています。

また、消火栓に直付けして使用する「消火ホースキット」の配備や、地域の消防団活動の

強化など、災害に備えて地域の防災力を向上するための予算を計上しています。 

 教 育 費 430 億円（△2.3％）   

中学校完全給食の実施に向けた、給食センター用地取得による増

がある一方、中高一貫教育校の整備完了、子母口小学校・東橘中学

校、上丸子小学校の校舎改築の進捗、日吉小学校、片平小学校、白

鳥中学校の校舎増築の進捗などにより、前年度に比べ 10 億円の減

となっています。また、学校施設の計画的な保全による長寿命化や

安全対策など、子どもたちが学校生活を安全かつ快適に送るための

予算を計上しています。 

 諸 支 出 金 643 億円（＋1.8％）   

公共用地先行取得等事業特別会計繰出金、下水道事業会計繰出金、卸売市場事業特別会

計繰出金などが減となる一方で、減債基金借入金の償還元金の増や、一般療養給付費の増

加により国民健康保険事業会計繰出金が増となることなどにより、前年度に比べ 11 億円の

増となっています。 
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＜ 歳 出 性 質 別 予 算 ＞ 

歳出予算を性質別にみると、人件費・扶助費・公債費の「義務的経費」は、歳出予算の

52.7％にあたる 3,260 億円となっています。 

また、公共施設の整備などの「投資的経費」は、14.2％にあたる 880 億円、委託料や補助

金、繰出金などの「その他の経費」は、33.1％にあたる 2,049 億円となっています。 

 義 務 的 経 費 3,260 億円（＋3.6％）  
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【人件費】 

定年退職者数、勤勉手当及び共済費の増などにより、前年度に比べ 14 億円増（＋1.5％）の

944 億円となっており、人件費比率は 15.3％となっています。

【扶助費】 

待機児童対策の推進による民間保育所運

営費や民間保育所入所児童処遇改善費の増、

地域型保育事業の創設による増などにより、

扶助費は年々増加し、前年度に比べ 81 億円

増（＋5.4％）の 1,582 億円となっています。 

なお、扶助費予算額が当初予算に占める

割合は 25.5％となり、当初予算としては初

めて４分の１を超える割合となりました。 

【公債費】 

公債費は、償還元金及び一括償還積立金

の増などにより、前年度に比べ 18 億円増

（＋2.6％）の 734 億円、占める割合は

11.9％となっています。 

 投 資 的 経 費 880 億円（△11.7％）   

仮称リサイクルパークあさおの整備や給食

センター用地取得による増などがある一方、

等々力陸上競技場メインスタンド改築工事の

完了や、義務教育施設の改築工事の進捗など

により、前年度に比べ 116 億円減の 880 億円、

占める割合は 14.2％となっています。 

 その他の経費 2,049 億円（＋1.0％）   

間接融資事業の減による貸付金の減がある一方で、臨時福祉給付金事業の実施による補

助費などの増や、旧中原図書館転出補償金の積立てによる積立金の増などにより、前年度

に比べ 21 億円増の 2,049 億円、占める割合は 33.1％となっています。また、その他の経費

に含まれる繰出金は、国民健康保険事業特別会計への繰出金の増などにより、前年度に比

べ６億円増の 318 億円、占める割合は 5.1％となっています。 

※端数処理（四捨五入）の関係で、合計額が一致しないことがあります。

仮称リサイクルパークあさお※完成予定のイメージです 
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社会経済状況が大きく変化する中においても、「川崎を一歩先へ、もっと先へ」

進めるためのさまざまな「芽を育てる」ために、27年度予算において特に重点

的に取り組む事業をご紹介します。 

1 

公民の連携による安定的な認可保育所の運営と一時保育などの多様な保育サ

ービスを提供し、保育所職員の処遇改善等による保育の質の向上を図ります。 

★ ○拡  認可保育所受入枠の拡大 

241か所（20,325人） 271 か所 （22,340 人） 

★ ○新  地域型保育事業による受入 

57 か所 474人 

★ ○拡  一時保育事業の充実 

50か所 59 か所 

★ ○拡  民間保育所職員１人あたりの処遇改善費の充実 

月額9,600円  17,100 円 

★ ○拡  児童1人あたりの障害児保育費加算の充実 

月額（軽度）083,200円 104,000 円

（中度）124,800円 166,400 円 

（重度）166,400円 208,000 円

民間活力と多様な整備手法により、効果的な認可保育所等の整備を行います。 

★ 28年度に向けた整備  

1,420 人分 （保育所 22 か所、 

小規模保育事業所5か所 ○新 ）

子ども・子育て支援新制度と待機児童の解消

～継続的な待機児童の解消と教育・保育の質の向上に向けた取組～ 

○新…新規事業 ○拡…拡充事業

４ 平成 27年度予算において特に重点的に取り組む事業 
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市の独自施策「川崎認定保育園」を活用し、待機児童の受入枠を確保します。 

★ 川崎認定保育園の受入枠の拡大 ○拡
人 数  3,400人 4,171 人

子育て家庭の個別ニーズを把握して、適切な施設・事業等の円滑な利用を支

援します。 

★ 各区役所・地区健康福祉ステーションに専門職員を配置

９か所・9人（非常勤嘱託員） 

子ども・子育て支援新制度への移行に伴い、私立幼稚園及び認定こども園の

施設型給付施設への給付を円滑に行うとともに、認定こども園の整備を実施し

ます。 

★ ○新施設型給付施設への給付 

私立幼稚園  4か所440人 

認定こども園 2か所662人 

★ 認定こども園の整備

認定こども園の整備 2か所60人 

   認定こども園の改修 3か所

子どもの健全な育成や子育て家庭における経済的負担の軽減を図るため、入

通院に係る医療費の自己負担分を助成します。 

また、通院助成の対象を28年度に小学校3年生まで段階的に拡大するため、

27年 4月から小学校2年生まで拡大します。 

★ ○拡小児医療費の助成 

   通院助成の対象  

小学校１年生まで 小学校２年生まで

小児医療費の助成 ～制度の拡充に向けた取組～
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習熟の程度に応じたきめ細やかな指導の充実のために、より有効な指導形態や

指導方法について研究・実践を進めます。

★ きめ細やかな指導・学び研究推進校における研究 

いじめや不登校等の未然防止と早期発見・早期対応を図るため、児童支援コー

ディネーターの専任化を進めます。 

★ 児童支援コーディネーターの専任化 ○拡

44校 65校

シニア世代の知識と経験を生かして多世代で学ぶ生涯学習の拠点として、地域

ぐるみで児童生徒の学習をサポートし、子どもたちの学力向上や豊かな人間性の

形成を図る「地域の寺子屋事業」を推進します。 

★ 地域の寺子屋の開講 ○拡
8か所 21 か所

教育改革の推進 ～子ども一人ひとりにきめ細やかな指導・支援を～

安全・安心で温かい中学校完全給食の早期実施に向けて、市内３か所の学校

給食センターや各中学校の配膳室及び給食室の整備を進めます。また、東橘中

学校での完全給食の試行実施を行います。 

★ 中学校給食施設整備の推進 

・学校給食センターの整備

・配膳室の整備

・自校調理方式・小中合築方式の給食室の整備

★ ○新中学校完全給食の試行実施

中学校給食の推進 ～安全・安心で温かい中学校完全給食～
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誰もが住み慣れた地域や自らが望む場で安心して暮らし続けることができる

地域を実現するため、「川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン」に基づき、

川崎らしい都市型の地域包括ケアシステムの構築に向けた取組を推進します。 

★ ○拡  地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の推進 

・情報発信・共有のための総合ポータルサイトの新設  

★ ○拡  在宅医療の推進 

・多職種連携の推進や在宅医療に関する情報提供の充実  

要介護高齢者の在宅生活を支えるサービスの中核となる「小規模多機能型居宅

介護」の整備等を進めます。また、介護の必要性が高い高齢者の将来的な増加を

見据え、特別養護老人ホームの整備を進めます。 

★ 地域密着型サービスの整備

・小規模多機能型居宅介護の整備（５か所）

・看護小規模多機能型居宅介護の整備（２か所） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護の整備（１か所） 

★ 特別養護老人ホームの整備

・28年度開所予定    １か所（川崎区境町地区） 

・29年度開所予定    ２か所（地区未定）

障害者通所施設を計画的に整備し、安心して自立した地域生活が送れる環境づ

くりを推進するとともに、28年４月の障害者差別解消法の施行に向け、制度の

周知・広報や相談体制の整備を検討します。 

また、東京オリンピック・パラリンピックを見据え、障害者スポーツのさらな

る普及・発展を目的として、市障害者スポーツ協会の設立に取り組みます。  

★ 障害者通所施設の整備

★ ○新  障害を理由とする差別の解消に向けた取組 

★ ○新障害者スポーツ施策に係る推進体制の構築 

誰もが安心して暮らせる仕組みづくり 

～安心で生き生きと暮らせる地域社会を目指して～
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要介護度の改善を図った場合等に、事業者に報償、表彰、公表等のインセンテ

ィブを付与するなど、介護のサービスの質を評価する仕組みを検討します。これ

により、事業者による積極的な「自立支援」に向けたサービス提供を促し、「元

気なお年寄り」が増えることを目指します。 

★ ○拡  かわさき健幸福寿プロジェクトの推進 

・モデル事業協力施設（事業所）の拡充 

 16施設 100 施設

政令市トップレベルのがん検診受診率をいち早く達成することを目指して、よ

り効果的で実効性のある取組を推進します。 

★ がん検診受診率の向上に向けた効果的な取組の推進 ○拡  
・成人検診業務管理電算システムの開発 

・がん検診・特定健診等コールセンターの開設

介護予防、がん撲滅の取組の充実

～市民の「健康寿命」の延伸へ～

入所機能のほか、障害のある方の地域生活を支える拠点機能も備えた施設と

して、障害者入所施設を「福祉センター跡地施設」（川崎区）に併設する方向で

検討します。 

★ 障害者入所施設の整備に向けた取組 ○拡
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防災拠点となる消防施設や設備を整備するとともに、地域の消防団との連携も

含めた強固な体制づくりを進めます。 

★ 緊急消防援助隊活動拠点の整備  

・消防総合訓練場の改築（27年度完成予定）

★ 消防ヘリコプターの整備

・「そよかぜ２号」の更新（27年度更新予定）

★ 航空隊庁舎の整備 ○新  

・航空隊庁舎の移転・改築（28年度完成予定）

★ 消防団活動の ○拡充実強化

・消防団員の報酬の改定 

報酬年額21,000円 22,000 円

  ・消防団員への貸与装備品の強化  

民間の建築物の耐震化とともに、災害時の拠点となる公共施設を含めたまち全

体の耐震化を促進します。 

★ 民間建築物の耐震 ○拡化の促進

・耐震診断が義務化される特定建築物への助成金等の拡充

・木造住宅の耐震改修助成の拡充措置の継続

★    市役所本庁舎の建替え等の取組

・本庁舎等の解体に向けた調査等の実施、 
建替基本計画の策定 

・本庁舎等からの仮移転、第２庁舎の耐震補強工事の実施

★  上下水道施設の地震対策等の推進

・応急給水拠点整備や浄水場、配水池、 
管路等の地震対策等の実施 

・下水管きょ、ポンプ場、水処理センター等の地震対策等の実施 

災害に強いまちづくり ～市民の命を守る体制の強化～

そ よ か ぜ ２ 号 
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「地域防災計画」等に基づく防災対策の充実を推進します。 

★ 防災行政無線設備の再整備

・災害時の情報伝達手段を確保するための防災行政無線を再整備 

★ 防災拠点の整備

・備蓄倉庫の整備（69か所）

全ての市立小・中学校等に備蓄倉庫を順次整備

・マンホールトイレの整備（９か所）

幹線道路等に近接する中学校に順次整備 

★ 国のグリーンニューディール基金制度を 

活用した防災機能の強化 ○新
・災害対応力の強化に向けた太陽光発電設備 
及び蓄電池の整備  

川崎マリエン、川崎競輪場、 
総合福祉センター、小学校 など 

★ 学校防災機能の強化 ○拡  

・災害時における校舎等の安全性や各種防災機能を強化 

★ 地下街（川崎アゼリア）の防災機能の強化 ○新
・災害時の情報伝達機能や一時滞在施設としての機能強化等の整
備に対して支援

東京オリンピック・パラリンピックに向けた総合的な取組を推進します。 

とりわけ、パラリンピックの支援に向けた取組を通じ、多様な人々がともに 

生き生きと暮らすことができるまちづくりを推進します。 

★ パラリンピック啓発イベントの開催等の取組 ○新  

～世界と競うまちの創出～
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殿町国際戦略拠点「キング スカイフロント」を中心に、臨海部におけるライ

フサイエンス・環境分野の研究開発拠点の形成を推進します。 

★ 羽田連絡道路整備に向けた取組の推進 ○新  
★ ナノ医療イノベーションセンターの運営支援 ○新  
★ 国際的なプロモーションや誘致推進による拠点形成の推進 

交通需要の増加に対応する新たな交通機能の確保及び災害時における輸送ル

ートの確保等、交通ネットワークの強化に取り組みます。 

★ ○新  ＪＲ南武支線の機能強化 

ＪＲ南武支線の新駅設置に向けた取組を推進します。 

★ 臨港道路東扇島水江町線の整備

新川崎・創造のもり地区のナノ・マイクロ産学官共同研究施設「ＮＡＮＯＢＩ

Ｃ（ナノビック）」におけるナノ・マイクロ技術の研究開発を推進するとともに、

先端産業のさらなる集積を図ります。 

★ 新たな研究施設の整備に向けた取組 

企業や研究者等のオープンイノベーションの交流拠点を整備し、多彩な交流連

携を生み出すことを通じて、地域の活性化を図ります。 

★ 小杉町二丁目地区コンベンション施設の整備 

ナノ医療イノベーションセンター 集積が進む殿町国際戦略拠点「キング スカイフロント」 
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川崎駅周辺地区において、既存の商業・業務機能の集積を生かしながら、魅力

ある広域拠点の形成を推進します。 

★ ＪＲ川崎駅北口自由通路等の整備（29年度完成予定）

京浜急行大師線及びＪＲ南武線の連続立体交差化により、道路交通の円滑化、

環境改善及び地域分断の解消を図ります。 

★ 京浜急行大師線の整備推進 

★ ＪＲ南武線尻手～武蔵小杉間の連続立体交差化に向けた調査  

安全で快適な日常生活の実現に向けた地域交通環境の整備を推進します。 

★ 身近な地域の交通手段の確保

・コミュニティ交通の持続的な運行のための支援 

・ＪＲ南武線稲田堤駅の橋上駅舎化 

持続可能な社会の実現に向けて、エネルギーの最適利用による低炭素化をはじ

め、市民生活の安全・安心の確保や利便性の向上等につながるスマートシティの

取組を推進します。 

★ スマートシティに向けたモデル事業の実施

川崎駅周辺地区       既成市街地におけるエネルギーマネジメントの実証事業 

小杉駅周辺地区       市民参加型の省エネ行動等の実証事業及びビジネスモデ

ル構築に向けた検討 

川 崎 臨 海 部       水素ネットワークの構築に向けた取組の推進 

燃料電池自動車（ＦＣＶ）の導入 

市民生活を豊かにするまちづくり 

～利便性が高くうるおいのある地域社会の構築～
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区役所が適切かつ速やかに課題解決に向けた対応ができるよう、区の機能強

化に向けた取組を推進します。 

★ 区役所施設等の管理運営のための予算権限の移譲 ○新  
★ 区の新たな課題に即応するための取組 

市民の声がしっかり伝わる身近な市政の実現のために、市長が直接区民の

方々から意見を聞く「区民車座集会」を開催します。 

★ 各区での区民車座集会の実施

28年1月からコンビニエンスストアにおける証明書発行を開始します。 

★ コンビニエンスストアにおける証明発行の開始 ○新

市民目線からの市役所・区役所改革 

～「対話」と「現場主義」に基づく取組の推進～

多くの市民に愛される緑豊かな公園緑地の整備を進めます。 

★ 等々力緑地再編整備の推進

★ 富士見公園再編整備の推進
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 今後数年間の財政状況の見通し

○ 歳入においては、市税及び地方消費税交付金は、経済成長などにより堅調に増加する見

込みです。 

○ 一方で、普通交付税・臨時財政対策債が大幅に減少した影響や、法人市民税の一部国税

化の影響が続きます。 

○ 歳出においては、少子高齢化の一層の進展などにより、引き続き社会保障関連経費が増

加する見込みです。 

○ 特に、28・29 年度は、児童数の増加に対応するための小学校の新設や、更新時期を迎

えたスポーツ・文化総合センターの整備など、これまでに計画的に進めてきた大規模施設

整備等のため、財政需要がさらに増加します。 

○ また、過去の下水道整備の際に発行した企業債の元金償還がピークをむかえることによ

り、下水道事業会計繰出金は 28・29 年度に増加しますが、30 年度以降は減少に転じる見

込みです。 

Ｈ27⇒Ｈ28 

増加額 60 億円 

Ｈ27⇒Ｈ29 

増加額 100 億円 

＊ 以上のことから、行政改革推進債の活用など、従来の財源対策を行っても 27～30 年

度にかけては、なお収支不足が見込まれますが、こうした中においても、「最幸のまち 

かわさき」の実現に向けた取組を、時機を逸することなくしっかりと進めるため、一時

的に減債基金を活用し、収支不足に対応してまいります。

（億円） 

５  中 長 期 的 な 収 支 見 通 し 
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（億円） 

 中長期的な財政状況の見通し

○  28 年度には、普通交付税の不交付団体へ移行する見込みであり、それ以降は、市税

などの増収が歳入全体に反映されます。 

○  歳入増や大規模施設整備等に係る経費の平年度化により、30 年度には、収支不足が

大幅に圧縮され、31 年度以降は、収支不足の解消が見通せる状況です。 

○  臨時財政対策債については、26 年度に大幅な減となり、それが 27 年度以降にも影響

を及ぼし、ここ数年の厳しい財政状況の一因となっていますが、一方で、臨時財政対

策債の発行額の減は、中長期的には公債費の軽減につながります。 

 以上のような収支見通しをしっかりと踏まえた上で、待機児童の解消、小児医療費助

成制度の拡充や中学校完全給食の実施など、「安心のふるさとづくり」にむけた取組を進

めるとともに、成長産業の活性化など「力強い産業都市づくり」を推進してまいりま

す。

＊ 行財政改革の推進などによって財政の健全化を進め、持続可能な行財政基盤を構築

し、減債基金借入金の計画的な返済を行ってまいります。

※ 27 年度予算編成における調整を踏まえ、将来推計しました。 

※ 地方消費税交付金については、29 年４月の消費税率 10％への引き上げを反映しています。 

※ 24 年度からの借入れ（24 年度 67 億円・25 年度 27 億円）と合わせ、減債基金借入額の合計 

は 538 億円となります。
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○ 本市では、25 年度末に、26 年度・27年度の２か年を計画期間とする「川崎市行財政運営に関する

改革プログラム」を策定し、現在、民間部門の活用等による市役所内部の改革を切れ目なく進めて

いるところです。

○ 一方、事業の見直しについては、28 年度からの本格始動に向け、現在、市民の皆様の御意見もい

ただきながら、考え方のとりまとめを行っています。

○ しかしながら、27 年度予算においては、社会保障関連経費の増加に加え、普通交付税・臨時財政

対策債が大幅に減少することなどによる収支不足に対応するため、減債基金からの新規借入を行う

こととしており、事業の見直しは「待ったなし」の状況となっています。

○ こうしたことから、27年度予算においては、スクラップ・スクラップ・アンド・ビルドによる「質

的改革」推進につながる第一歩として、次の行財政改革の取組を反映し、 55 億円の効果額  を

確保しました。                  

Ⅰ 市役所内部改革

「川崎市行財政運営に関する改革プログラム」に基づき、民間部門の活用等による切れ目のない改

革を進めました。 

Ⅱ 施設整備事業等の見直し

新たな施設の建設等を伴う事業については、長期にわたる多額の財政負担が求められることから、

他の施策・事業の必要性を踏まえた実施の優先順位や事業内容・規模の検証など、中長期的な財政収

支を見据えた総合的な調整を行っていくとともに、着手する場合においても、財政負担軽減を考慮し

た効率的・効果的な手法等の導入に努めました。

Ⅲ その他既存事業の廃止・見直し（施設整備等を伴わないもの）

これまで計画的に進めてきた「行財政改革プラン」に基づく「市民サービスの再構築」をはじめと

する改革については、引き続き、着実かつ継続的に取り組んでいくとともに、国の制度変更があった

もの、当初の目的が既に達成されたもの、より効果的な手法に見直す必要があるもの、受益に応じた

適正な負担を求めていくべきものなどについては、各施策・事業の主要課題を全庁的に調整していく

中で、聖域なき、ゼロベースでの見直しを積極的に進めました。

６ 行 財 政 改 革 の 取 組 
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Ⅰ　市役所内部改革　－行財政運営に関する改革プログラムに基づく主な取組－

【職員の削減】

(単位　千円)

効果（額）

（一般会計分）

(1)　民間部門の活用

①　公の施設の管理運営
(単位　千円)

効果（額）

106,572

 利便性の向上

10,983

 民間部門の活用
 による新規施設
 の運営等

 民間部門の活用
 に向けた取組

 民間部門の活用
 に向けた取組

 民間部門の活用
 による新規施設
 の運営等

②　公共サービスの提供等
(単位　千円)

効果（額）

34,306

101,644

28,430

 利便性の向上

 民間部門の活用
 による新規施設
 の運営等

 民間部門の活用
 に向けた取組

856,136　　一般会計　103人削減
　　特別会計001人 増
　　企業会計041人 増

27年度から段階的に指定管理者制度を導入し、効率的・効果的な管
理運営を行う。

項目 取組の内容

区行政サービス総合案内業
務の委託化

王禅寺処理センター資源化
処理施設管理運営業務の委
託化

27年度に完成予定の王禅寺処理センター資源化処理施設及び同
施設内に整備される環境教育普及啓発施設の管理運営業務につい
て、稼働開始時から民間事業者への委託化を行う。
　※債務負担行為　期間　27年度～30年度

項目

・井田日中活動センター（現めいぼう及び社会参加支援センター）へ
の指定管理者制度の導入（28年４月）
・井田地域生活支援センター（現生活訓練支援センター）への指定管
理者制度の導入（28年４月）

地域リハビリテーションセ
ンター管理運営体制の構築

あらゆる障害に対して相談できる地域に根差した専門的相談機関と
して、地域リハビリテーションセンターを市内３か所に整備するととも
に、在宅支援機能や併設機能（日中活動系サービス等）については、
民間部門を活用した管理運営体制の構築に向けた取組を進める。

項目 取組の内容

保育所の民営化
市が直接運営する保育所について、施設の老朽化や保育需要の増
大・多様化などを踏まえながら、引き続き民営化を推進する。

取組の内容

「川崎市リハビリテーション福祉・医療センター再編整備基本計画」に
基づき、各施設の再編整備を実施し、管理運営体制を再構築する。
・（仮称）こども心理ケアセンターの民間部門による施設整備及び管理
運営（27年度）リハビリテーション福祉・医療

センターの管理運営体制の再
構築

北部地域療育センターへの
指定管理者制度の導入

27年度から指定管理者制度を活用し、効率的・効果的な管理運営を
行う。

職員数

予算定数 61人削減

富士見公園の管理運営体制
の再構築

川崎区役所総合庁舎、大師支所及び田島支所における区行政サー
ビス総合案内業務の委託化を行う。

中学校完全給食の実施に向
けた取組

ＰＦＩ方式による給食センターの整備を推進することなどにより、安全・
安心で温かい給食の全校実施に向けた取組を進める。

廃棄物収集運搬業務の委託
化

空き缶・ペットボトルの収集運搬業務について、モニタリング等の管
理監督体制を確保しながら、段階的に委託化を行う。27年度は川崎
区・幸区で委託化を行う。

小学校等給食調理業務の委
託化

効率的に給食を提供するため、引き続き市立小学校等の給食調理
業務の民間委託化を進める。

コンビニエンスストアにお
ける証明発行の開始

28年１月からコンビニエンスストアにおける各種証明発行を開始す
る。

- 61 -



(2)　効率的・効果的な執行体制の整備

①　効率的・効果的な執行体制
(単位　千円)

効果（額）

411,939

11,003

56,448

 利便性の向上

 効率的・効果的
 な教職員配置

②　区への分権
(単位　千円)

効果（額）

 地域課題への速
 やかな対応

8,737

(3)　効率的・効果的な行政経営基盤の確立

①　給与制度及び福利厚生制度の見直し
(単位　千円)

効果（額）

120,303

(一般会計）

422,941

(一般会計）

21,733

※は「補助・助成金」

②　ＩＣＴの活用による行政運営の効率化
(単位　千円)

効果（額）

 利便性の向上

 利便性の向上

項目 取組の内容

項目

項目 取組の内容

項目 取組の内容

福利厚生事業の見直し※

学校用務業務執行体制の見
直し

川崎市職員厚生会補助金及び川崎市教職員互助会補助金につい
て、補助対象事業費を見直し、補助金額を削減する。

新たな情報通信技術を活用
した取組の推進

市民サービスの向上や行政事務の効率化、地域経済の活性化など
に向け、公共データを民間に開放する「オープンデータ」の取組を推
進する。また、市民等の利便性の向上を図るため公衆無線ＬＡＮ環境
の整備を進める。

住居手当　借家・借間　月額10,600円→16,500円
　　　　　　　　自宅　 　　 月額  5,000円→ 2,500円

退職手当　最高支給率　　52.44月分→49.59月分

給与制度の見直し

廃棄物収集車整備業務等執
行体制の見直し

生活環境事業所の車両整備業務について非常勤化を図り、処理セ
ンターの焼却灰運搬業務等については、引き続き退職動向等に合わ
せた非常勤化を進める。

「身近な課題は身近な所で解決する」という「補完性の原則」の観点
から、区役所が適切かつ速やかに課題解決に向けた対応ができるよ
う、区の機能強化に向けた取組を進める。

学校用務業務について、引き続き退職動向等にあわせて非常勤化
を進める。

区役所の権限強化に向けた
取組

取組の内容

学校の実情に即した教職員配置等を行うことが可能となるよう、市立
小中学校等の学級編成基準、教職員定数の決定、教職員給与負担
等の事務・権限の移譲に向けた取組を進める。

県費負担教職員制度の見直
しへの対応

地域包括ケアシステムの構
築に向けた執行体制の整備

地域包括ケアシステムの構築に向けて、保健福祉センターの役割を
含め、保健・福祉・医療における在宅支援施策を一体的に検討・推進
するとともに、効率的・効果的な執行体制の整備に向けた取組を進め
る。

マイナンバー制度導入に向
けた取組

25年５月に成立した番号関連４法を踏まえ、マイナンバー制度の導
入に向けて、関連システムの改修、個人情報保護条例等の改正、番
号制度の活用に向けた検討などを進める。

連絡所の機能再編
柿生連絡所について、有人窓口による証明書発行体制の見直しを
行い、地域課題の解決に向けた事業実施の場としての施設へ機能再
編を行う。

循環型社会に対応した廃棄
物処理体制の構築

資源物の分別収集の拡充等によるごみの減量化を推進するととも
に、現在４か所ある焼却処理施設のうち橘処理センターを休止し、３処
理センター体制を構築する。あわせて、３処理センター体制に対応す
る鉄道輸送を含めた効率的・効果的な収集体制を構築する。
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③　債権確保策の強化
(単位　千円)

効果（額）

562,573

1,049,908

④　特別会計の健全化
(単位　千円)

効果（額）

20,000

160,361

(4)　企業会計（公営企業の経営）の健全化の推進

①　水道事業、工業用水道事業及び下水道事業
(単位　千円)

効果（額）

 見直しに向けた
 取組の推進

②　自動車運送事業
(単位　千円)

効果（額）

 引続き民間部門
 を活用

③　病院事業
(単位　千円)

効果（額）

 医療機能の充実

 医療機能の充実

川崎市債権管理条例に則って、債権管理の適正化と滞納債権の収
納対策の取組を全庁一丸となって推進する。
主な税外債権として、国民健康保険料ではコールセンターの機能拡
充を、保育料では園長による納付指導の徹底など、初期未納者対策
を強化するとともに、長期滞納者への法的措置を実施するなど、滞納
債権の縮減を図る。

項目

救急医療体制の充実

卸売市場事業

今後の市場運営の指針となる「（仮称）川崎市卸売市場経営プラン」
を策定した上で、企業会計的手法の導入により運営に関する見直しを
進め、財政の健全化を図る。
また、北部市場では、市場使用料や財産貸付収入などの確保を図
り、南部市場の指定管理の状況を踏まえ、市場経営の効率化や民間
活力の導入を含め、管理運営体制の見直しに向けた取組を進める。

川崎病院及び井田病院について、救急搬送患者の受入れを拡充す
るため、救急医療体制の充実に向けた取組を進める。

市バス営業所業務の管理委
託の活用

現在委託営業所である上平間営業所及び菅生営業所について、管
理委託を継続する。
また、今後の輸送需要に的確に対応するため、管理委託規模の拡
大等の検討を進める。

市税

徴収事務の安定的かつ一層の効率的運営により市税債権の確保を
図るため、債権差押、公売を積極的に推進する。また、「納税お知らせ
センター」から早期に電話による納付の呼びかけを行うことにより、早期
の税収確保と滞納の累積を未然に防止する。

取組の内容

「７対１」看護配置基準の
導入

再構築計画に基づき、水道施設及び工業用水道施設の再編を進め
るとともに、再編に合わせて執行体制の見直しを進める。
・潮見台浄水場の廃止（24年４月）
・生田浄水場（水道事業）の廃止（28年４月）

項目 取組の内容

項目 取組の内容

競輪事業
事業の収益性の向上等を図り、一般会計への繰出金を増額する。ま
た、包括的な外部委託等の民間部門の活用に向けた取組を段階的に
行う。

項目 取組の内容

主な税外債権

「水道事業及び工業用水道
事業の再構築計画」に基づ
く施設・組織の再編

取組の内容

項目

井田病院において、７対１看護配置基準により良質な看護サービス
の提供を行う。
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(5)　出資法人の経営改善の推進

(単位　千円)

効果（額）

 継続した取組

Ⅱ　施設整備事業等の見直し

(1)　スケジュール調整等を行うもの

①　27年度予算に反映させたもの
(単位　千円)

効果（額）

253,405

264,905

 利便性の向上

（注）効果額は予算計上を見送った金額

②　28年度以降着工予定のもののうちスケジュール調整を要するもの
(単位　千円)

効果（額）

 設計等完了後に
 着工時期を検討

(2)　財政負担軽減を考慮した効率的な手法等の検討を行いながら事業を推進するもの

(単位　千円)

効果（額）

高齢者・障害者福祉施設の整備を継続的に進めていく上で、効率
的・効果的な整備を行いながら、南部地域への障害者入所施設の整
備や地域包括ケアシステム推進ビジョンを踏まえた取組等に対応する
必要があることから、障害者入所施設を「福祉センター跡地施設」（川
崎区）に併設する方向で検討する。

建築工事には多額の費用を要するため、仕様・工法等を精査しなが
ら設計及び環境影響評価手続を進めたうえで、建築市場の動向や本
市の財政状況等を踏まえスケジュール調整を行う。

項目 取組の内容

市役所本庁舎等建替え
（抜本的耐震対策）

ＪＲ南武線津田山駅橋上駅
舎化

当初想定していたよりも施工条件が厳しく、所要額が大幅に増となる
見込みであることなどから、事業費の削減に向けた検討を進め、この結
果をもとにスケジュール調整を行う。

項目 取組の内容

橘処理センター整備
安定的に廃棄物処理を行うための３処理センター体制の構築につい
ては、老朽化した橘処理センターの確実な建替えが必要となることから
計画通り整備を進める。

動物愛護センター再編整備

動物愛護の普及啓発等を行っていく上で重要な施設であるほか、現
在の施設の老朽化や狭隘化が顕著であることから、必要となる整備面
積や機能などについて十分精査を行いながら、計画通り整備を進め
る。

 仕様・工法等の
 精査を進める

項目 取組の内容

出資法人の自立的な経営に
向けた取組の推進

ＰＤＣＡマネジメントサイクルに基づく法人事業の成果や経営状況等
の点検評価を活用し、出資法人の自立的な経営に向けた取組を推進
する。

項目 取組の内容

等々力緑地釣池浚渫 　新たな総合計画を策定する中でスケジュール調整を行う。

福祉センター跡地施設及び
障害者南部入所施設の整備

小杉町二丁目地区コンベン
ション施設整備

川崎の産業集積を生かしたオープンイノベーションを推進する上で
重要な施設であり、民間の開発事業者と連携して進めている事業であ
ることから、内装等の程度について十分精査を行った上で、29年度の
竣工に向けて取組を進める。

新川崎・創造のもり第３期
第２段階産学交流・研究開
発施設整備

企業の進出ニーズが非常に高いことから、民間活力の導入を基本と
して、市の果たすべき役割を十分精査するとともに、施設面積の見直
しを行うなど、効率的・効果的に整備を進める。
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(単位　千円)

効果（額）

Ⅲ　その他の既存事業の廃止・見直し（施設整備等を伴わないもの）

(1)　廃止するもの

(単位　千円)

効果（額）

2,871

5,405

2,562

1,600

6,090

※は「補助・助成金」

川崎市と東京都を結ぶネットワークを形成していく上で重要な橋りょう
であり、関係自治体と連携しつつ、将来的な維持管理コストも念頭に置
きながら、計画通り整備を進める。

末吉橋整備
川崎市と横浜市を結ぶ重要な橋りょうであり、老朽化も顕著であること
から、整備費の抑制などの検討を前提としながら、耐震対策の一環とし
た架替えを進める。

ＪＲ南武支線の新駅設置
小田栄地区（川崎区）周辺の利便性を向上させるため、新駅設置の
必要性が高いことから、財源対策を行いながら設置に向けた取組を進
める。

市民相談については、各区役所・支所でも実施しており、同窓口に
おいて実施されている相談の実績等を踏まえ、26年度末で廃止する。

ＪＲ南武線の連続立体交差
化

道路交通の円滑化や安全かつ安心で暮らしやすいまちづくりを進め
る上で、重要な事業であることから、実現に向けて、事業費の適正化
や国庫補助等の積極的な活用による財政負担軽減の観点を踏まえな
がら事業調査に取り組む。

羽田連絡道路整備

　「キング スカイフロント」と羽田空港周辺地区の一体的な拠点形成や
本市から羽田空港へのアクセス向上など重要な役割を持つインフラで
あり、また、その整備効果を早期に発現させることが重要であることか
ら、整備費について、十分な精査をしつつ、完成に向けた取組を積極
的に進める。

等々力大橋（仮称）整備

国際ビジネス支援事業

みらい産業創造支援事業

本市では、福祉、環境、ライフサイエンスなど、新産業創出の取組を
進めており、みらい産業創造フォーラムの開催など啓発を主体とする
本事業は、開始時の目的を達成したものと考えられることから、廃止す
る。

中小企業団体組織化推進事
業※

９年度に神奈川県から共同組合等に関する事務が移譲されたことを
受け、神奈川県中小企業団体中央会と密接な連携を図るために開始
したが、対象となる団体の整理・統合が進み、役割を終えたものと考え
られることから、廃止する。

川崎駅東口地区総合自転車
対策（新川通環境整備）

歩行者・自転車の交通量が多く、放置自転車が発生している川崎駅
東口周辺地区において、新川通りについて、必要となる代替駐輪場の
整備手法等の検討を行いながら、通行環境整備に取り組む。

項目 取組の内容

 仕様・工法等の
 精査を進める

アジア起業家誘致交流促進
事業

16年度の事業開始から10年を経過し、臨海部への企業立地が進む
中、アジアから一定の企業集積が図られたため、ビジネスや生活面等
の入居者支援事業に特化し、新規入居企業への家賃補助を廃止す
る。

23年７月に閉鎖されたＪＥＴＲＯ川崎国際ビジネス支援センターが
担っていた機能の継続や、ＪＥＴＲＯとの連携を図る事業であり、「国際
ビジネス交流施設（ＫＯＢＳ）運営事業」などと、対象や内容が重複する
ことから、それぞれに統合し、廃止する。

本庁舎における市民相談事
業

項目 取組の内容
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(単位　千円)

効果（額）

6,358

19,550

1,519

695

6,821

2,000

6,000

83,527

※は「補助・助成金」

(2)　見直しを行うもの

(単位　千円)

効果（額）

494

653

9,699

60,000

21,729

2,500

5,993

※は「補助・助成金」

項目 取組の内容

項目 取組の内容

多摩川を活用したスポーツ
大会の開催事業

川崎国際多摩川マラソンについて、大会運営経費が年々増大してお
り、参加者への適正な負担を求めるため、参加料を見直す。

国際環境産業推進事業
国際環境技術展について、これまでの６回の開催により、事業の認
知度も高まり、ビジネスマッチングも実績を上げていることから、出展者
への適正負担を求めるため、出展料等を見直す。

かわさき福祉産業振興ビ
ジョン推進事業

ウェルフェアイノベーションの推進による新たな取組が始まったことに
伴い、ＫＩＳ協議会による普及・啓発活動などを見直す。

生活保護受給者就労支援事
業

事業者への委託を通じて就労支援を行う事業について、市の非常勤
嘱託員である就労支援員との一体的な運用を図るなど、事業の効率
化を図る。

施設振興費
（介護保険施設運営費補
助）※

国の介護報酬の改定等の状況を踏まえ、市が上乗せして加算してい
る部分の見直しを実施する。

高齢者世帯住替え家賃助成
事業

制度創設当初と比較して、地価の上昇が抑制されてきており、住替
え前と同程度の家賃の物件が提供されるようになっていること、情報提
供が図られてきていることを踏まえ、社会状況の変化に合わせた見直
し等を実施する。

高齢者住宅改造費助成事業
改造工事の助成範囲について、関係機関等と連携を行い、利用者
の身体状況に合った必要な範囲の見直し等を実施する。

電気自動車用充電器助成事
業※

ホームレス就労自立支援セ
ンター事業

ホームレス自立支援策の推進等により、ホームレスの人数は減少傾
向にあることから、「日進町」に機能を集約することとし、「渡田」を閉所
する。

ディーゼル車対策事業※
低公害車の買替助成については、トラックの買替に対する国等の補
助制度等の支援措置を踏まえ、本市としては広報等に注力していくな
ど、より効果的な取組を進めていくこととし、本助成金は廃止する。

電気自動車用充電器の設置助成については、設置に対する国等の
補助制度等の支援措置を踏まえ、本市としては広報等に注力していく
など、より効果的な取組を進めていくこととし、本助成金は廃止する。

本市の地域資源のひとつであるガラス工芸振興のためのガラス展の
開催は、ガラス工芸の認知度向上など、開始時の目的を達成したもの
と考えられることから、廃止する。

市内中小企業の自社製品を「かわさきものづくりPR製品」として認定
するものであり、開始から６年を経て、当初の目的を達成したものと考
えられることから、廃止する。

タウンマネージメント機関を運営している商工会議所への補助を行う
ものであり、同機関はイベントなどを通じた協賛金の獲得などにより自
立してきていることから、補助は廃止する。

生ごみ等リサイクル推進事
業

生ごみの拠点型協働モデル事業については、排出事業者である教
育委員会事務局が食品残さ等の減量化・資源化に取り組むことでモデ
ル事業としての取組は終了し、非常勤職員の配置を見直す。

中心市街地活性化事業補助
金※

省エネ創エネ新技術導入促
進事業

東日本大震災の電力需給対策の一環として開始されたものであり、
電力需給状況が改善するなど、環境が変化してきていることから、廃止
する。

川崎ＰＲ製品開発事業

ガラス工芸振興事業
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(単位　千円)

効果（額）

282

297,087

50,582

34,665

46,032

1,630

476

12,331

129,382

地域の寺子屋事業
モデル事業の拡大を図る中で、事業実施に係る参加者負担の見直
しを実施する。

高齢化に伴う対象者の増加に対応し、制度を持続可能なものとする
ため、26年度から自己負担額を見直した。

インフルエンザ予防接種事
業

学校施設有効活用事業
小学校のプール開放事業を廃止し、地域のスイミングスクールやス
ポーツクラブと連携した泳力向上の取組へと発展的に移行する。

補助・助成金
（上記※以外）

　「補助・助成金の見直し方針」に沿った見直しの着実な推進を図る。

二次予防事業対象者把握事
業（介護保険事業特別会
計）

要介護・要支援以外の方でケアが必要な方を把握するためのチェッ
クリストの送付対象について、費用対効果を勘案し、これまでの65歳以
上から75歳以上へと重点化を図る。

地域に開かれた子どもの音
楽活動事業

他の事業において、外部人材を活用し、各学校の特性を生かした学
校づくりの取組を進める中で、本事業による実施校数を見直す。

福祉電話相談事業
携帯電話が普及し電話加入権がかからずに電話設置可能になって
いることを踏まえ、社会状況の変化に合わせた見直し等を実施する。

成人の肺炎球菌感染症予防
接種事業費

高齢化に伴う対象者の増加に対応し、制度を持続可能なものとする
ため、26年10月の制度開始にあわせて、適切な自己負担額を設定し
た。

項目 取組の内容

障害者支援施設等運営費

ショートステイ・グループホームを除く障害者施設等の運営に対する
市単独加算について、国の報酬の改善状況を踏まえるとともに、事業
の継続性を保ちつつ安定した運営を図るため、定率加算の見直し等
を実施する。
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＜防災行政無線設備の再整備＞ [総務局] 257,128 （ △ 1,286,673 ）

・ 同報系無線戸別受信機の更新
・ 多重系・衛星系無線等の再整備に向けた実施設計
・ 無線設備の保守、補修　など

＜防災拠点の整備＞ [総務局] 1,338,809 （ ＋ 641,660 ）

・
・ 災害時に必要な食料、生活必需品等の整備

＜警防活動の推進＞ [消防局] 235,883 （ ＋ 26,283 ）

・ 消火栓に直付けして使用する消火ホースキットの整備
（26～28年度　市内175か所の避難所への配備予定）

・ 消防車両、消防艇、警防資機材の維持管理　など

＜救急救助活動体制の向上＞ [消防局] 121,733 （ ＋ 8,473 ）

・ 救命効果を高めるため、救急隊員への教育等により救急活動の質を向上
・ 効率的・効果的な市民救命士の養成に向けた取組の推進
・ 救急需要対策事業
　「（仮称）救急受診ガイド」の配布及びホームページでの公開

＜消防団活動の充実強化＞ [消防局] 225,930 （ ＋ 1,052 ）

・ 災害や訓練に出動する消防団員への報酬の改定
・ 消防団員の安全な活動のために必要な被服、装備品の整備
　「耐切創性手袋」を消防団員全員に貸与　など

＜緊急消防援助隊活動拠点の整備＞ [消防局] 1,078,704 （ ＋ 431,296 ）

・ 消防総合訓練所の改築
27年度完成予定

＜航空隊庁舎の整備＞ [消防局] 8,277 （ ＋ 8,277 ）

・ 航空隊庁舎の移転・改築
28年度新庁舎完成予定

＜ヘリコプターの整備＞ [消防局] 1,780,337 （ ＋ 1,764,698 ）

・ ヘリコプターテレビ電送システムの更新（機上及び地上設備）　27～28年度更新予定
・ ヘリコプターの更新（装備品含む）　27年度更新予定

＜市役所本庁舎の建替え等の取組＞ [総務局] 1,560,570 （ ＋ 736,626 ）

・ 本庁舎の解体に向けた調査等の実施、建替基本計画の策定　など
・ 本庁舎等仮移転及び第２庁舎耐震補強工事の実施による当面の安全確保・機能維持

（　）内は26年度予算からの増△減

本市では、「最幸のまち」をめざして、川崎を一歩先へ、もっと先へ進めるために、「安心のふるさと
づくり」と「力強い産業都市づくり」を推進しています。
具体的な施策や事業を体系的に進めるために「５つの基本戦略」として、「生命を守り生き生きと暮ら
すことができるまちづくり」、「子どもを安心して育てることのできるふるさとづくり」、「市民生活を豊かに
する都市基盤と環境づくり」、「活力と魅力あふれる力強い都市づくり」、「誰もが生きがいを持てる市
民自治の地域づくり」を位置づけています。
　ここでは、「５つの基本戦略」の主な事業をご紹介します。

備蓄計画に基づく地域防災拠点及び避難所への備蓄倉庫の整備　69か所

単位：千円 

７ 平 成 27 年 度 予 算 の 主 な 事 業

基本戦略 １

生命を守り生き生きと暮らすことができるまちづくり
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（　）内は26年度予算からの増△減
単位：千円 

750,342 （ ＋ 2,411 ）

[まちづくり局]

・ 予防対策と復興対策の両面から防災まちづくりを進める「防災都市づくり基本計画」の推進
・ 地下街（川崎アゼリア）の防災対策に対する費用の助成
・ 特定建築物の耐震診断、設計、改修工事費用の助成
・ 木造住宅耐震診断士の派遣、設計、耐震改修工事費用の助成
・ 崖崩れによる災害の未然防止
・ マンション予備診断及びマンション耐震診断、設計、改修工事費用の助成
・ 擁壁の改善等の宅地防災工事費用の助成　など

＜港湾の防災・減災対策の推進＞ [港湾局] 2,603,657 （ ＋ 1,456,241 ）

・ 災害発生時に帰宅困難者等の輸送を行う港内巡視船の新造に向けた調査
・ 千鳥町７号岸壁及び東扇島９号岸壁の耐震改修
・ 緊急物資等輸送用浮き桟橋の整備
・ 海岸保全施設の改良
・ 緊急物資輸送路の確保に向けた液状化対策の実施

＜河川の整備＞ [建設緑政局] 2,025,107 （ ＋ 117,100 ）

・ 五反田川放水路の整備　など

＜浸水対策の推進＞ [上下水道局] 2,678,655 （ △ 1,085,540 ）

・ 丸子地区の浸水対策や大師河原貯留管などの整備

＜救急医療体制づくりの推進＞ [健康福祉局] 1,288,163 （ ＋ 4,722 ）

・ 夜間・休日における一次救急体制の維持・整備、周産期医療を含めた救急搬送患者の円滑な受入体制の確保
・ 災害時における医療供給体制が確実に機能するよう、災害医療コーディネーターを配置し、平時から検討・調整を実施
・ 救急医療情報センターの運営　など

＜医療の質及び患者サービスの向上＞ [病院局] 14,672,600 （ △ 147,653 ）

・ 救急医療体制の継続的な確保（川崎病院）
・ 地域医療連携の推進

＜井田病院再編整備事業の推進＞ [病院局] 814,017 （ △ 2,711,965 ）

・ 病院棟の全面開院　27年４月
・ 既存建物の解体工事や立体駐車場棟の整備等、３期工事の実施

＜予防接種による感染症予防の推進＞ [健康福祉局] 3,693,582 （ △ 68,166 ）

・ 各種定期予防接種の実施による感染症の発生及びまん延の防止
27年度から成人用肺炎球菌及び水痘（水ぼうそう）を通年実施

＜肝炎対策事業の推進＞ [健康福祉局] 62,293 （ ＋ 5,779 ）

・ 肝炎ウイルス検査及び相談事業
・ 肝炎に関する正しい知識の普及啓発

＜高齢者の多様な居住環境の整備＞ [健康福祉局] 1,620,605 （ △ 290,162 ）

・ 地域密着型サービス整備費補助金
小規模多機能型居宅介護　５か所
看護小規模多機能型居宅介護　２か所
定期巡回・随時対応型訪問介護看護　１か所　ほか

・ 地域密着型サービス公的介護施設等開設準備経費補助金
小規模多機能型居宅介護　５か所　

・ 民間特別養護老人ホーム整備費補助金　
３か所　民設民営
28年度開所予定　１か所　120床　川崎区境町地区
29年度開所予定　２か所　280床　地区未定

・ 公的介護施設等開設準備経費補助金
特別養護老人ホーム　３か所　

＜総合的な耐震対策及び災害に強いまちづくり＞
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（　）内は26年度予算からの増△減
単位：千円 

＜生涯現役対策等の取組の推進＞ [健康福祉局] 2,430,995 （ ＋ 85,637 ）

・ かわさき健幸福寿プロジェクトの推進
介護のサービスの質を評価する仕組みの検討

・ 認知症の普及啓発や早期発見の取組の推進　など

＜障害者通所施設の整備＞ [健康福祉局] 814,166 （ ＋ 129,333 ）

・ 特別支援学校等卒業生対策として日中活動の場を確保することで、安心して自立した地域生活が
送れる環境づくりを推進するための、障害者通所施設の計画的な整備　など

＜障害者入所施設の整備＞ [健康福祉局] 14,330 （ ＋ 11,830 ）

・ 入所機能のほか、障害のある方の地域生活を支える拠点機能も備えた施設として、
障害者入所施設を「福祉センター跡地施設」（川崎区）に併設する方向で検討

＜精神障害者医療・保健福祉対策の推進＞ [健康福祉局] 193,260 （ △ 3,271 ）

・ DPAT（災害派遣精神医療チーム）の整備や川崎市自殺対策総合推進計画に基づく取組の推進　など

＜障害を理由とする差別の解消に向けた取組＞[健康福祉局] 317 （ ＋ 317 ）

・ 28年４月の障害者差別解消法の施行に向け、制度の周知・広報や相談体制の整備を検討

＜障害者スポーツ施策に係る推進体制の構築＞ 1,000 （ ＋ 1,000 ）

[健康福祉局]

・ 東京オリンピック・パラリンピックを見据え、障害者スポーツのさらなる普及・発展を目的として、
市障害者スポーツ協会の設立に向けた取組を実施

＜がん検診の取組の強化＞ [健康福祉局] 1,889,898 （ ＋ 201,585 ）

・ 政令市トップレベルのがん検診受診率達成に向けた、電算システムの開発、コールセンターの開設
・ 受診率の向上に向けて一定の年齢の市民に対してクーポン券を発行し自己負担分を無料化

子宮がん　20歳、乳がん　40歳、大腸がん　40・45・50・55・60歳

[健康福祉局] 46,465 （ △ 32,783 ）

・ ポータルサイトの新設など、医療・介護従事者等、多職種による情報の共有化の促進
・ 在宅医療サポートセンターの運営など、多職種連携による在宅医療提供体制の充実
・ 在宅医療に関する情報提供の充実　など

692,691 （ △ 244,776 ）

[健康福祉局]

・ 福祉事務所配置の自立支援相談員による生活保護世帯の就労支援の推進
・ 生活保護受給世帯の子どもに対する学習支援の実施

市内８か所
・ 生活困窮者に対する自立に向けた支援コーディネート

「生活自立・仕事相談センター」（だいJOBセンター・川崎区）
・ ホームレスの実情に応じた自立支援等の施策の実施

＜生活保護費の支給＞ [健康福祉局] 59,755,642 （ △ 206,881 ）

・ 生活に困窮する市民に対する最低限度の生活保障のための生活保護費の支給

[市民・こども局] 66,109 （ ＋ 66,109 ）

・ 客引き行為対策や路上喫煙防止対策等の強化

＜防犯対策の推進＞ [市民・こども局] 542,528 （ △ 95,368 ）

・ 防犯灯の維持補修・電気料補助、設置補助
・ 防犯灯におけるＥＳＣＯ事業導入に向けた取組の推進　など

＜動物愛護センターの整備＞ [健康福祉局] 15,022 （ ＋ 11,922 ）

・ 動物愛護センターの移転整備に向けた基本設計等の実施

＜地域の安全・安心なまちづくりに向けた取組＞

＜地域包括ケアシステムの構築に向けた取組＞

＜生活保護受給者・困窮者に対する自立支援の取組＞
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単位：千円 

＜利用者支援事業の実施＞ [こども本部] 24,867 （ △ 1,481 ）

・ 区役所窓口に専門職員を配置し、適切な施設・事業等の円滑な利用を支援

＜認可保育所等の運営＞ [こども本部] 30,601,435 （ ＋ 6,325,952 ）

・ 認可保育所の拡充　241か所　→　271か所
延長保育事業の拡充　241か所　→　271か所
一時保育事業の拡充　50か所　→　59か所
休日保育事業の実施　６か所　→　７か所

・ 27年度から開始する地域型保育事業に係る給付の実施　など

＜認可保育所等の整備＞ [こども本部] 2,797,592 （ △ 607,674 ）

・ 28年度の1,325人の受入枠拡大に向けた認可保育所の整備
市有地貸与型　７か所・345人
民有地活用型　３か所・250人
民間事業者活用型　８か所・480人
鉄道事業者活用型　１か所・60人
民間保育所自主整備型　３か所・190人

・ 小規模保育事業所（６～19人）の整備　５か所・95人
・ 公立保育所民営化に向けた整備　など

＜認可外保育施策の充実＞ [こども本部] 4,033,128 （ △ 91,343 ）

・ 認可外保育施設の再構築により、保育の質とサービスの向上を図る川崎認定保育園に対して援護費を支給するとともに、
保護者負担軽減策を実施
3,400人→4,171人（771人増）

・ 未整備区域への病児・病後児保育施設の整備　など

＜保育所職員の育成＞ [こども本部] 5,764 （ ＋ 409 ）

・ 「保育士・保育所支援センター」の共同運営や、保育士に対する就職説明会を開催するなど、保育士の人材確保を推進

＜幼児教育の振興＞ [こども本部] 3,553,065 （ ＋ 428,218 ）

・ 27年度から開始する施設型給付施設への給付の実施
・ 私立幼稚園に就園する園児の保護者に対する保育料等の補助　対象者22,077人　
・ 認定こども園の整備　２か所60人・改修３か所　など

＜子ども・子育て支援新制度の円滑な実施＞ [こども本部] 306,542 （ △ 257,322 ）

・ 27年４月からの子ども・子育て支援新制度への対応による市民サービスの向上と事務の効率化

＜小児医療費の助成＞ [こども本部] 3,808,438 （ ＋ 76,630 ）

・ 対象者　小学校２年生まで　98,397人
・ 通院助成の対象を28年度に小学校３年生まで段階的に拡大するため、27年４月から小学校２年生まで拡大

＜地域子ども・子育て活動支援助成モデル事業の実施＞ 10,000 （ ＋ 10,000 ）

[こども本部]

・ 地域とのつながりをもって子育て支援の取組を行う団体等に助成
　１事業者につき1,000千円を上限に助成

＜（川崎区）総合的な子ども支援の推進＞ [川崎区] 10,523 （ ＋ 1,710 ）

・ 川崎区思春期問題対策事業など
　不登校など様々な課題を抱える子どもと保護者への居場所づくりや生活支援
　公立保育所などを活用した離乳食講座や緑化に関する取組　など

＜（幸区）総合的な子ども支援の推進＞ ［幸区］ 12,377 （ ＋ 3 ）

・ 区内子育て関係機関・団体等のネットワークによる安心して子育てできる地域づくり
・ 地域ニーズに即した待機児童ゼロ対策及び保育の質の向上に関する取組　など

（　）内は26年度予算からの増△減

基本戦略 ２

子どもを安心して育てることのできるふるさとづくり
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単位：千円 
（　）内は26年度予算からの増△減

＜（中原区）総合的な子ども支援の推進＞ [中原区] 14,149 （ △ 1,146 ）

・ 区内保育所との連携、地域での子育て人材の育成、区内16か所における子育てサロンへの支援
・ 関係機関・団体で構成するネットワークを通じた地域における子ども・子育て支援　など

＜（高津区）総合的な子ども支援の推進＞ [高津区] 8,275 （ ＋ 3,532 ）

・ 子ども・子育て支援ネットワークの強化、子育てグループ等の活動支援
・ 民間保育所との連携強化・保育人材の育成、待機児童対策の推進　など

＜（宮前区）総合的な子ども支援の推進＞ [宮前区] 10,277 （ ＋ 696 ）

・ 課題を持つ子どもたちの居場所づくりと、育児の孤立化の防止・不安の解消に向けた子育て支援
・ ホームページや情報誌、ソーシャルメディアなど様々な広報媒体を活用した子育て情報の発信
・ 地域の関係者が連携した子育て支援体制の構築と、関係機関・団体のネットワーク強化　など

＜（多摩区）総合的な子ども支援の推進＞ [多摩区] 12,640 （ △ 387 ）

・ 子ども・子育てに係わる区内関係機関・団体等のネットワーク形成
・ 青空保育・公立保育所での保育体験、個別相談・集団遊び等による子育て支援の実施　など

＜（麻生区）総合的な子ども支援の推進＞ [麻生区] 8,687 （ ＋ 1,114 ）

・ 区内及び区に隣接する大学と連携し、親子向けのコンサートや、映画づくり体験、
鶴見川での自然体験学習、先端農業体験、科学体験などの子育て支援事業の実施

＜確かな学力・豊かな心の育成＞ [教育委員会事務局] 1,396,198 （ ＋ 27,634 ）

・ 習熟の程度に応じたきめ細やかな指導の充実に向けた、より有効な指導方法等の研究・実践
・ 英語学習の充実　外国語指導助手（ＡＬＴ）の配置　71名→74名
・ ＩＣＴ環境の整備
・ 学校図書館の充実　学校司書の配置　７校

＜キャリア在り方生き方教育の推進＞ [教育委員会事務局] 9,569 （ ＋ 5,569 ）

・ 将来に向けた社会的自立の基盤となる能力や態度、共生・協働の精神の育成など、
人間としての在り方生き方の軸となる力を育むための取組の推進

＜一人ひとりの教育的ニーズに対応した総合的な支援＞ 1,133,053 （ ＋ 204,416 ）

[教育委員会事務局]

・ 児童支援コーディネーターの専任化　44校→65校
・ 特別支援教育サポーターの配置　
・ 通級指導教室の運営
・ 生徒の就労や職場実習の受け入れ企業の開拓等を進める特別支援学校就労支援員の配置
・ 中央支援学校高等部分教室の改修に向けた設計

＜中学校給食の推進＞ [教育委員会事務局] 3,215,537 （ ＋ 3,167,208 ）

・ 中学校完全給食の早期実施に向けた取組を推進
　学校給食センター（３か所）の整備等
　配膳室等設計　19校　工事　15校
　自校調理方式給食室の基本設計等　２校
　小中合築方式の給食室改修設計　１校

　東橘中学校での完全給食の試行実施　など

＜児童生徒の増加に対応した教育環境の整備＞ 5,302,124 （ △ 4,977,020 ）

[教育委員会事務局]

・ 校舎増築に向けた設計
　下小田中小学校、末長小学校、西梶ヶ谷小学校

・ 新川崎地区・小杉駅周辺地区の小学校新設に向けた基本・実施設計（２年目）　など

＜学校施設長期保全計画の推進＞ [教育委員会事務局] 2,178,451 （ ＋ 959,220 ）

・ 学校施設の再生整備に向けた設計
　校舎８校・体育館５校継続、校舎４校・体育館14校着手

・ 学校施設の予防保全に向けた設計
　校舎２校・体育館２校着手

・ 高津高等学校の長寿命化改修工事(屋上防水）の実施
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単位：千円 
（　）内は26年度予算からの増△減

＜学校安全対策の推進と教育環境の整備＞ 2,055,035 （ △ 21,767 ）

[教育委員会事務局]

・ 義務教育施設の非構造部材耐震対策等の各種防災機能の強化
　格技室天井改修工事　18校、灯油式発電機整備　22校

・ 快適な教育環境の提供　トイレ改修　７校、エレベータ整備　５校

＜地域で教育を支える仕組みづくり＞ [教育委員会事務局] 221,123 （ ＋ 10,163 ）

・ 学校・家庭・地域社会が一体となって学校運営に取り組むコミュニティ・スクールの実施　８校→10校
・ 地域ぐるみで児童生徒の学習をサポートする「地域の寺子屋事業」の推進　８か所→21か所
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単位：千円 
（　）内は26年度予算からの増△減

＜川崎駅周辺地区の整備＞ [まちづくり局] 3,840,593 （ ＋ 2,479,657 ）

・ ＪＲ川崎駅北口自由通路の整備　29年度完成予定
・ ＪＲ川崎駅北口自由通路西側デッキの整備　29年度完成予定
・ 堀川町Ｃ地区連絡ペデストリアンデッキの整備　28年度完成予定
・ 京急川崎駅周辺の市街地整備に向けた「まちづくり整備方針」に基づく民間再開発事業の事業化に向けた誘導・支援
・ 川崎駅周辺総合整備計画の改定

＜小杉駅周辺地区の整備＞ [まちづくり局] 1,399,049 （ ＋ 93,491 ）

・ 再開発事業に対する費用の一部助成、道路等の基盤整備
小杉町３丁目東地区　31年度完成予定

・ 小杉駅周辺交通機能の整備
接続通路維持管理経費

＜登戸・向ヶ丘遊園駅周辺地区の整備＞ [まちづくり局] 3,619,079 （ △ 443,845 ）

・ 登戸土地区画整理事業の推進
仮換地指定、建築物等移転、道路築造　など

＜連続立体交差事業の推進＞ [建設緑政局] 2,063,800 （ △ 269,796 ）

・ 京浜急行大師線１期①区間（小島新田～東門前）の整備推進
・ ＪＲ南武線尻手～武蔵小杉間の調査

＜広域幹線道路網等の整備＞ [建設緑政局] 259,690 （ ＋ 154,816 ）

・ 川崎縦貫道路関連調査　など
・ 羽田連絡道路の具体的な事業計画策定に係る調査

＜幹線道路網の整備＞ [建設緑政局] 7,434,009 （ △ 1,544,998 ）

・ 国道409号ほか５路線
・ 国直轄道路
・ 都市計画道路宮内新横浜線ほか９路線

＜橋りょうの整備及び維持管理＞ [建設緑政局] 976,286 （ △ 258,203 ）

・ 等々力大橋（仮称）等の整備　など

＜身近な地域交通環境の整備＞ [まちづくり局] 661,450 （ ＋ 329,434 ）

・ 川崎駅周辺地区荷さばき対策の推進
・ 地域住民による地域交通の導入に向けた主体的な取組の支援
・ 民間バス事業者に対するバスロケーションシステムの導入促進
・ ＪＲ南武線稲田堤駅の橋上駅舎化

＜ユニバーサルデザインのまちづくりの推進＞ [まちづくり局] 49,095 （ ＋ 17,478 ）

・ エレベータの設置促進に向けた鉄道事業者への補助
　JR八丁畷駅　１基

・ 川崎駅周辺地区バリアフリー基本構想の改定に向けた取組
・ タクシー事業者に対するユニバーサルデザインタクシー導入の補助
・ ホームドアの設置促進に向けた鉄道事業者への補助
　東急大井町線溝の口駅　２面

＜道路安全施設の整備＞ [建設緑政局] 1,657,167 （ ＋ 117,809 ）

・ 渋滞緩和と交通事故抑止を目的とした、車線構成の見直しやカラー舗装等による交差点改良　など

＜自転車等の放置防止対策＞ [建設緑政局] 2,118,048 （ ＋ 457,633 ）

・ 駐輪場の整備、駐輪場の利用促進、放置自転車の撤去・保管　など

基本戦略 ３

市民生活を豊かにする都市基盤と環境づくり
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単位：千円 
（　）内は26年度予算からの増△減

＜暮らしやすい住宅・住環境の整備＞ [まちづくり局] 9,181,148 （ △ 1,363,893 ）

・ 川崎市住宅基本計画の策定に向けた調査
・ 空き家の実態を踏まえた取組の検討
・ 木材利用の普及に向けたセミナー講習会等の開催及びガイドラインの策定
・ 景観法や都市景観条例等に基づく都市景観形成施策の推進
・ 優良建築物等整備の一部助成　５地区
・ 戸建住宅等の不燃化、区画道路の拡幅促進等の一部助成　小田２・３丁目、幸町３丁目地区
・ 老朽化した市営住宅の建替工事、耐震改修工事、長寿命化改善工事
・ 特定優良賃貸住宅、高齢者向け優良賃貸住宅の家賃助成
・ 民間賃貸住宅への入居の機会の確保及び居住の支援　など

＜公共施設の長寿命化の推進＞ [まちづくり局] 339,137 （ △ 234,549 ）

・ 庁舎等建築物の長寿命化の推進

＜資産マネジメントの取組の推進＞ [財政局] 43,795 （ △ 12,243 ）

・ 施設の長寿命化、資産保有の最適化、財産の有効活用による資産マネジメントの取組の推進

＜国際環境施策の推進＞ [環境局] 24,162 （ △ 118 ）

・ 環境技術などの本市の強みを生かしたグリーンイノベーションの取組の推進

＜地球温暖化対策の推進＞ [環境局] 137,255 （ ＋ 875 ）

・ 協働の取組の推進や川崎メカニズム等による低炭素技術の普及促進　など

＜環境エネルギー施策の推進＞ [環境局] 79,010 （ △ 71,543 ）

・ 住宅用環境エネルギー機器設備設置補助金等の交付や公共施設への環境配慮型設備の率先導入

＜スマートシティ戦略の推進＞ [総合企画局] 42,473 （ △ 28,144 ）

・ 川崎駅周辺地区スマートコミュニティの取組
　既成市街地における地域主体のエネルギーマネジメント実証事業の推進・効果検証　など

・ 小杉駅周辺地区スマートコミュニティの取組
　市民参加型の省エネ行動等の取組を通じた実証事業の実施・効果検証及びビジネスモデル構築に向けた検討　など

・ 川崎臨海部水素ネットワークの構築
　新たな水素の大量貯蔵・輸送技術を活用した水素ネットワークの構築に向けた取組の推進、燃料電池自動車（ＦＣＶ）の導入　など

＜分別収集の推進＞ [環境局] 1,145,057 （ ＋ 153,681 ）

・ ごみの減量化、資源化に向けた分別収集の推進

＜放射性物質対策の推進＞ [環境局] 281,563 （ ＋ 98,025 ）

・ 放射性物質が検出されたごみ焼却灰の安全な処分等に向けた取組

＜廃棄物処理施設等の整備＞ [環境局] 2,236,414 （ △ 1,796,956 ）

・ 浮島２期廃棄物埋立処分場基幹的施設の整備　など

＜仮称リサイクルパークあさおの整備＞ [環境局] 4,462,300 （ ＋ 3,035,046 ）

・ 資源化処理施設（空き缶・ペットボトル・空き瓶・粗大ごみの中間処理施設）の建設　など

＜橘処理センターの整備＞ [環境局] 142,726 （ △ 27,213 ）

・ 橘処理センター建設に向けた調査　など

＜公園緑地の整備＞ [建設緑政局] 3,266,258 （ △ 6,535,297 ）

・ 等々力緑地、富士見公園の整備　など

＜多摩川の利用環境の向上＞ [建設緑政局] 254,541 （ △ 14,693 ）

・ 多摩川緑地の整備及び維持管理　など
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単位：千円 
（　）内は26年度予算からの増△減

＜上下水道施設の地震対策（水道・下水）＞ [上下水道局] 9,480,890 （ ＋ 497,679 ）

・ 水道施設の地震対策
　鷺沼配水池の耐震補強、末吉配水池の更新、応急給水拠点整備などの地震対策の推進

・ 下水道施設の地震対策
　管きょや水処理センターなどの地震対策・入江崎水処理センターなどの津波対策の推進

8,213,793 （ ＋ 1,813,509   ）

[上下水道局]

・ 水道施設の再整備・再構築
　基幹施設である長沢浄水場、生田配水池の更新、長沢浄水場敷地内広報施設の実施設計

・ 下水道施設の再整備・再構築
　老朽管きょの再整備、渡田ポンプ場の再構築、各水処理センター等の設備の長寿命化・更新

＜雇用・労働施策の推進＞ [経済労働局] 324,514 （ ＋ 125,724 ）

・ 技術・技能の振興を目的とした「かわさきマイスター」の認定、技能啓発・継承、後継者育成
・ 就業支援室「キャリアサポートかわさき」の運営や合同企業就職説明会の開催
・ 高等学校と連携し、学校訪問による出張相談等を通じた卒業後の無業化防止の実施　など

＜上下水道施設の再整備・再構築（水道・下水）＞
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単位：千円
（　）内は26年度予算からの増△減

＜産業政策の展開＞ [経済労働局] 221,128 （ ＋ 47,570 ）

・ 知的財産関連分野でのビジネス交流や人材育成支援の実施
・ オープンイノベーションの促進のためのコンベンション施設の内装工事の実施　29年度完成予定　など

＜臨海部の活性化に向けた取組＞ [総合企画局] 33,107 （ △ 2,329 ）

・ 臨海部の各地区の特性を踏まえた戦略的な土地利用誘導の推進　など

＜国際戦略拠点地区整備の推進＞ [総合企画局] 242,908 （ △ 962,498 ）

・ 特区制度等を活用したライフサイエンス・環境分野の研究開発拠点形成の取組の推進
・ 塩浜３丁目周辺地区の整備基本方針に基づく土地利用の検討や基幹的道路の整備　など

＜臨港道路東扇島水江町線整備の推進＞ [港湾局] 3,488,600 （ ＋ 613,159 ）

・ 交通需要の増加への対応や災害時の代替輸送ルート確保を目的とした整備

＜ＪＲ南武支線の機能強化＞ [まちづくり局] 276,728 （ ＋ 276,728 ）

・ ＪＲ南武支線の新駅設置に向けた取組

＜都市農業の振興＞ [経済労働局] 176,479 （ △ 3,880 ）

・ 将来の川崎の農業を担う営農意欲の高い自主性・創造性に富んだ農業者の育成
・ 市内農産物「かわさきそだち」の周知による地産地消の仕組みづくりの推進
・ 黒川東地区の土地改良換地事業のための支援の実施　など

＜ナノ医療イノベーションセンターの運営支援＞ [経済労働局] 250,000 （ ＋ 250,000 ）

・ ナノ医療イノベーションセンターの運営を円滑に進めるための立ち上げ期間における支援

＜産業イノベーションの創出＞ [経済労働局] 42,422 （ △ 14,517 ）

・ 新川崎・創造のもり地区における新たな施設整備の推進　など

＜中小企業の成長促進＞ [経済労働局] 416,620 （ ＋ 112,195 ）

・ 企業と福祉関係者とのネットワークの活用等による福祉産業の振興　など

＜コンテナターミナルの利用促進・活性化＞ [港湾局] 960,396 （ ＋ 122,288 ）

・ ポートセールスの推進
・ 新規荷主の獲得・航路の維持拡大を目的とする「川崎港利用促進コンテナ貨物補助制度」の実施　など

＜千鳥町再整備の推進＞ [港湾局] 658,163 （ △ 2,548,695 ）

・ 港湾荷役の効率性の向上等を目的とした千鳥町地区公共ふ頭の再整備の推進
・ 立体モータープールの整備

＜企業の海外展開支援＞ [経済労働局] 58,988 （ △ 3,736 ）

・ 中国やＡＳＥＡＮ地域等における展示会出展やビジネスマッチングの実施
・ 「川崎市海外ビジネス支援センター」での市内中小企業の海外展開の支援　など

＜公衆無線ＬＡＮ環境整備の推進＞ [総務局] 9,942 （ △ 2,577 ）

・ 災害時の避難所となる小中学校など、市内の公衆無線ＬＡＮアクセスポイントを拡充

＜ものづくり産業の支援＞ [経済労働局] 91,956 （ △ 34,427 ）

・ 展示会の出展料補助や合同出展支援
・ 優れた環境技術の発信や海外への環境技術の移転　など

＜中小企業の経営安定支援＞ [経済労働局] 27,938,368 （ △ 4,362,643 ）

・ 各種資金を低利で融資する中小企業融資制度や信用保証料の補助等の実施による市内中小企業等の資金繰りの円滑化

基本戦略 ４

活力と魅力あふれる力強い都市づくり
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単位：千円
（　）内は26年度予算からの増△減

＜民間主導による観光振興＞ [経済労働局] 153,094 （ △ 1,034 ）

・ 川崎市制記念多摩川花火大会の開催
・ 新たな旅行商品の開発支援や国内外へのプロモーション活動　など

＜商業者の活力を引き出す商業振興＞ [経済労働局] 366,426 （ ＋ 30,933 ）

・ 商店街等のイベント事業の支援
・ 商店街等の共同施設の設置等の支援　など

＜上下水道施設の地震対策（工水）＞ [上下水道局] 643,640 （ ＋ 284,999 ）

・ 長沢浄水場の耐震補強、市内の耐震管路整備などの地震対策の推進

＜上下水道施設の再整備・再構築（工水）＞ [上下水道局] 2,423,208 （ ＋ 822,014 ）

・ 基幹施設である平間配水所の更新
・ 長沢浄水場敷地内広報施設の実施設計

＜音楽のまちづくりの推進＞ [市民・こども局] 86,685 （ △ 15,772 ）

・ 民間の活力を活用した「音楽のまちづくり」の推進
・ 新たなジャズフェスティバルの開催

＜映像のまち・かわさきの推進＞ [市民・こども局] 29,718 （ △ 6,035 ）

・ 毎日映画コンクール表彰式を核とした関連イベントの開催　など

＜東京オリンピック・パラリンピックに向けた取組＞ 3,000 （ ＋ 3,000 ）

[総合企画局]

・ 東京オリンピック・パラリンピックに向けた総合的な取組の推進

＜多摩川を活用したスポーツ大会の開催＞ [市民・こども局] 21,386 （ △ 494 ）

・ 川崎国際多摩川マラソン大会等の開催

＜大規模スポーツ大会等の開催＞ [市民・こども局] 45,233 （ ＋ 42,217 ）

・ 国際陸上競技大会「ゴールデングランプリ川崎」の開催、関連イベントの実施
・ 国際トランポリンジャパンオープン等の開催　

＜ホームタウンスポーツの推進＞ [市民・こども局] 36,058 （ △ 2,397 ）

・ 川崎フロンターレをはじめとする「かわさきスポーツパートナー」等と連携したスポーツによる川崎の魅力づくりの推進
・ アメリカンフットボールを活用した地域活性化や青少年の健全育成等の推進

＜シティプロモーションの推進＞ [総務局] 40,401 （ ＋ 40,401 ）

・ 様々なメディアを活用したシティプロモーションの推進

＜文化財の保護・活用の推進＞ [教育委員会事務局] 328,354 （ △ 28,135 ）

・ 橘樹官衙遺跡群の国史跡指定の答申を受け、史跡の保存整備を推進
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単位：千円
（　）内は26年度予算からの増△減

＜多様な主体の参加・協働による市民自治の推進＞ 18,591 （ ＋ 1,780 ）

[総合企画局]

・ 協働・連携に関する市の基本方針の策定や具体的な仕組みづくりに向けた取組
・ 市民が主役のまちづくりの推進に向けた取組
・ 都市政策に関する情報収集及び調査研究等の取組

＜（川崎区）地域コミュニティ活性化の推進＞ [川崎区] 7,777 （ △ 1,254 ）

・ まちづくり推進活動事業や世代間交流を図る音楽イベントの開催　など

＜（幸区）地域コミュニティ活性化の推進＞ [幸区] 11,475 （ △ 3,716 ）

・ 新川崎エリア課題調査や町内会等活動紹介などのコミュニティ機能の向上に関する取組
・ 自主防災組織や町内会等の活性化に向けた講座などの地域人材育成に関する取組　など

＜（中原区）地域コミュニティ活性化の推進＞ [中原区] 20,714 （ △ 1,227 ）

・ 武蔵小杉駅周辺の再開発に合わせた、新たな地域コミュニティの醸成やメディアを活用した区の魅力の発信　など

＜（高津区）地域コミュニティ活性化の推進＞ [高津区] 4,643 （ △ 315 ）

・ スポーツ関係団体との連携によるイベントや教室の開催　など

＜（宮前区）地域コミュニティ活性化の推進＞ [宮前区] 24,605 （ △ 31,450 ）

・ 区民がスポーツに親しめる環境づくりのための利用環境の改善に向けた取組や補修整備
・ 区民主体のまちづくりを推進するための「宮前区まちづくり協議会」との協働による取組
・ 市民活動の活性化を図るための市民活動拠点の運営支援や情報発信の推進　など

＜（多摩区）地域コミュニティ活性化の推進＞ [多摩区] 13,881 （ △ 2,823 ）

・ 市民活動団体・地域人材を対象とする研修の実施、区民主体のまちづくりに関する活動への支援　など

＜（麻生区）地域コミュニティ活性化の推進＞ [麻生区] 15,218 （ ＋ 756 ）

・ 「麻生市民交流館やまゆり」を市民活動支援の拠点とした、市民の主体的な運営参画の実現による市民活動の推進　など

＜区の機能強化に向けた取組＞ [各区] 2,228,947 （ ＋ 2,193,947 ）

・ 区役所施設等の管理運営のための予算権限の移譲
・ 区の新たな課題に即応するための取組

＜地域コミュニティ活性化に向けた町内会・自治会支援の充実＞ 58,746 （ ＋ 24,053 ）

[市民・こども局]

・ 町内会・自治会会館整備の促進
・ 町内会・自治会活動の活性化に向けた取組の推進

＜マイナンバー制度導入に向けた取組＞ [市民・こども局] 559,702 （ ＋ 447,486 ）

・ 個人番号（マイナンバー）の通知　27年10月開始
・ 個人番号カードの交付　28年１月開始

131,435 （ ＋ 131,435 ）

[市民・こども局]

・ コンビニエンスストアにおける各種証明発行　28年１月開始

＜区民車座集会の実施＞ [総務局] 349 （ ＋ 267 ）

・ 市民の声がしっかり伝わる身近な市政の実現のための、市長が直接意見を聞く「区民車座集会」の開催

＜コンビニエンスストアにおける証明発行の開始＞

基本戦略 ５

誰もが生きがいを持てる市民自治の地域づくり
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 市長は、その権限に属する仕事を分担するため、条例で局という内部組織を設

けています。 

また、市民の皆様に密接に関連する業務については、市内の区域を分けて区

役所を設けています。 

ここでは、主要な事務事業を所管する局区別に、主な事業をご紹介します。 

８  局 区 別 予 算 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：庶務課 200-2045 内)21301 

 ４０，５６８，６１５千円  （対前年度比：＋５．８％）

＜主な事業＞ 

  防災行政無線設備の再整備 ２５７，１２８千円    

 ○防災行政無線設備の老朽化対策及び機能向上を図るため、災害情報等を一斉に音声で伝達する

同報系無線戸別受信機を更新するとともに、災害時に市役所と区役所や他自治体等との間の双

方向の通信手段となる多重系・衛星系無線の再整備に向けた実施設計を行います。 

○防災行政無線設備を円滑に運用するため、適切な保守、管理、補修等を実施します。 

  防災拠点の整備 １，３３８，８０９千円    

 ○災害時に避難所となる全ての市立小・中学校等に備蓄倉庫を設置

するため、27 年度は 69 か所を整備するとともに、公的備蓄品の調

達等を行います。

  国土強靭化地域計画の策定（新規） ５，７６４千円    

 ○大規模な自然災害に対する脆弱性の評価及び本市の強靭化の推進のために必要となる施策など

を取りまとめた「国土強靭化地域計画」を策定します。

  市役所本庁舎の建替え等の取組 １，５６０，５７０千円    

○本庁舎の解体に向けた調査や、建替基本計画の策定などに取り組みます。

○当面の安全確保・機能維持のため、本庁舎等仮移転及び第２庁舎耐震補強工事を行います。 

  情報化の推進 ５３，９６２千円    

 ○ＩＣＴ（情報通信技術）や社会環境の変化を踏まえた新たな情報化基本計画を策定します。

 ○情報システムの統合や連携による内部事務の効率化など、ＩＣＴを効果的に活用した行政運営

を推進するため、新たに情報システム全体最適化ポリシーを策定します。

 ○情報システムの評価、指導、調整による円滑なシステム開発・運用及び情報セキュリティ対策

を推進します。

  マイナンバー制度導入に向けた基盤整備 ２５７，８７３千円    

 ○行政を効率化し、国民の利便性を高め、公平かつ公正な社会の実現を目的とするマイナンバー

制度導入に向けて、情報連携に必要な新たな機器等を整備するとともに、各庁内情報システム

の情報連携を担うシステム連携基盤の改修を行います。

総 務 局 

備蓄倉庫 
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  公衆無線ＬＡＮ環境整備の推進 ９，９４２千円    

 ○市民の利便性向上や行政サービスの高度化のため、区役所や防災情報ステーション等の既設公

衆無線ＬＡＮ環境の運用を行います。また、災害時の避難所となる小中学校をはじめ、市内の

公衆無線ＬＡＮアクセスポイントを拡充します。

  シティプロモーションの推進 ４０，４０１千円    

 ○地域資源の掘り起こしや魅力づくりに取り組むとともに、様々なメディア等を活用して川崎の

魅力を市内外へ積極的に情報発信し、都市イメージの向上を図ります。

○新たな「川崎市シティプロモーション戦略プラン」の策定に伴い、より効果的・効率的にシテ

ィプロモーションを推進するため、ブランドメッセージの設定・活用等、新たな取組を推進し

ていきます。

  国際交流の推進                            ２３９，５５８千円    

 ○姉妹・友好都市を提携している海外８都市との文化芸術・

経済・環境・教育など幅広い分野での交流をはじめ、相互

の発展につながる互恵的な関係の構築に向けて、海外諸都

市等との交流を推進します。

○国際交流の拠点施設である国際交流センターを活用し、市

民主体の交流・親善活動を支援します。

○グローバル化が進む中、様々な分野にわたる国際施策を総

合的に推進するため、「（仮称）国際施策推進プラン」を策

定します。

  区民車座集会の実施 ３４９千円    

 ○市民の皆さんの声がしっかり伝わる身近な市政の実現のため、

市長が直接意見を聞く「区民車座集会」を各区で開催します。

  総合コンタクトセンターの運営 １４４，９５８千円    

○電話、電子メールなど様々な媒体による、市政に関する問い合わせ、意見、相談等を一元的に

受け付け、迅速かつ的確に応対し、可能な限り回答するために、総合コンタクトセンターを設

置し「サンキューコールかわさき」及び代表電話交換を運営します。

  行財政改革の推進 ８，８７０千円    

○「行財政運営に関する改革プログラム」に基づき、公共サービスにおける民間部門の活用や効

率的な行政運営に向けた組織体制の整備などの市役所の内部改革に継続して取り組むととも

に、「新たな総合計画」の策定と連携し、行財政改革に関する計画の策定に向けた取組を進め

ます。

区民車座集会の様子 

姉妹都市大学生による市長表敬 
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＜予 算 額＞     問い合わせ先：広域企画課 200-2020 内）23101 

  １，３３３，５４１千円  （対前年度比：△１８.３％） 

＜主な事業＞ 

  新たな総合計画の策定に向けた取組 ４３，３６９千円    

○避けることのできない人口減少への転換や社会保障関連経費の増大など、将来を見据えて乗り

越えなければならない課題が山積する中で、多様化する市民ニーズに対応し、持続的に発展し

ていくため、今後の市政運営の礎となる「新たな総合計画」を策定します。

○27 年度末の計画策定に向けて、様々な御意見をいただきながら検討を進めます。

・市民目線の意見を聴取する「市民検討会議」の実施

・専門的な意見を聴取する「有識者会議」の実施

・パブリックコメントや出前説明会の実施など

○市政だより特別号や総合計画ニュースの発行等、総合

 計画の策定段階に合わせて、市民の皆様に広く、わか

りやすい情報発信を実施します。

○計画の進行管理を適切に行うため、成果指標の設定及

 び評価制度の構築に向けた調査・検討を実施します。

  臨海部の活性化に向けた取組 ３３，１０７千円    

○臨海部への土地利用の誘導を効果的に展開するため、立地企業の動向把握、情報管理を行うと

ともに、交通アクセス改善に取り組みます。

○浮島地区の本格的土地利用に向けた調査・検討等を実施します。

○臨海部における本市の取組、臨海部立地企業、まちの魅力等を多角度からＰＲすることにより、

臨海部のブランド化に取り組みます。

  国際戦略拠点地区整備の推進 ２４２，９０８千円    

○殿町国際戦略拠点「キング スカイフロント」において、国際的な課題の解決に貢献しながら

日本の持続的な成長を牽引するため、「国家戦略特区制度」・「国際戦略総合特区制度」等を活

用したライフサイエンス・環境分野の研究開発拠点の形成に取り組みます。

 ○「キング スカイフロント」進出企業・研究機関と連携し、世界に向けたプロモーションを行い、

エリアの価値向上に取り組みます。

 ○国際戦略総合特区区域内で実施するライフサイエンス分野の共同研究に対して、補助金を交付

し、特区区域内の研究開発を促進します。

 ○国際戦略拠点の形成を促進する中核施設を中心とし

た連携推進等に取り組みます。

 ○塩浜３丁目周辺地区において、整備基本方針に基づ

く土地利用の検討を行うとともに、土地利用を支え

る基幹的道路の整備に取り組みます。

○羽田連絡道路の早期整備に向けた取組を推進します。

総 合 企 画 局 

市民検討会議の様子 

殿町国際戦略拠点「キング スカイフロント」 
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  スマートシティ戦略の推進 ４２，４７３千円    

○持続可能な社会の実現に向けて、エネルギーの最適利用による低炭素化をはじめ、市民生活の 

安全・安心の確保や利便性の向上等につなげるため、「川崎市スマートシティ推進方針（27 年

３月策定予定）」に基づき、取組を推進します。 

・川崎駅周辺地区スマートコミュニティの取組 

既成市街地における地域主体のエネルギーマネジメント実証事業の推進・効果検証及び 

ＩＣＴを活用した防災ソリューション実証事業の検討・実施等 

・小杉駅周辺地区スマートコミュニティの取組 

都市型住宅が集積する地区の特徴をふまえ、市民参加型の省エネ行動等の取組を通じた実 

証事業の実施・効果検証及び持続可能なビジネスモデル構築に向けた検討等 

 ・川崎臨海部水素ネットワークの構築 

「水素社会の実現に向けた川崎水素戦略（27 年３月策定予定）」に基づく、新たな水素の

大量貯蔵・輸送技術を活用した水素ネットワークの構築に向けた取組の推進、リーディング

プロジェクトの新規創出・推進、燃料電池自動車（ＦＣＶ）の導入等

東京オリンピック・パラリンピックに向けた取組 （新規） ３，０００千円    

○東京オリンピック・パラリンピックに向けた総合的な取組を推進します。 

とりわけ、パラリンピックの支援に向けた取組を通じて、関係団体と連携 

し、障害者スポーツのさらなる普及・啓発を図るため、イベント等を実施 

するとともに、子どもや高齢者、障害者など多様な人々がともに生き生き 

と暮らすことができるまちづくりを推進します。 

  多様な主体の参加・協働による市民自治の推進 １８，５９１千円    

○「川崎市協働・連携のあり方検討委員会」における調査・審議等を通じて、協働・連携に関す

る市の基本方針を策定するとともに、必要な環境整備を進め、暮らしやすい地域社会の実現に

向けた市民自治のまちづくりの取組を推進します。

○協働・連携を推進する具体的な仕組みづくりに向けた、人材マッチング事業のモデル実施等を

行います。また、これらの取組を通じて、有償ボランティアの検討を進めます。 

○市民が主役のまちづくりを推進するため、市民による市政への参加の促進に向けた調査・検討

などを行い、自治基本条例に規定する自治運営の基本原則に基づく制度・仕組みを適切に運用

するとともに、必要な情報収集及び調査研究を行います。

○自立的な自治体運営により、地域課題の解決を進めるとともに、より充実した住民サービスを

提供できるよう、地方分権改革の推進に向けた調査・検討を行います。

  国勢調査の実施 ８２６，３４６千円    

○27 年 10 月１日を調査日として、国勢調査を実施します。調査は５年 

ごとに日本国内に住んでいるすべての人（外国人を含む）及び世帯を 

対象に実施するもので、今回、市内では約 147 万人、68 万世帯が対象 

となります。 

○27 年調査からインターネットによる回答方式を導入し、回答の利便性

を向上させます。
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＜予 算 額＞          問い合わせ先：庶務課 200-2175 内)24101 

  ６，３４１，２７４千円  （対前年度比：＋１０．４％）

＜主な事業＞ 

  資産マネジメントの取組の推進 ４３，７９５千円    

 ○施設老朽化に伴う将来的な財政負担の増大・集中や、本格的な少子高齢社会の到来等による行

政ニーズの変化に的確に対応していくため、本市の公共施設等総合管理計画である「かわさき

資産マネジメントカルテ〈資産マネジメントの第２期取組期間の実施方針〉」に基づく資産マネ

ジメントの取組を推進します。

  ・庁舎等建築物の長寿命化工事の優先度判定など予防保全による施設の長寿命化の推進

  ・広域的観点及び施設単位の使用価値・市場価値の観点からの資産保有の最適化の推進

  ・多様な効果創出に向けた財産の有効活用の推進

  税務事務の運営及び市税収入確保に向けた取組の推進 ８５０，９３７千円    

 ○マイナンバー制度の導入に備えた市税システムの改修等を的確に実施し、より適正・公平な税

務事務の執行に努めます。 

○納期限経過のお知らせ、市税のコンビニ収納の実施等に加え、初期未納対策強化のため、納税

課の体制を整え、より一層の市税収入確保を図ります。 

財 政 局 

 市が公園、道路、学校、文化施設など身近な公共施設の整備のために必要となる資金の

一部を借り入れるために、定期的に「川崎市債」を発行しています。この市債は、個人や

機関投資家の皆様にご購入いただけるものとなっています。 

 市債を安心してご購入いただくためにも、個人投資家向けの「市債投資セミナー」や機

関投資家向け説明会の開催、ＩＲニュースの発信、ホームページにおける情報提供などに

より、市の取組や財政状況、市債に関する情報を積極的に発信しています。 

平成２７年度市債（個人向け）の発行は 

５年債・１０年債を予定しています。 

川崎市ホームページ「投資家情報（ＩＲ）」 

http://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/47-4-1-0-0-0-0-0-0-0.html 

ＩＲ（投資家向け広報）の取組 

ＱＲコード対応の 

携帯電話からも 

ご覧いただけます。 

ＱＲコード 
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　　　　○地域子育ての支援                                                   ○妊婦の健康診査
　　　　○小児医療費の助成                                              ○特定不妊治療費の助成
　　　　○要介護者生活支援ヘルパー派遣                        ○（高齢者）日常生活用具の給付事業
　　　　○予防接種事業                                                            ○がん検診事業

　　　　○災害時医療救護対策 ○街路の整備
　　　　○道路の維持補修 ○公園施設の改修
　　　　○救急車両、消防車両の購入 ○消防副読本の作成

　　　　○ネット窓口かわさきの運用管理 ○多摩川を活用したスポーツ大会の開催
　　　　○芸術文化の振興 ○農林業の振興
　　　　○資源物の分別収集      ○市立図書館の蔵書の充実

　宝くじは、販売実績の40％程度
が自治体への収益金となり、発行・
発売団体である全国47都道府県、
20政令指定都市それぞれの売上げ
に応じて配分されます。
　宝くじ収益金は、公共事業等に充
てるものとされ、本市では、小児医
療費の助成や、市立図書館の蔵書の
充実、公園施設の改修などの身近な
まちづくりに役立てています。

川崎市の宝くじ収益金の推移（予算ベース）

4,519
4,155 4,131 4,123 4,007 4,033

4,8584,807

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

百万円

宝くじ１枚の中身（平成2５年度決算）
宝くじ収益金について

宝くじのお買い求めはぜひ川崎市内で！

平成２７年度 宝  収益金 充当  主 事業

子育て環境・安心いきいき社会 約１９億円

都市整備・防災対策 約７億円

その他事業 約１４億円
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：庶務課 200-2255 内）26101 

  ６，０１６，１４３千円  （対前年度比：△９．０％）

＜主な事業＞ 

  地域の安全・安心なまちづくりに向けた取組 ６６，１０９千円    

 ○川崎駅東口等の繁華街の客引き行為について、夜間巡

回活動や広報啓発活動を実施し、市民が公共の場所を

安心して安全に利用できる環境の確保を行います。（新

規）

○27 年４月に鹿島田・新川崎駅周辺を路上喫煙防止重点

区域として新たに指定するとともに、28 年４月には武

蔵溝ノ口駅周辺重点区域の拡大を図り、路上喫煙防止

に向けて、各種広報・啓発活動等を行います。

  交通安全対策の推進 ５６，５６０千円    

 ○市民の交通安全意識の高揚を図り、 

交通事故のない安全で住みよい社 

会の実現及び交通ルール遵守と交 

通マナー向上に向けた、広報・啓 

発活動を実施します。 

  魅力ある広報の推進 ２７３，４５２千円    

 ○幅広い年齢層の市民が手に取りたくなるような

市政だよりのレイアウト変更や全面カラー化

を実施します。（拡充）

○ホームページ等の各種広報媒体を活用して、川

崎市政情報を効率的・効果的に市内外に発信し

ていきます。

  人権施策の推進 ５１，７１０千円    

○人権を尊重し、共に生きる社会を築くため、平等と多様性

（ダイバーシティ）を尊重しながら人権施策を総合的に推

進します。

○川崎市人権施策推進基本計画「人権かわさきイニシアチブ」

に掲げる各種施策を効果的に実施するため、人権に関する

市民意識調査を実施します。

市 民 ・ こ ど も 局 

写真

路上喫煙防止に向けた巡回活動 

川崎市ホームページトップページ画面 

交 通 安 全 教 室 

かわさき人権フェア 
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  音楽のまちづくりの推進                       ８６，６８５千円    

 ○市内にある音楽資源や民間の活力を活用し、音楽を中心とした

芸術や市民文化の創造を通して、まちに音楽があふれ、豊かな

心を育む、「音楽のまちづくり」を推進します。

○これまで実施してきた「モントルー・ジャズ・フェスティバ

ル・ジャパン・イン・かわさき」の成果を踏まえ、新たなジャ

ズ・フェスティバルを開催します。

  映像のまち・かわさきの推進                     ２９，７１８千円    

○映画大学や４つのシネコン等市内にある映像資源を活かし、「映

像のまち・かわさき」の魅力を市内外に発信します。

○第 70 回毎日映画コンクール表彰式の開催を支援するとともに、

70 回目を記念して、本市にゆかりのある映画作品の市民投票を

行い、表彰式において仮称「川崎市民賞」の贈呈を行います。

また、「映像のまち・かわさき」推進フォーラムと連携して様々

な関連イベントを発信することで、一層の盛り上がりと市内外

からの集客及び地域活性化を図ります。

  多摩川を活用したスポーツ大会の開催             ２１，３８６千円    

○川崎国際多摩川マラソンなど、多摩川を活用したスポ

ーツ大会を開催し、市民と全国からの参加者との交流

を図るとともに、市民のスポーツに対する興味・関心

を高め、「スポーツのまち・かわさき」を推進します。

  大規模スポーツ大会等の開催 ４５，２３３千円    

○等々力陸上競技場の新メインスタンドの供用開始に伴い、世界

 中が注目する国際陸上競技大会「ゴールデングランプリ川崎」を

３年ぶりに開催し、市民が世界最高レベルの競技に触れる機会を

増やすことで、スポーツに対する興味・関心を高めます。（新規）

○26 年度に引き続き、国内外のトップ選手が参加するトランポリン

競技大会を開催し、トップアスリートの演技を間近で観る機会を

提供します。

  ホームタウンスポーツの推進                               ３６，０５８千円    

 ○川崎フロンターレをはじめとする、「かわさきスポーツパートナー」

等と連携したスポーツによる川崎の魅力づくりを推進します。 

 ○アメリカンフットボールを活用した地域活性化や青少年の健全育

成等を推進します。

ゴールデングランプリ川崎 

富士通フロンティアーズ 

アジア交流音楽祭交流ステージ

「映像のまち・かわさき」 

フェスティバル in アゼリア

川崎国際多摩川マラソン 
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＜予 算 額＞    問い合わせ先：こども企画課 200-3733 内)43101 

  ９１，３７７，７０８千円  （対前年度比：＋３．４％）

＜主な事業＞  

  認可保育所等の整備 ２，７９７，５９２千円    

○引き続き待機児童の解消に向けて、民間活力を活用しながら、認可保育所や小規模保育事業所

の新設等を行うことにより 1,420 人の受入枠の拡大に向けて整備を行います。 

  また、横浜市との協定に基づき、市境地域における認可保育所の共同整備を行います。 

 ・認可保育所 22 か所 1,325 人分（うち横浜市共同整備 １か所） 

・小規模保育事業所５か所 95 人分（新規） 

  認可保育所等の運営 ３０，６０１，４３５千円    

 ○公民の連携による安定的な保育所の運営と一時保育や全ての公立保育所における３歳以上児へ

の主食提供の実施など、多様な保育サービスの提供の充実を図ります。（拡充） 

  ・認可保育所 241 か所 → 271 か所（30 か所増） 

・定員 20,325 人 → 22,340 人（2,015 人増） 

・一時保育 50 か所 → 59 か所（９か所増） 

○新たに開始する地域型保育事業（家庭的、小規模、

事業所内保育事業等）に係る給付を行います。（新規） 

・57 か所 474 人 

○保育士の確保と安定雇用のため、国と市で職員の処遇改善の

充実を図るとともに、障害児の受入促進のため、費用助成を充実します。（拡充）

 ・職員１人当りの処遇改善額 月額 9,600 円 → 17,100 円（7,500 円増）

 ・障害児保育費加算の充実 

月額（軽度） 83,200 円 → 104,000 円（20,800 円増） 

（中度）124,800 円 → 166,400 円（41,600 円増） 

（重度）166,400 円 → 208,000 円（41,600 円増） 

  認可外保育施策の充実                     ４，０３３，１２８千円    

○川崎認定保育園の助成対象者数を拡充し、保育に欠ける児童の保護者負担を軽減します。（拡充）

・助成対象者 3,400 人 → 4,171 人（771 人増）

・横浜市と協定を締結したことにより、川崎市の児童が横浜保育室を利用する場合に、施設に

対し運営費を助成するとともに、保護者に対し保育料補助を行います。

○多様な保育ニーズに対応するため、川崎市医師会と連携し、未整備区域へ病児・病後児保育施

設の整備を進めます。（拡充）

 ・４か所（26 年度） → ５か所（27 年度） → ６か所（28 年度）

○保育士の確保を図るため、認可外保育施設に勤務している保育士資格を有していない従事者を

対象に、養成校の受講や通信教育等、資格取得に要する費用の一部を補助します。

○認可保育所又は小規模保育事業を目指す認可外保育施設に対して、改修等に要する費用の一部

を補助します。

こ ど も 本 部 
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  保育所職員の育成 ５，７６４千円    

 ○県内の自治体が共同で運営する「保育士・保育所支援センター」において、潜在保育士や保育

士資格取得見込者等に就職支援を実施するなど、保育士の人材確保を行います。

 ○人材確保策として、就職説明会や就職支援セミナーの実施などにより、就職支援を行います。

  利用者支援事業の実施 ２４，８６７千円 

 ○子ども又はその保護者に身近な場所である区役所窓口に専門職員を配置し、子育て家庭の個別

ニーズを把握して、適切な施設・事業等の円滑な利用を支援します。

  幼児教育の振興 ３，５５３，０６５千円    

 ○子ども・子育て支援新制度へ移行する私立幼稚園及び認定こども園の施設型給付施設への給付

を行います。（新規）

 ○総合的な教育・保育の提供推進に向け、認定こども園

の整備を行うとともに、改修等に要する費用の一部を

補助します。

・認定こども園の整備２か所 60 人  

・認定こども園の改修３か所

 ○現行制度を継続する私立幼稚園に就園する園児の保育料等

の補助を行い、幼児教育の振興を図ります。

  子ども・子育て支援新制度の円滑な実施 ３０６，５４２千円    

○27 年４月からの「子ども・子育て支援新制度」の施行に伴い、制度を円滑に実施するため、子

ども・子育て支援システムの運用や事務の一部委託化等により、市民サービスの向上と事務の

効率化を図ります。

  母子保健指導・相談 １２３，７２４千円    

○育児に対する負担感が大きい産後間もない母子を対象に、地域の助産所等の施設を活用して心

身のケアや育児のサポートを行います。 

  小児医療費の助成 （拡充） ３，８０８，４３８千円    

 ○子どもの健全な育成や子育て家庭における経済的負担の軽減を図るため、入通院に係る医療費

の自己負担分を助成します。また、通院助成の対象を 28 年度に小学校３年生まで段階的に拡大

するため、27 年４月から小学校２年生まで拡大します。 

  地域子ども・子育て活動支援助成モデル事業の実施 （新規）   １０，０００千円    

○地域とのつながりをもって子育て支援の取組を行う団体等を育成するために、地域と連携して

継続的かつ日常的に小学生の健全育成のための活動を行う団体等の取組に対して助成を行い

ます。

 ・１事業者につき 1,000 千円を上限に助成 
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＜予 算 額＞     問い合わせ先：庶務課 200-2320 内）28101 

  ３１，６１９，８３４千円  （対前年度比：△１０．９％）

＜主な事業＞ 

  産業政策の展開 ２２１，１２８千円    

○知的財産関連分野でのビジネス交流や人材育成支援を行います。

○オープンイノベーションを促進するため、小杉町二丁目地区のコンベンション施設の整備にお

いて、新たに内装工事を実施します。（29 年度完成予定） 

  企業の海外展開支援 ５８，９８８千円    

○中国やＡＳＥＡＮ地域等における展示会への出展やビジネスマッチングを実施し、企業の海外

展開を支援します。 

○「川崎市海外ビジネス支援センター」（略称：ＫＯＢＳ〈コブス〉）で、企業の海外展開支援の

ワンストップサービスを行います。 

  消費生活の安全を守る取組 ９４，３１０千円    

 ○消費生活相談と連携した効果的な啓発活動を、各種媒体を活用して推進します。（拡充） 

 ・インターネットトラブル等の若年者の被害に対して、消費者啓発キャンペーンを実施

○様々な消費者トラブルの発生等に対応していくため、相談体制の充実を図ります。

  商業者の活力を引き出す商業振興 ３６６，４２６千円    

○カワサキハロウィン等川崎駅周辺におけるイベント事業等に対し重点的に支援を行います。

○市内商店街団体等の街路灯ＬＥＤ化、防犯カメラ設置に加えて、街路灯・アーチ撤去、モール

やポイントカードシステム等の共同施設の整備に対し財政的支援をします。（拡充）

  民間主導による観光振興 １５３，０９４千円    

○川崎市制記念多摩川花火大会を開催します。

○観光協会や民間事業者等と連携し、新たな旅行商品等の開発支援や国内外へのプロモーション

活動等を行い、市内観光の振興を図ります。

○市民文化の創造と地域経済の活性化を推進するため、「かわさき市民祭り」を開催します。

  ものづくり産業の支援 ９１，９５６千円    

○中小企業の取引先開拓を支援するため、展示会の出展料補

助や合同出展支援等を行います。

○市内中小企業の優れた製品・技術を「川崎ものづくりブラ

ンド」に認定し、情報発信を行います。

○ものづくり集積地としての認知度を高めるための情報発信

を行い、「住工共生のまちづくり」を進めます。

○川崎国際環境技術展の開催や、行政と民間企業等とのネッ

トワークである「かわさきグリーンイノベーションクラスター」の構築により、優れた環境技

術の発信や海外への環境技術の移転を推進します。

経 済 労 働 局 

川崎国際環境技術展 
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かわさきそだちＰＲキャラクター 

菜果（さいか）ちゃん 

  中小企業の成長促進 ４１６，６２０千円

○ビジネスプランの作成やビジネスパートナーとの出会いの場の提供等の支援を実施します。

○産学共同の研究開発や新技術・新製品の開発等を支援します。

○多くの企業・福祉関連機関の参加による、新たな福祉製品の創出・活用を目的としたプロジェ

クトを推進するフォーラムの運営や、「かわさき基準（ＫＩＳ）」認証製品の普及・販路開拓を

行います。

  ナノ医療イノベーションセンターの運営支援 （新規） ２５０，０００千円    

○先端医療を広く普及・浸透させるための「ナノ医療技術」の

研究及び研究成果の実用化を進める「ナノ医療イノベーション

センター」の運営を円滑に進めるため、立ち上げ期間における

支援を行い、殿町国際戦略拠点「キングスカイフロント」にお

けるライフサイエンス分野の研究開発拠点の形成とオープン

イノベーションの促進を図ります。

  産業イノベーションの創出 ４２，４２２千円    

○新川崎・創造のもり地区において、さらなる先端産業の集積を図るため、24 年度に開設した「Ｎ

ＡＮＯＢＩＣ（ナノビック）」に続き、新たな施設整備に向けた取組を推進します。

  中小企業の経営安定支援 ２７，９３８，３６８千円    

○各種資金を低利で融資する中小企業融資制度や信用保証料の補助等により、市内中小企業等の

資金繰りの円滑化を図ります。

 ・資金調達環境の変化等に対応するため、融資枠の見直しを行い小規模事業資金の増枠を実施

  都市農業の振興 １７６，４７９千円    

○将来の川崎の農業を担う営農意欲の高い自主性・創造性に富んだ農業者の育成を図ります。

○市内産農産物「かわさきそだち」を広め、地産地消の仕組みづくりに取り組みます。

○そ菜、果樹、花き等の地域課題に対応した試験研究及び技術指導を行います。

○グリーン・ツーリズムを推進し、都市農業及び地域の振興を図ります。

○早野地区において、ハーブの活用を推進するとともに、これまでの取組や

地域資源を活かし、地元活動団体と協働事業を行います。

 ○黒川東地区の土地改良換地事業の促進のため、支援を行います。

・道水路整備工事への補助

  雇用・労働施策の推進 ３２４，５１４千円    

○産業の発展や市民生活の向上に不可欠な技術・技能の振興のため、「かわさきマイスター」の

認定、技能啓発・継承、後継者育成、経済振興等を推進します。

○就業支援室「キャリアサポートかわさき」における就業に関する個別相談、求人紹介や合同企

業就職説明会の開催等による支援の充実を図るとともに、出産・育児等の理由で離職した女性

等を対象に、託児サービスのある環境のもとでの就業支援を行います。

○「若者サポートステーション」による、職業自立支援事業を推進します。（拡充）

・高等学校と連携し、学校訪問による出張相談セミナーを通じた卒業後の無業化防止の実施

ナノ医療イノベーションセンター 

中本竹識 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：庶務課 200-2375 内)29101 

 ２２，８６０，７７０千円  （対前年度比：＋７．５％）

＜主な事業＞ 

  国際環境施策の推進                             ２４，１６２千円   

 ○「グリーン・イノベーション推進方針」に基づく取組を着実に推進します。

  ・環境技術を活かしたグリーンイノベーションの取組の推進

  ・展示会への出展などによるグリーンイノベーションの取組の発信

  地球温暖化対策の推進                          １３７，２５５千円   

 ○地球温暖化対策推進基本計画に基づく取組を着実に推進します。 

  ・ＣＣ川崎エコ会議など市民、事業者とのネットワークを活かした協働の取組の推進 

・川崎メカニズム認証制度、低ＣＯ２川崎ブランドの実施による低炭素技術の普及促進 

・事業活動地球温暖化対策計画書報告書制度の実施などによる事業者の環境配慮の促進 

・地球環境の保全に向けた新たな課題への対応としての気候変動適応策の検討 

  環境エネルギー施策の推進                        ７９，０１０千円   

 ○創エネ・省エネ・蓄エネの総合的な取組を推進するとともに、「市建築物における環境配慮標準」

に基づき、市の率先した環境配慮に係る取組を推

進します。

  ・再生可能エネルギー等導入推進基金（グリーン

ニューディール基金）の活用による防災拠点等

への自立分散型エネルギーの導入推進（新規）

  ・太陽光発電、家庭用燃料電池などの導入補助と

合わせ、新築におけるエネルギー使用量等を管

理する機器（ＨＥＭＳ
ヘ ム ス

）の普及を図るなど住宅

の環境配慮の推進 

  ・「市建築物における環境配慮標準」に基づく

取組と公共施設への環境配慮型設備の率先

導入

  公害防止対策の推進                      １７２，７３７千円    

 〇大気環境改善に係る取組を推進します。

  ・低公害、低燃費車の普及による自動車単体対策の推進

  ・産業道路の迂回促進による交通量・交通流対策の推進

  ・中小企業の自主的なＶＯＣ（揮発性有機化合物）削減対策の推進

環 境 局 

創エネ・省エネ・蓄エネのイメージ 
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  分別収集の推進 １，１４５，０５７千円    

 ○ごみの減量化・資源化に向けて、効果的・効率的な収集運搬体制の構築を図ります。

・空き瓶、ミックスペーパー、プラスチック製容器包装等、分別収集運搬業務委託の継続

・空き缶・ペットボトル収集運搬業務の委託化を川崎区、幸区で開始 

  放射性物質対策の推進                          ２８１，５６３千円    

 ○放射性物質が検出されたごみ焼却灰について、安全な処分等に向けた取組を進めます。

  ・放射性物質が検出されたごみ焼却灰の処分の実施

・一時保管中のごみ焼却灰の処分等に向けた検討

  資源化処理の推進 ９７８，２０７千円    

 ○循環型・低炭素社会の構築に向け、資源物の適正かつ安定的な処理を進めます。

  ・ミックスペーパー、プラスチック製容器包装の資源化処理委託の継続

  ・空き缶、ペットボトル、空き瓶の資源化処理委託の継続

  ・使用済乾電池、廃蛍光管の処理委託の継続

  廃棄物処理施設等の整備                     ２，２３６，４１４千円    

 ○環境負荷の低減や、施設の維持管理経費の削減につながる３処理センター体制における施設整

備を推進します。また、劣化が進行した廃棄物処理施設等を安定的に稼働させるための予防保

全的な補修・整備を実施し、長寿命化を図ります。

  ・浮島２期廃棄物埋立処分場の基幹的整備の継続

  ・南部リサイクルセンターの基幹的整備に向けた生活環境影響調査の実施

  ・王禅寺余熱利用市民施設の大規模改修

  仮称リサイクルパークあさおの整備 ４，４６２，３００千円    

 ○循環型・低炭素社会の構築に向け、北部地域のごみ、資源物等の処理の拠点となる総合的施設

を建設します。（27 年度完成予定）

  ・王禅寺処理センター資源化処理施設の建設及び健康とふれあいの広場の整備

  橘処理センターの整備                       １４２，７２６千円   

 ○３処理センター体制の安定的な運営に向け、橘処理センターごみ焼却施設及び資源化処理施設

等を建設します。

  ・橘処理センター建設に係る環境影響評価の実施及び橘処理センター解体・建設に向けた仕様

書の作成や各種調査

かわさき３Ｒ推進キャラクターかわるん 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：庶務課 200-2615 内)32101 

  １３７，６３３，３４４千円  （対前年度比：＋４．５％）

＜主な事業＞  

地域包括ケアシステムの構築に向けた取組 （拡充） 一般会計 ２６，８０１千円    
   介護保険事業特別会計 １９，６６４千円   

 ○誰もが住み慣れた地域や自らが望む場で安心して暮らし続けることができる地域を実現するた

め、「川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン」に基づき、川崎らしい都市型の地域包括ケア

システムの構築に向けた取組を推進します。

  ・ポータルサイトの新設など、医療・介護従事者等、多職種による情報の共有化の促進

・在宅医療サポートセンターの運営など、多職種連携による在宅医療提供体制の充実 

・在宅医療に関する情報提供の充実 

生活保護受給者・困窮者に対する自立支援の取組 ６９２,６９１千円    

○福祉事務所に配置している自立支援相談員による生活保護世帯の就労支援を推進します。 

○全区（８か所）で、生活保護受給世帯の子どもに対する学習支援を実施します。 

○「生活自立・仕事相談センター」（だいＪＯＢセンター・川崎区）において、対象者への寄り

添い型支援の実施、関係窓口との連携・引継を行うことにより、相談者の社会的・経済的自立

につなげます。 

○ホームレスの実情に応じた自立支援等の施策を実施します。 

生活保護費の支給 ５９，７５５，６４２千円   

○生活に困窮する市民に対して、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生

活を保障することを目的に、生活保護費を支給します。 

生涯現役対策等の取組の推進 一般会計 ２，３８２，２５７千円     
   介護保険事業特別会計    ４８，７３８千円  

○要介護度の改善を図った場合等に、事業者に報償、表彰、公表等のインセンティ

ブを付与するなど、介護のサービスの質を評価する仕組みを検討します。（拡充） 

 ・モデル事業協力施設（事業所）を 16 施設から 100 施設に拡大 

○認知症のチェックリストや基礎知識、相談機関等を掲載したパンフレットを新た

に作成し、世界アルツハイマーデーを記念したイベントを新規に開催するなど、

認知症の普及啓発や早期発見の取組をより一層進めます。（拡充）

高齢者の多様な居住環境の整備 １，６２０，６０５千円   

○要介護高齢者の在宅生活を支えるサービスの中核となる「小規模多機能型居宅介護」の整備等

を進めます。また、「小規模多機能型居宅介護」の機能に医療的ケアを行う訪問看護を追加し

た「看護小規模多機能型居宅介護」の整備等を進めます。

○介護の必要性が高い要介護高齢者の将来的な増加を踏まえ、特別養護老人ホームの整備を進め

ます。（28 年度に１か所、29 年度に２か所開所予定） 

健 康 福 祉 局 

介護予防いきいき大作戦 

マスコットキャラクター「長寿郎」 
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精神障害者医療・保健福祉対策の推進 １９３，２６０千円  

○災害時等の緊急時においても、専門的な心のケアに関する対応が円滑に行われるよう、ＤＰＡ

Ｔ（災害派遣精神医療チーム）を新たに整備します。（新規）

○「川崎市自殺対策総合推進計画」に基づき、自殺の危険度の高い対象者や若年層への対策の推

進、ゲートキーパーの育成、関係機関との連携強化等を図ります。

障害を理由とする差別の解消に向けた取組 （新規） ３１７千円    

○28年４月の障害者差別解消法の施行に向け、制度の周知・広報、障害を理由とした差別に関す 

る相談等に係る協議等を目的とする障害者差別解消支援地域協議会の設置等を検討します。 

 障害者スポーツ施策に係る推進体制の構築 （新規） １，０００千円    

○東京オリンピック・パラリンピックを見据え、障害者スポーツのさらなる普及・発展を目的と

して、市障害者スポーツ協会の設立に向けた取組を実施します。

障害者通所施設の整備 ８１４，１６６千円  

○特別支援学校等卒業生対策として日中活動の場を確保することで、安心して自立した地域生活

が送れる環境づくりを推進するため、障害者通所施設の計画的な整備を行います。

 障害者入所施設の整備 （拡充） １４，３３０千円   

○入所機能のほか、障害のある方の地域生活を支える拠点機能も備えた施設として、障害者入所

施設を「福祉センター跡地施設」（川崎区）に併設する方向で検討します。 

健康危機管理体制の整備 １７３，９２３千円    

 ○感染症発生に備え医療機関と連携して、まん延を防ぐ取組を進めます。また、新型インフルエ

ンザ等対策行動計画に基づく対策を進めます。

予防接種による感染症予防の推進 ３，６９３，５８２千円   

○各種定期予防接種を実施し、感染症の予防及びまん延の防止を図ります。

 救急医療体制づくりの推進  １，２８８，１６３千円    

○夜間・休日における一次救急体制の維持・整備、周産期医療を含めた

救急搬送患者の円滑な受入体制の確保等を図ります。

○災害時における医療供給体制が確実に機能するよう取組を実施します。

がん検診の取組の強化 １，８８９，８９８千円   

○政令市トップレベルのがん検診受診率をいち早く達成するための取組を実施します。（拡充）

・個別の受診勧奨等を実施できるようにするための、成人検診業務管理電算システムの開発

・特定健診未受診者への電話による個別受診勧奨を実施するための、がん検診・特定健診等コ

ールセンターの開設

○子宮がん検診、乳がん検診及び大腸がん検診について、一定の年齢の市民に対してクーポン券

を発行し、自己負担分を無料化することで受診率の向上を図ります。

 動物愛護センターの整備 １５，０２２千円  

○動物愛護センターを移転して整備するため、施設の基本設計等を進めます。
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：庶務課 200-2939 内)35101 

  ２５，９７３，６２０千円  （対前年度比：＋０．４％）

＜主な事業＞ 

  川崎駅周辺地区の整備 ３，８４０，５９３千円   

○川崎駅周辺地区では、既存の商業・業務機能の集積を生かしながら、魅力ある広域拠点の形成

を推進します。 

・ＪＲ川崎駅北口自由通路整備（29 年度完成予定） 

・ＪＲ川崎駅とラゾーナ川崎を接続する北口自由通路 

西側デッキの整備（29 年度完成予定） 

・ミューザ川崎とラゾーナ川崎東芝ビルを接続する 

ペデストリアンデッキの整備（28 年度完成予定） 

 ・京急川崎駅周辺地区まちづくり整備方針に基づく民間誘導 

 ・川崎駅周辺総合整備計画改定 

  小杉駅周辺地区の整備 １，３９９，０４９千円    

 ○小杉駅周辺地区では、民間活力を生かした市街地再開発事業等

により、駅周辺の公共・公益施設の整備を行い、魅力ある広域 

拠点の形成を推進します。

  ・小杉町３丁目東地区市街地再開発事業（31 年度完成予定）

  身近な地域交通環境の整備 ６６１，４５０千円    

○川崎市総合都市交通計画に基づき、身近な地域で安全・快適

に生活できるよう、地域交通環境の整備を推進します。

  ・コミュニティ交通の持続的な運行のための支援      

・ＪＲ南武線稲田堤駅の橋上駅舎化

  ＪＲ南武支線の機能強化 （新規） ２７６，７２８千円    

○ＪＲ南武支線の機能強化に向けて利用促進を図るとともに、小田栄地区（川崎区）等の利便性 

を向上させるため、新駅設置等に向けた取組を進めます。 

ま ち づ く り 局 

小杉町３丁目東地区

コミュニティバス（あじさい号）

ＪＲ川崎駅北口自由通路 
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  登戸・向ヶ丘遊園駅周辺地区の整備 ３，６１９，０７９千円    

 ○登戸・向ヶ丘遊園駅周辺地区では、防災性の向上や生活環境の改善を図るため、土地区画整理

事業を推進し、地域生活拠点として健全な市街地の形成を図ります。

  暮らしやすい住宅・住環境の整備 ９，１８１，１４８千円  

 ○良好な住環境の形成に向け、既成市街地や密集住宅市街地に

おける住環境の改善を図るとともに、良好な街なみづくり・景

観づくりを推進します。

○地球温暖化対策への寄与、快適な生活空間づくりなどに向けて、 

建築物等における木材利用を促進します。（新規） 

 ○市営住宅等の公的賃貸住宅の提供や、民間賃貸住宅への入居

支援など、誰もが安心して暮らせる住宅施策を推進します。

・市営住宅の建替（大島住宅ほか６団地）

  総合的な耐震対策及び災害に強いまちづくり ７５０，３４２千円    

 ○木造住宅や民間マンション、特定建築物について、耐震診断・改修工事等の助成を行うととも

に、擁壁の築造等の宅地防災工事等への助成などの取組により、災害に強いまちづくりを推進

します。

・新たに耐震診断が義務化される特定建築物（通行障害建築物）の耐震診断支援（拡充） 

・宅地防災工事への助成について、排水施設整備や崖の軽微な補修 

などの減災工事を助成対象に追加（拡充） 

 ○災害時の情報伝達機能や一時滞在施設としての機能の強化等を図る 

ため、地下街（川崎アゼリア）の防災対策への助成を行います。（新

規） 

 ○震災による被害を未然に防止するため、地震防災上重要な市の施設 

  について、耐震対策を推進します（麻生区役所柿生連絡所）。 

  公共施設の長寿命化の推進 ３３９，１３７千円    

 ○大規模５施設（港湾振興会館、高津区役所、多摩区総合庁舎、とどろきアリーナ、第３庁舎）

  について、予防保全型の維持補修を行い、長寿命化を推進します。

  ユニバーサルデザインのまちづくりの推進 ４９，０９５千円    

○バリアフリー基本構想の改定や、ユニバーサルデザインタクシーの普及

促進等により、ユニバーサルデザインのまちづくりを推進します。

 ○高齢者や障害者をはじめとする、駅利用者のホームからの転落、ホーム

上で列車と接触する人身障害事故を防止するため、鉄道事業者に対して

補助を行い、ホームドアの設置を推進します（東急大井町線溝の口駅）。

○すべての人が利用しやすい駅舎の整備を促進するため、鉄道事業者が市内

の駅舎にエレベーター等を設置する場合に、その費用の一部を国及び県

と協調して補助を行い、設置を推進します（ＪＲ八丁畷駅）。
ホームドア設置 

宅地防災工事 

大島住宅建替 

※表内の図は完成予定のイメージです。 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：庶務課 200-2785 内)38201 

  ２６，６１７，６７６千円  （対前年度比：△２３．６％）

＜主な事業＞ 

  道路安全施設の整備 １，６５７，１６７千円    

 ○歩行者と車両の交通の安全確保や円滑化を図るため、横断歩道橋の補修、道路照明灯の設置等

の交通安全施設の整備を実施します。

○交通渋滞の緩和や交通事故抑止を目的として、カラー舗装や車線構成の見直し等の交差点改良 

を推進します。 

  幹線道路網の整備                          ７，４３４，００９千円    

 ○市内交通の円滑化、市民の安全や利便性の確保、都市の

活力の向上、防災・環境対策への取組のために、国道 409

号や都市計画道路宮内新横浜線をはじめとする幹線道路

網の整備を推進します。

○交通結節点の強化や駅利用者の利便性向上を図るため、

溝口駅南口広場の整備を実施します。（新規）

  橋りょうの整備及び維持管理 ９７６，２８６千円    

○交通の円滑化、防災機能や利便性の向上を図るため、等々力大橋（仮称）等の整備を推進しま

す。 

 ○安全性を確保し、地震災害に強い都市基盤を整備するため、管理橋りょうの維持補修及び耐震

対策を実施します。

  自転車等の放置防止対策 ２，１１８，０４８千円    

○自転車等の放置を防止し、歩行者等の通行の安全や災害時における緊急活動の場の確保を図る

ため、駐輪場を整備するとともに、駐輪場の利用促進や放置自転車の撤去等を実施します。

  連続立体交差事業の推進 ２，０６３，８００千円    

 ○京浜急行大師線のほぼ全線を地下化することにより踏切をなくし、道路交通の円滑化、環境改

善及び地域分断の解消を図ります。事業の効果を早期に発揮させるため、１期①区間（小島新

田～東門前）の整備を推進します。

○ＪＲ南武線の踏切に起因する「幹線道路の混雑や路線バスの遅延等の課題」、「通学児童の安全

性低下など、地域の生活利便性や生活環境に関する課題」、「災害発生時の避難路確保などの災

害に対する課題」の解消のため、ＪＲ南武線の尻手～武蔵小杉間の連続立体交差化に向けて、

概略設計等の事業調査を引き続き進めます。

建 設 緑 政 局 

溝口駅南口広場 
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  広域幹線道路網等の整備 ２５９，６９０千円    

 ○市内の都市機能強化に向け、川崎縦貫道路の整備を促進します。 

  ・川崎縦貫道路関連調査等の実施 

 ○広域幹線道路網の整備及び利用促進に向けた取組を実施します。 

 ○羽田連絡道路の具体的な事業計画策定に係る調査を実施します。（新規） 

  河川の整備 ２，０２５，１０７千円    

○五反田川の洪水を直接多摩川に地下トンネルで放流する五反田川放水路整備事業を引き続き推

進し、函体部築造工事及び分流部施設整備工事を実施します。

○水害に対する安全性の向上や河川環境の保全を図るため、河川管理施設等の保守点検を行い、

補修が必要な箇所は緊急性、優先度を考慮して、計画的に補修等の対策を実施します。

  緑化推進及び緑地の保全 ９４５，１６１千円    

 ○緑豊かなまちづくりをめざし、100 万本植樹や屋上・壁面緑化等、地域の緑化を推進します。 

 ○市域における良好な自然環境を保全するため、特別緑地保全地区の指定及び用地取得を行いま

す。また、保全した緑地の維持管理や安全対策のための整備を行います。 

  公園緑地の整備 ３，２６６，２５８千円    

○「等々力緑地再編整備実施計画」に基づき、等々力緑地

の再編整備を推進し、緑地内の施設の充実を図ります。

・硬式野球場整備工事（解体工事）の実施 

・陸上競技場第１期整備工事（外構工事）の実施 

・正面広場等整備工事の実施 

○「富士見周辺地区整備実施計画」に基づき、富士見公園の再生やスポーツの拠点づくり、防災

機能の充実等を図るため、プロムナードやエントランスゾーン等の整備内容を検討するととも

に、子ども広場北側の用地取得を進めるなど、再編整備に向けた取組を推進します。

  多摩川の利用環境の向上 ２５４，５４１千円    

○「川崎市多摩川プラン」に基づき、多摩川緑地の整備及び維持

管理を行います。

○「多摩川エコミュージアム」の推進拠点である二ヶ領せせらぎ

館や大師河原水防センターにおいて、市民との協働による環境

学習等を実施します。 

※表内の図は完成予定のイメージです。 

多摩川での環境学習の様子 

等々力硬式野球場 

等々力硬式野球場 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：庶務課 200-3048 内）41101 

  一般会計 １０，０１５，８６３千円  （対前年度比：△８．５％）

  港湾整備事業特別会計 ２，８４６，０２３千円  （対前年度比：△３０．４％）

＜主な事業＞ 

  港湾の防災・減災対策の推進 一般会計 ２，６０３，６５７千円    

 ○災害発生時に帰宅困難者や緊急物資の輸送を担う港内巡視船が老朽化していることから、新造

に向けた調査を行います。

 ○災害発生時に緊急物資を取扱う千鳥町７号岸壁について、耐震改修を実施します。また、東扇

島９号岸壁は、東日本大震災の教訓を踏まえ、首都圏で想定される最大級の地震発生時に備え、

国直轄整備により耐震改修を実施します。 

 ○地震等の災害時に臨海部の各島と内陸部を結ぶ、帰宅困難者や緊急物資の輸送を目的とした曳

航可能な小型浮き桟橋を整備します。 

 ○津波・高潮発生時の内陸部への浸水対策として、海岸保全施設の改良を実施します。 

○耐震強化岸壁から市街地までの緊急物資輸送路の確保に向け、液状化対策を実施します。 

  コンテナターミナルの利用促進・活性化          一般会計 ２０２，２６８千円    

港湾整備事業特別会計 ７５８，１２８千円

○荷主を対象に国内外でセミナーを実施するなど、中国・東南アジア方面との新規航路開設や既

存航路の安定化に向けたポートセールスを官民一体となって推進します。 

○国際コンテナ戦略港湾である京浜港（川崎港、東京港、横浜港）の国際競争力強化に向けた取

組の一環として、新規荷主の獲得・航路の維持拡大等を目的とする「川崎港利用促進コンテナ

貨物補助制度」を実施します。 

○コンテナターミナルの運営に民間経営の視点を活用するため、26 年４月から特例港湾運営会社

を指定管理者とする運営に移行していますが、更なる運営の効率化に向けて、京浜３港の特例

港湾運営会社の経営統合に向けて協議を進めます。 

○増加するコンテナ貨物の蔵置場所の確保を目的として、ターミナル内のヤード整備を実施しま

す。 

○大型船舶の２隻同時着岸を可能とし、荷役効率の向上かつ経済的な荷役を行うため、コンテナ

１号岸壁の延伸に向けた付帯施設の設計を実施します。 

港 湾 局 

輸送用浮き桟橋 東扇島９号岸壁の耐震改修 海岸保全施設の改良 
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  臨港道路東扇島水江町線整備の推進        一般会計 ３，１９７，６００千円     

                           港湾整備事業特別会計 ２９１，０００千円    

○交通需要の増加に対応する新たな交通機能の確保及び臨海部の災害時における輸送ルートの代

替手段の確保を目的として、国の直轄事業による臨港道路東扇島水江町線の整備を推進します。

また、関連事業として、東扇島内臨港道路の道路拡幅等、道路改良工事を推進し、混雑の緩和

を図ります。

  千鳥町再整備の推進                     一般会計 １２１，７９１千円   

                            港湾整備事業特別会計 ５３６，３７２千円      

○建設後 40 年以上が経過した千鳥町地区の公共ふ頭について、港湾荷役の効率性の向上等、ふ

頭機能の維持強化を目的とした再整備を行います。 

○完成自動車のストックヤードの高度利用を目的とした立体モータープールの整備を行います。 

  港湾施設の維持管理の推進 一般会計 ２４６，３８０千円       

                              港湾整備事業特別会計 ８，５００千円         

 ○高度経済成長期を中心に整備した護岸や係留施設等の港湾施設の老朽化に対応するため、中長

期的な維持管理計画に基づき、定期的に点検を実施し、当該計画の更新及び補修工事を行いま

す。

  魅力ある緑地・親水空間の形成 一般会計 ２５９，５１５千円    

 ○平常時は人工海浜やバーベキュー広場など、港に集う人々の憩いの場として、また災害発生時

には基幹的広域防災拠点としての機能を有する東扇島東公園の適切な維持管理を行います。

○みなと祭りや夜景ツアー等の拠点として、市民に親しまれている川崎マリエンの適切な維持管

理を行います。 

○オリンピックを目指すビーチバレーボール選手の強化拠点として、ＪＯＣ認定バレーボール強

化センターに認定されている川崎マリエン内ビーチバレーコートの維持整備を行います。 

○川崎港の緑地整備を推進するため、川崎港緑化基本計画の策定を行います。 

川崎港航空写真 

人工海浜（東扇島東公園） 

JBV 

※表内の図は完成予定のイメージです。 

アジア競技大会ビーチバレーボール

日本代表決定戦（川崎マリエン） 

ＪＶＡ承認2015-01-001 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：庶務課 223-2501 内）48101 

  １９，０９３，１１４千円  （対前年度比：＋７．８％）

＜主な事業＞ 

  警防活動の推進 ２３５，８８３千円    

○市内に設置している老朽化した街頭消火器に替え、消火栓

に消火用ホースを直付けして使用する消火ホースキットを

継続配備します。また、町内会や自治会等で構成される自

主防災組織に対して訓練指導を行い、災害発生時、市民が

消火ホースキットを有効的に使用して被害を軽減できるよ

う市民の自助力・共助力の向上を図ります。

・26～28 年度の３年間で市内の全避難所（175 か所）

に配備予定

  救急救助活動体制の向上 １２１，７３３千円    

○救急活動の向上を図るため、医師による指導・助言及び活動内容の検証や教育体制を整備して、

救急隊員（救急救命士を含む。）が行う救命処置の高度化に向けた体制の充実強化を図ります。 

 ・気管挿管認定救急救命士の養成 

 ・ビデオ硬性挿管用喉頭鏡を用いた気管挿管認定救急救命士の養成など 

○効率的・効果的な市民救命士の養成に向けた取組を推進します。（新規） 

○けがをしたときや体調が悪くなったときなどに、救急車を呼ぶべきかの適正な判断ができるよ

うに「（仮称）救急受診ガイド」を作成します。また、作成したガイドの配布やホームページ

での公開により、増加する救急需要に対応するとともに、救急車の適正利用の普及を図ります。

（新規） 

  消防団活動の充実強化 ２２５，９３０千円    

○「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」の

施行に伴い、消防団員の処遇を改善するため、報酬を改定し、

消防団の充実強化を図ります。（拡充）

 ・21,000 円 → 22,000 円（1,000 円増）

○消防団員が災害現場において使用する資機材や、情報を収集し

迅速に消防団本部と消防指揮本部との情報共有を可能にするＭ

ＣＡデジタル無線機を引き続き整備することなどにより、更なる

連携体制の強化を図り災害対応力の向上を目指します。

消 防 局 

消火ホースキットを使用した訓練 

操法大会の様子 
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○消防団を中核とした地域防災力の充実強化を図るため、消防団員

が災害・訓練・警戒活動や市民への訓練指導を行う際に着用する

作業服等の個人装備品や、消火活動を行う際に必要となる装備品

を貸与・配置することで、消防団活動の安全を図ります。

○地域の防災リーダーとして活動の場が増えることによる作業服の

劣化や汚損に対応するため、予備の作業服を貸与し、処遇改善を

図ります。

○災害及び訓練活動等において、安全確保を図るため、「耐切創性手

袋」を消防団員全員に貸与し、装備の充実を図ります。（新規）

  緊急消防援助隊活動拠点の整備 １，０７８，７０４千円    

○市内に大規模災害が発生した際の緊

急消防援助隊の活動拠点として、消防

総合訓練場（宮前区犬蔵）を改築する

とともに、新たに自家用給油施設を設

置するなど、消防施設の強化を図りま

す。（27 年度完成予定）

  航空隊庁舎の整備 （新規） ８，２７７千円    

○東京ヘリポート内での航空隊庁舎の移転に伴い庁舎を改築し、ヘリコプターの活動拠点として

の機能強化を図ります。

（28 年度新庁舎完成予定、29 年度旧庁舎解体予定）

  ヘリコプターの整備 １，７８０，３３７千円    

○機体の老朽化が進んでいる消防ヘリコプターについて、情報収集能力の高いシステムの導入や

運行能力が高く、より安全性の高いヘリコプターへの更新など、大規模災害発生時における本

市の災害対応力の強化を図ります。

・「ヘリコプターテレビ電送システム」の更新

   機体及び地上設備（27～28 年度更新予定）

・「そよかぜ２号」の更新

   ヘリコプター本体及び装備品（27 年度更新予定）

緊急消防援助隊活動拠点施設 

消防ヘリコプター（更新予定機と同型機） 

※表内の図は完成予定のイメージです。 

消防職員との連携訓練 

川崎市消防局イメージキャラクター「太助」 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：庶務課 200-3260 内）50101 

  ４２，９７３，５０３千円  （対前年度比：△２．３％）

＜主な事業＞ 

  キャリア在り方生き方教育の推進 ９，５６９千円    

○将来に向けた社会的自立の基盤となる能力や態度、共生・協働の精神の育成など、人間として

の在り方生き方の軸となる力を育むため、小学校からの系統的な「キャリア在り方生き方教育」

の実施に向けた取組を推進します。

  確かな学力・豊かな心の育成 １，３９６，１９８千円    

○一人ひとりの「生きる力」を伸ばしていくため、学ぶ意欲・態度を育むことを大切にしながら、

「確かな学力」「豊かな心」を育てる取組を推進します。

  ・習熟の程度に応じたきめ細やかな指導の充実に向けた、より有効な指導形態や指導方法の研

究・実践

・英語学習の充実を図るとともに、異文化を尊重する態度を育むため、外国語指導助手（ＡＬ

Ｔ）の配置を 71 名から 74 名へ増員（拡充） 

・授業の充実及び情報活用能力の育成を図るため、ＩＣＴ環境を整備 

・学校図書館の充実に向けて、常に人がいる環境づくりのため、小学校の学校図書館（７校）

にモデル的に学校司書を配置（新規）

  一人ひとりの教育的ニーズに対応した総合的な支援 １，１３３，０５３千円    

○いじめや不登校、発達障害など、さまざまな支援を必要とする児童生徒に的確に対応できる体

制を整え、児童生徒一人ひとりに即した支援を行います。

  ・いじめや不登校等の未然防止と早期発見・早期対応を図る

ため、児童支援コーディネーターを専任化する学校を

44 校から 65 校に拡大（拡充）

・特別な教育的ニーズのある児童生徒に対し、適切な教育的 

支援を行えるよう、特別支援教育サポーターを配置 

・通常の学級に在籍する特別な教育的ニーズのある児童生徒を対象とした通級指導教室 18 教

室の運営 

・特別支援学校生徒の就労や職場実習の受け入れ企業の開拓等を進める特別支援学校就労支援

員を配置

・中央支援学校高等部分教室の改修に向けた設計の実施（新規） 

  生涯学習環境の整備 ２６９，９５１千円    

○老朽化の進んだ社会教育施設の維持補修及び計画的な予防保全を実施し、長寿命化に向けた取

組を推進します。また、学校施設を有効活用し、市民の学びや地域活動の拠点として生涯学習

の振興を図ります。

・文化センター（市民館・図書館）の屋上防水・外壁改修の設計及び工事の実施（幸・麻生） 

教 育 委 員 会 事 務 局 
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地域で教育を支える仕組みづくり  ２２１，１２３千円    

○学校運営への地域参加や地域人材による学校支援の推進など、地域で教育を支える仕組みを整

え、地域の教育力の向上を図ります。

  ・地域に開かれた信頼される学校づくりを推進するため、学校・家庭・地域社会が一体となっ

て学校運営に取り組むコミュニティ・スクールの実施を８校から 10 校に拡大（拡充）

・シニア世代の知識と経験を生かして多世代で学ぶ生涯学習の拠点と

して、地域ぐるみで児童生徒の学習をサポートする「地域の寺子屋

事業」を８か所から 21 か所に拡大（拡充）

  文化財の保護・活用の推進 ３２８，３５４千円    

○市民文化の向上と魅力ある地域づくりをめざし、地域・市民と連携を図りながら、川崎市の歴

史や文化の理解のため、重要な文化資源である文化財の保護・活用に向けた取組を推進します。

  ・橘樹官衙遺跡群の国史跡指定の答申を受け、史跡の保存整備を推進

  中学校給食の推進 ３，２１５，５３７千円    

○安全・安心で温かい中学校完全給食の早期実施に向けた取組を推進します。

  ・（仮称）南部・中部・北部学校給食センター（３か所）の整備等

・配膳室等設計（19 校）、工事（15 校）の実施

 ・自校調理方式給食室の基本設計等（２校）、小中合築方式の給食室改修設計（１校）

 ・東橘中学校での完全給食の試行実施（新規）

  学校安全対策の推進と教育環境の整備 ２，０５５，０３５千円    

○地域社会全体で児童生徒の安全確保に取り組むとともに、学校の防犯力の向上や防災教育の充

実等、学校の総合的な安全対策を推進します。また、災害時における校舎等の安全性や特に利

用者のニーズの高い教育環境の確保に向けた整備を行います。 

  ・義務教育施設の格技室天井改修工事（18 校）等の非構造部材耐震対策や灯油式発電機整備 

（22 校）等の各種防災機能の強化（拡充） 

・学校のトイレ快適化（７校）やエレベータ整備（５校）を実施 

  学校施設長期保全計画の推進 ２，１７８，４５１千円    

○「学校施設長期保全計画」に基づき、改修による再生整備と予防保全を併せて実施し、より多

くの学校の教育環境の改善と長寿命化による財政支出の縮減を図ります。 

・学校施設の再生整備：校舎８校、体育館５校設計継続 

校舎４校、体育館14校設計着手（拡充） 

・学校施設の予防保全：校舎２校、体育館２校設計着手（新規） 

・高津高等学校の長寿命化改修工事（屋上防水）の実施（新規）

  児童生徒の増加に対応した教育環境の整備 ５，３０２，１２４千円    

○良好な教育環境を確保するため、学校の新設、校舎の増改築等を実施し、児童生徒の増加に対

応します。 

  ・新たに下小田中小学校、末長小学校、西梶ヶ谷小学校の設計の実施（新規） 

・新川崎地区・小杉駅周辺地区の小学校新設に向けた基本・実施設計（２年目）の実施
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：審査課 200-3325 内）49101 

  １０１，３３９千円  （対前年度比：+６．６％）

＜主な事業＞ 

  会計事務の適正かつ効率的な管理運営 １０１，３３９千円    

 ○会計管理者の補助組織として、支出負担行為に関する確認、現金、有価証券及び物品の出納保

管並びに決算の調製等を行います。本市の支出が適正に行われるよう審査するとともに、公金

を確実かつ有利に保管・運用することで、本市の公金の適正な管理に取り組みます。

 ○事務負担の軽減及び費用の節減を図るため、庁内で共通して使用する備品及び消耗品を一括し

て調達し、必要とする部署へ払出しを行います。

＜予 算 額＞        問い合わせ先：事務局 200-3693 内）55911 

  ７９，３３７千円  （対前年度比：＋０．１％）

＜主な事業＞ 

  市民オンブズマン制度の運営 ３９，０２８千円    

 ○市民からの市政に関する苦情申立ての処理や市政の監視などを、市民の立場に立って行うとと

もに、必要に応じ、市長や市の関係機関に勧告・意見表明などを行い、行政の改善に努めます。

  人権オンブズパーソン制度の運営 ４０，３０９千円    

 ○いじめ、虐待など子どもの権利の侵害や、ＤＶ（ドメスティックバイオレンス）、セクハラなど

男女平等に関わる人権の侵害について相談や救済の申立てを受け、関係機関などと連携・協力

して問題解決を図ります。

会 計 室 

市 民 オ ン ブ ズ マ ン 事 務 局 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：選挙課 200-3423 内）56102 

  ５９１，１１７千円  （対前年度比：＋１１５．２％）

＜主な事業＞ 

  統一地方選挙の適正な執行 ３２６，３７８千円    

 ○４年に一度執行される統一地方選挙の適正な管理執行を行います。

 ○より多くの市民に投票していただくために、統一地方選挙に特化した臨時啓発を行います。

  啓発事業の推進 ２，２８４千円    

 ○白ばらセミナーの開催、区民祭等での啓発運動、市内中学校の生徒会選挙の際の選挙物品の貸

出等、明るくきれいな選挙、投票総参加のための取組を進めます。 

＜予 算 額＞     問い合わせ先：行政監査課 200-3437 内）55710 

  １６２，０７５千円  （対前年度比：△５．１％）

＜主な事業＞ 

  監査機能の強化 １，０７２千円    

 ○地方公営企業法の改正に伴う決算審査への的確な対

応や、高度化・複雑化の傾向にある財政援助団体等

監査での財務分析などに、公認会計士を活用するこ

とにより監査機能を強化します。

＜予 算 額＞        問い合わせ先：調査課 200-3341 内）55811 

  １１９，７０４千円  （対前年度比：△７．１％）

＜主な事業＞ 

  職員採用試験等の実施 ２０，３８５千円    

 ○職員の採用や昇任に係る競争試験及び選考を実施します。

また、職員採用案内パンフレットの作成、職員採用説明

会の実施及び就職支援サイトへの登録など様々な広報活

動を通して多様な資質と能力をもった人材確保の取組を

推進します。 

選 挙 管 理 委 員 会 事 務 局 

監 査 事 務 局 

人 事 委 員 会 事 務 局 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：庶務課 200-3366 内）53101 

  １，７４８，３５３千円  （対前年度比：＋３．１％）

＜主な事業＞ 

  議事運営の取組 ２６，０００千円    

 ○本会議、常任委員会、議会運営委員会及び特別委員会の議事運営並びに会議録等の作成を行い

ます。

 ○会議録検索システムの運用及びインターネット上への公開を行います。

  議会広報の充実 ５０，５８９千円    

 ○議会に対する関心と理解を高めるため、議会の活動の概要を広く市民にお知らせします。

  ・広報紙「議会かわさき」の発行（年４回及び改選に伴う臨時１回）

  ・「夏休みこども議場見学会」の実施

 ○「市民に身近な開かれた議会」の一層の推進を図るため、本会議等の模様をインターネット等

で中継します。

  ・インターネットによる本会議及び予算・決算審査特別委員会の生中継・録画中継の実施

  ・各区役所でのモニター中継の実施

  ・スマートフォン及びタブレット端末に対応した生中継・録画中継の実施

 ○テレビ番組を利用して、議会活動のＰＲを行います。

  ・「議長・副議長の新春対談」（１月放送）

  ・「市議会座談会～予算議会を前に～」（２月放送）

  議員報酬の支給等 １，１０２，６０４千円    

 ○市議会議員の議員報酬及び期末手当の支給等を行います。

議 会 局 

市議会本会議場 夏休みこども議場見学会 
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＜予 算 額＞

  ７，８６７，４９４千円  （対前年度比：△２７．３％）

＜主な事業＞ 

  区役所等庁舎や設備の計画的・効率的な整備の推進 ９４７，６５２千円    

○区役所等の庁舎や設備の計画的・効率的な改修・補修を実施します。  

  防犯対策の推進 ５４２，５２８千円   

○身近な安全を確保するための防犯灯について、市の負担を抑制しながら、「ＬＥＤ化の推進」

と「町内会等の負担軽減」の両立を実現するため、ＥＳＣＯ事業導入に向けた取組を進めます。

  地域コミュニティ活性化に向けた町内会・自治会支援の充実    ５８，７４６千円    

 ○町内会・自治会会館の建替・耐震化等に対する現行の補助制度を見直

し、より利用しやすい制度とすることで町内会・自治会会館整備の促

進を図ります。（新規）

 ○町内会・自治会活動の活性化に向けた広報・啓発等の必要な支援措置

を行います。                         

  マイナンバー制度導入に向けた取組 （拡充） ５５９，７０２千円    

○27 年 10 月からの個人番号（マイナンバー）の通知、28 年１月からの個人番号カードの交付に

向けた取組等を行います。

  コンビニエンスストアにおける証明発行の開始 （新規） １３１，４３５千円   

 ○28 年１月からコンビニエンスストアにおける証明書発行を開始します。

  市内道路施設の維持管理・大規模補修 ５７２，６８９千円    

 ○市内７区の道路に対して適切な維持管理を計画的に実施することにより、道路交通の安全を

確保し、市民の快適な生活環境を維持します。

  ・武蔵溝ノ口駅駅前広場エレベーター改修、道路冠水対策及び道路擁壁等修繕等の工事

  公園緑地・街路樹の維持管理 ７５８，４６１千円    

○市内の主要な公園、駅周辺の路線等の街路樹に対して安全・安心で快適に利用いただけるよう 

  維持します。 

  ・公園内トイレ清掃の充実や主要な公園の樹木剪定等 

  ・大きく育った街路樹の健全度調査や剪定の実施等 

７ 区 共 通 予 算 
区政総務費・戸籍住民基本台帳費では、区役所等庁舎・設備の整備、道路施設等

の大規模補修、区役所の各区域にまたがる事業に関する予算を計上しています。こ

こでは、それらの主な内容についてご紹介します。 

問い合わせ先：市民・こども局庶務課 200-2255 内）26101 

問い合わせ先：建設緑政局庶務課 200-2785 内）38201

整備後の会館 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：総務課 201-3121 内）61110 

  １，５０２，０３５千円  （対前年度比：＋５１．３％）

＜主な事業＞ 

  安全・安心まちづくりの推進 ８，２７７千円    

 ○地域防災力の向上にむけて、小・中学校における避難所開

設・運営訓練や津波避難訓練のほか、外国人を対象にした

防災訓練を実施するとともに、区本部体制の強化を図り、

災害に強いまちづくりを推進します。

○川崎区は自転車利用者が多く、駅周辺における放置自転車

が歩行者の通行の妨げになっているため、小学生の絵画を

印刷した啓発シートを路面に貼付し、放置自転車の抑制に

取り組みます。（新規） 

 地域福祉・健康づくりの推進 ４，０３５千円    

 ○高齢者が安心して健やかに暮らしていける環境づくりを目指し、健康づくりを地域で推進する

ための講演会を開催するとともに、介護予防の一環としたウオーキングを習慣化するきっかけ

づくりとして、ウオーキングガイドブックを作成します。

○川崎区は市内で最も高齢化率が高いことから、高齢者とその家族の身近な相談機関である地域

包括支援センターの一層の周知を図るリーフレットを作成し、バス車内などで広報を行うほか、

高齢者が生きがいをもって暮らしていけるよう地域で気軽に集える場を掲載した冊子を作成し

ます。（新規）

  総合的な子ども支援の推進 １０，５２３千円    

 ○不登校、ひきこもりなどの思春期における様々な問題

を抱える子どもと保護者が、安心して利用し相談でき

る居場所「こどもサポート旭町」の開所日を増やし、

社会参加する力を身につける支援を行います。（拡充）

○公立保育所などを活用し、離乳食講座や絵本の読み聞

かせを実施するとともに、緑のカーテンづくりなど緑

化に関する取組を行い、地域住民との交流・連携を図

りながら子育て世代への支援を行います。

  環境まちづくりの推進 ７，８９５千円    

 ○区の花「ひまわり」「ビオラ」、区の木「銀杏」「長十郎梨」の周知・浸透を図るとともに、区の

イメージアップ、地域緑化の推進、環境意識の向上につながる植栽キャンペーンなどの取り組

みを行います。

○川崎駅周辺の壁面などに落書きが多くまちの景観を損なっているため、落書きを消すとともに

壁面に容易に落書きが消せる加工を行い、環境の向上を図ります。（新規）

川 崎 区 

小学校での津波避難訓練 

保育園での緑化事業 
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  地域資源を活用した取組 ２１，４３７千円    

 ○地域団体などとの協働により、東海道川崎宿の歴史・文化

資源を活かした各種イベントを開催し、地域の回遊性・集

客性の向上につなげるとともに、東海道沿いにおける浮世

絵のフラッグやタペストリーの掲出エリアを拡大するほか、

新たに道標の設置による江戸風意匠の街並みを推進し、川

崎区のイメージアップとまちの賑わいを創出します。

  地域コミュニティ活性化の推進 ７，７７７千円    

 ○地域の課題解決に向けた取組を行っている川崎区まちづく

り推進組織「川崎区まちづくりクラブ」への支援を通して、

地域住民の合意形成のためのワークショップの開催や先進

事例の調査研究など、区民による自発的な地域活動を推進

します。 

 ○幅広い世代が出会い、つながり、地域活動に参加するきっ

かけづくりとして、区民等が運営に関わる誰もが気軽に参

加できる吹奏楽コンサートを開催します。 

  区役所サービス向上への取組 ２，３０４千円    

 ○便利で快適な区役所サービスを提供するため、窓口環境の整備などに取り組みます。

  区の機能強化に向けた取組 ５１５，８２９千円    

 ○区が適切かつ速やかに課題解決に対応できるよう、区の機能強化に向けた取組を推進します。

  ・区役所施設等の管理運営のための予算権限の移譲（新規）

  ・区の新たな課題に即応するための取組

  その他地域課題への対応 ２，９８１千円    

 ○市民活動団体などから企画提案

を募集し、区民と行政が協働で身

近な地域課題の解決に向けた事

業を実施します。

  道路の維持補修 ７２８，１６３千円    

 ○川崎区内の道路等の維持補修、清掃等を行います。 

  公園緑地の維持管理 １３７，２２１千円    

○川崎区内の公園緑地の樹木の剪定、施設補修等を行います。

浮世絵フラッグ 

ごみ拾いでまちの美化と 
世代間交流 

麦わら細工講座による 
歴史・文化の継承 

渡田まちづくりクラブ 
による夜間パトロール 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：総務課 556-6602 内）62110

  １，０５９，７１７千円  （対前年度比：+４５．０％）

＜主な事業＞ 

  安全・安心まちづくりの推進 ９，３１７千円    

 ○地域防災力の強化に向け、実践的な防災訓練を継続実施するなど

防災体制の充実や防災に関する意識啓発を推進します。

・専門家の助言等による避難所開設・運営訓練の充実

・幸区災害対策協議会を通じた自主防災組織等の連携強化

・新庁舎免震化など区役所等の災害対策拠点機能の向上

 ○スケアードストレート方式の交通安全教室を開催するなど、区民

の交通安全に関する意識高揚に向けた取組を推進します。

 ○地域と連携しながら、防犯や防火などの啓発活動を実施し、安全・

安心なまちづくりを推進します。

  地域福祉・健康づくりの推進 ６，５５０千円    

 ○見守り体制の構築及び関係機関の連携強化等を図ることにより、

地域包括ケアシステムの構築を目指します。（新規）

○健康づくり、介護及び福祉に関する講座等の開催を通じて、健康

増進や福祉活動に関する区民の主体的な取組を推進します。

 ○保健福祉センターだよりや食品衛生、感染症予防等のリーフレッ

  ト発行を通じて、区民の保健福祉に対する理解を深めます。

  総合的な子ども支援の推進 １２，３７７千円    

 ○地域全体で子育てを支援し連携することにより、安心して子育て

できる地域づくりを推進します。

・ネットワーク会議やイベント等の開催、情報誌の発行など 

○地域ニーズに即した待機児童ゼロ対策と「新たな公立保育所」の 

機能を活用した保育の質の向上を推進します。 

 ○要保護児童の早期支援や思春期児童・生徒の健全育成など、子ど

もたちの健やかな成長のための環境づくりを推進します。 

  環境まちづくりの推進 ７，０３３千円    

 ○緑あふれる地域づくりに向け、区内の緑化環境の向上と区民の緑

化に関する意識高揚の取組を推進します。

 ○こども向けイベントの開催や環境啓発パネルの活用など、多様な

年齢に即した意識啓発活動を推進します。

 ○新庁舎での区の木「ハナミズキ」、区の花「ヤマブキ」の植樹等を

通じて、地域に対する愛着心の醸成を図ります。

幸 区 

川崎認定保育園 
ガイドブック 

打ち水体験イベント 

自主防災組織による 

防災訓練 

ふれすこサポーター 

養成講座 
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案内サイン 

（設置イメージ） 

  地域資源を活用した取組 １５，７７８千円    

 ○御幸公園の歴史的背景を踏まえ梅林を復活させ、10 年後の市制

100 周年に向けて、市民協働による公園づくりを行い、地域へ

の愛着と地域交流の拠点としての魅力向上を図ります。（新規）

○案内サインの新設及び更新を通じて、主要駅・道路から区役所・

 市民館等への経路案内を充実し、日常及び災害時において、来訪

者を関係施設へ円滑に誘導する体制を強化します。（新規）

 ○「新川崎・創造のもり」や「ミューザ川崎シンフォニーホール」

など地域の特性を活かし企業や団体等と連携しながら、イベント

等を開催することで、区民の文化活動を推進します。

 ○ガイドマップやデータブックによる統計情報等の積極的な提供

を通じて、区民の地域及び区政に対する理解を深めます。

  地域コミュニティ活性化の推進 １１，４７５千円    

 ○新川崎エリアの課題調査や町内会等活動紹介チラシの作成などを

通じて、地域のコミュニティ機能の向上を推進します。

○自主防災組織や町内会・自治会等の地域活動の活性化に向けて

講座を開催するなど、新たな地域人材の育成を推進します。

 ○新たに新庁舎に市民活動コーナーを設置し、市民活動の支援及び

市民の交流拠点としての運用を開始します。

  区役所サービス向上への取組 ３，３２６千円    

 ○区政情報等を広く区民へ周知する「さいわい広報特別号」を発

  行するとともに、区民会議の提言に基づいた取組を推進します。

○窓口ナビゲーションシステムの新規導入や転入世帯への事前手

続説明の継続実施などを通じて、区役所窓口の利便性の向上、

満足度の高いサービスの提供を推進します。

  区の機能強化に向けた取組 ２６３，８４４千円    

 ○区が適切かつ速やかに課題解決に対応できるよう、区の機能強化に向けた取組を推進します。

  ・区役所施設等の管理運営のための予算権限の移譲（新規）

  ・区の新たな課題に即応するための取組

  道路の維持補修 ６４９，２５５千円    

 ○幸区内の道路等の維持補修、清掃等を行います。 

  公園緑地の維持管理 ３８，６５５千円    

○幸区内の公園緑地の樹木の剪定、施設補修等を行います。

地域交流拠点の御幸公園 

町内会・自治会 

活動紹介チラシ 

さいわい広報特別号
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：総務課 744-3122 内)63110 

  １，０４７，８４８千円  （対前年度比：＋３６．０％）

＜主な事業＞ 

  安全・安心まちづくりの推進 ８，５０４千円    

○区内の団体、企業や医療関係者等で構成される中原区防災連携 

協議会の取組を推進し、区の防災力向上を推進します。 

 ○重要な交通結節点である武蔵小杉駅の帰宅困難者対策を推進す

るため、新たに「エリア防災計画」策定に向けた取組を官民協

議会等の開催を通じて推進します。（拡充）

 ○還付金詐欺対策や地域における防犯活動の支援強化等、地域防

犯力の向上・活性化に向けた取組を推進します。

○自転車と共生するまちづくり委員会と協力し、自転車利用のマ

ナー啓発活動等を通じて放置自転車対策に向けた取組を推進し

ます。 

  地域福祉・健康づくりの推進 ２，２０７千円    

 ○中原区地域福祉計画に基づき、地域福祉の普及啓発等により、支え合える地域づくりを推進し

ます。

  総合的な子ども支援の推進 １４，１４９千円    

 ○区内には、開設して間もない保育所が多く、保育の質の維持・

向上が課題となっており、保育所間の連携強化及び保育士等の

人材育成に向けた取組を推進します。（新規） 

○区内各所（現在７地区 16 か所）で開催する、子育てサロンへの 

支援を通じて、地域における子育て支援の実践を推進・拡大し

ます。

○関係機関・団体で構成するネットワークを通じて、地域におけ

る子ども・子育て支援の取組を進めます。

  環境まちづくりの推進 ２，８６７千円    

 ○「中原区民環境行動指針」で示された活動の

普及啓発を行うとともに、地域、市民活動団

体、企業及び行政が連携して、地球温暖化防

止に繋がる区民の環境意識の向上に資する取

組を推進します。

中 原 区 

「ミミ」と「ケロ」 

「ロジーちゃん」 区内小学校における環境学習 

区内小学校等における交通安全教室 
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コスギフェスタ 

  地域資源を活用した取組 １２，４３０千円    

 ○区内に拠点をおく「かわさきスポーツパートナー」等と協力して、地域や世代間の交流機会を

創出し、地域の活性化を図ります。

・富士通レッドウェーブによるバスケットボール教室の開催を予定

 ○区内中学生や高校生による中原区青少年吹奏楽コンサートや、区内で活動するアマチュアバン

ド等による「Ｉｎ Ｕｎｉｔｙ」などの区民参加型イベントを通じて地域の活性化を図ります。

  地域コミュニティ活性化の推進 ２０，７１４千円    

 ○武蔵小杉駅周辺地区の再開発に合わせ、住みやすく魅力あるまち

づくりを進めるため、市民・事業者・学識経験者を交えて持続可

能なコミュニティ形成に向けた検討を行います。 

○地域メディアで構成する「なかはらメディアネットワーク」を活

用し、中原区の魅力を発信します。 

○商店街を地域コミュニティの場として活用し、各種講座の実施等、

地域の活性化に向けた取組を推進します。

〇音楽・芸術の振興及び地域の活性化を目指して、オリジナルミュ

ージカル「なかはらミュージカル」を区民の力によって作り上げ、

上演します。

  区役所サービス向上への取組 ３，５４４千円    

 ○武蔵小杉駅周辺地区の再開発等をはじめとした人口増への対応の一つとして、区役所の各窓口

における混雑緩和や待合環境の改善に向けた取組を推進します。（新規）

 ○「区役所サービス向上指針」に基づき、区役所を訪れる区民に対し、より質の高い区役所サー

ビスを提供するため職員研修等を実施します。

  区の機能強化に向けた取組 ２３９，１７８千円    

 ○区が適切かつ速やかに課題解決に対応できるよう、区の機能強化に向けた取組を推進します。

  ・区役所施設等の管理運営のための予算権限の移譲（新規）

  ・区の新たな課題に即応するための取組

  道路の維持補修 ４１１，６７４千円    

 ○中原区内の道路等の維持補修、清掃等を行います。 

  公園緑地の維持管理 ２９３，８９８千円    

○中原区内の公園緑地の樹木の剪定、施設補修等を行います。
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スタントマンが交通事故を再現する

交通安全教室(スケアードストレート方式) 

医療と介護の連携シンポジウム

＜予 算 額＞        問い合わせ先：総務課 861-3120  内）64110 

  ８５３，７９７千円  （対前年度比：＋６７．２％）

＜主な事業＞ 

  安全・安心まちづくりの推進 ６，９１０千円    

 ○交通事故を未然に防ぐことを目的に、新入学児童を対

象とした交通事故防止キャンペーンや中学生以上を対

象としたスタントマンが交通事故を再現する交通安全

教室（スケアードストレート方式）などを実施します。

○官民の防災ネットワークを生かした災害対策を推進す 

るため、高津区防災ネットワーク会議を継続的に開催 

します。また、避難所運営体制の強化を図るため、避 

難所用炊き出しステーションの導入や街区公園へのか   

まどベンチの設置などを行います。           

  地域福祉・健康づくりの推進 ２，１１９千円    

○高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けるために、介護、

医療等の関係機関ネットワーク及び地域社会全体で高

齢者を見守る体制づくりを進めます。また、地域の見守

り活動等の立上げの支援を行います。

 ○「高津公園体操」を通じて要介護の大きな原因である

「生活習慣病」「高齢による衰弱」「骨折・転倒」の予

防を推進するとともに、地域コミュニティの活性化を

推進します。

  総合的な子ども支援の推進 ８，２７５千円    

 ○子育てを地域全体で支えるため、子育てグループ・子育 

てサロン等の活動支援として、グループ交流会の充実を 

図ります。また、新たに活動内容の情報提供を行う広報 

媒体を作成するなどにより、安心して子育てできる環境 

づくりを進めます。（拡充） 

○民間保育所との連携を強化し、子育て家庭への支援の充 

実を図ります。また、新たに保育の質の確保・向上に向 

け、専門研修を充実させるなど、保育人材の育成に取り 

組みます。（拡充） 

○個々の保育ニーズに、より適合した保育園の選択が可

能となるよう、保育園紹介映像を作成・活用し、情報

提供の充実を図るなど、きめ細かな対応を進めます。

（新規）

    高 津 区 

親子の遊びの場「あつまれキッズ」 
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二子の渡し体験イベント

久本小学校でのスポーツイベント

学校ビオトープを活用した環境学習

久本小学校でのスポーツイベント

  環境まちづくりの推進 １１，８０６千円    

 ○「エコシティたかつ」推進方針に基づき、地球温暖化適

応策としての学校ビオトープを活用した雨水循環・利活

用の取組の推進や、区内緑地における保水力向上や生物

多様性保全に向けた活動を実施します。

○環境に配慮した取組を推進するため、新たに庁舎内の照 

明のＬＥＤ化と遮光・断熱シートの設置を行います。 

（拡充） 

○区内各所に設置しているコンテナ・花壇の維持管理 

など区民主体による花と緑のまちづくりを推進します。

  地域資源を活用した取組 ２３，１７６千円    

 ○高津大山街道周辺の歴史的・文化的な資源を保全・活用す

るため、魅力的な空間創造と地域活性化のためのフォーラ

ムや二子の渡し体験イベント等を開催します。

 ○橘地区における地域資源を活用し、地域活性化を推進する 

ため、ファーマーズマーケットや農業体験イベント等を実

施します。

 ○区内ものづくり資源の魅力や「住工共生のまちづくり」に

向けた取組みを地域内外に発信するため、「高津ものまちづ

くりパンフレット」の作成などを行い、工場と地域住民と

の交流を促進します。

  地域コミュニティ活性化の推進 ４，６４３千円    

 ○親子のふれあいと近隣相互の親睦を深め合うことを目的

に、高津地区及び橘地区で親子運動会を開催します。

○地域で活動するスポーツ関係団体の連携によるイベント

 や教室を開催することにより、スポーツを通じた地域コ

ミュニティの活性化や地域におけるスポーツ参加機会の

充実を図ります。               

  区の機能強化に向けた取組  ３４９，９３６千円    

 ○区が適切かつ速やかに課題解決に対応できるよう、区の機能強化に向けた取組を推進します。

  ・区役所施設等の管理運営のための予算権限の移譲（新規）

  ・区の新たな課題に即応するための取組

  道路の維持補修 ３７０，８６４千円    

 ○高津区内の道路等の維持補修、清掃等を行います。 

  公園緑地の維持管理 ３２，０３９千円    

○高津区内の公園緑地の樹木の剪定、施設補修等を行います。
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：総務課 856-3122 内)65110 

  ７９６，３００千円  （対前年度比：＋４７．３％）

＜主な事業＞ 

  安全・安心まちづくりの推進 １０，９５３千円    

 ○地域防災力向上のため、宮前区地域防災連絡会議の開催、帰宅困難者対策としての案内標識の

整備、避難所における災害用簡易エアマットの備蓄を進めます。

 ○様々な分野の団体が加盟する「宮前区安全安心まちづくり推進協議会」を軸として、地域の防

犯パトロールや、あいさつ運動の推進などにより、安全で安心して暮らせるまちを目指します。

また、中学生を対象とした交通安全教室（スケアードストレート方式）を実施し、交通安全意

識の高揚を図ります。 

 ○坂道が多く拠点機能が分散している宮前区の課題解決に向けた

交通環境の整備の検討に加え、今後のまちづくりに関する課題

や課題解決に必要な施策を把握し、住みやすい・暮らしやすい

まちづくりに向けた検討を関係局と連携して進めます。（拡充）

  地域福祉・健康づくりの推進 ３５９千円   

 ○区民が健康で生き生きと生活していくため、身近な健康づくりに関する情報を提供する健康づ

くり情報誌を発行します。

  総合的な子ども支援の推進 １０，２７７千円    

○「こどもサポート南野川」などで、課題を持つ子どもたちの居場所づくりと、育児の孤立化の

防止や不安の解消に向けた子育て支援など、０歳から 18 歳までの包括的な子ども・子育て支

援を行います。また、これらを推進するための老朽化した施設の環境改善を図ります。

○ホームページや情報誌、ソーシャルメディアなど様々な広報媒体

を活用して、子育てに必要な情報を区民に分かりやすく発信し、

子育て世代が抱える育児不安などの解消を図ります。

○子育てを地域全体で支えるために、民生委員・児童委員や地域ボ

ランティアなどの関係者が連携して、子どもと保護者へのきめ細

かい支援体制を構築します。また、児童虐待など様々な子どもの

問題解決に向けて、関係機関・団体によるネットワーク強化を図

ります。

  環境まちづくりの推進 ３，９５２千円    

 ○区内の緑化活動団体等へ花苗を提供し、公有地や公園の花壇の自

主管理を支援することで、地域や団体の活性化や区内の緑化を促

進します。

 ○区役所庁舎の照明のＬＥＤ化により、庁舎の省エネルギー化を推

進し、来庁者等へ啓発することで省エネ意識の向上を図ります。

 宮 前 区

スケアードストレート方式 

「こどもサポート南野川」 
親子で楽しむ音楽会 

地域で管理されている花壇 
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  地域資源を活用した取組 ９，０２６千円  

 〇歴史的遺産や農などの地域資源を活用したイベントの開催・情報発信を行い、地域への愛着や

関心を高めるとともに、多様な人材の地域への参画を促します。

 ○区内で活動する和太鼓団体の演奏や、地域に伝わる民俗芸能の

舞台等によるイベントを開催し、地域や文化・伝統への関心を高

める機会をつくります。

 ○地産地消や農産物活用によるコミュニティづくりを図るため、

区内産の農産物を素材とした料理コンテストの開催や、応募のあ

ったレシピの広報などを行います。

  地域コミュニティ活性化の推進 ２４，６０５千円    

 ○より多くの区民がスポーツに親しめる環境を作るため、鷲ヶ峰けやき公園多目的広場の利用環

境の改善に向けた取組や、西長沢公園多目的広場の補修整備を実施します。

 ○区民主体のまちづくりを推進するため、「宮前区まちづくり協議会」との協働により、市民活動

団体の育成や活性化、地域の課題解決に向けた取組を進めます。

 ○地域への関心を高め、コミュニティの活性化を図るために、ガイドマップや地域で行われてい

る伝統行事・イベントを掲載した情報誌の発行など、効率的・効果的な情報発信を町内会等と

も連携しながら行います。

〇市民活動の活性化を図るため、市民活動拠点の運営支援や情報発信を推進します。

〇地域コミュニティの核である公園について、管理等に関する講習会を開催し、地域住民の関心・ 

愛着を醸成するとともに、地域主体の維持管理を推進します。

○地域住民が主体となり、身近な公園等を活用した子どものため

の「冒険遊び場」活動を支援することで、自由な外遊びを通し

た次世代育成の場づくりや、世代間交流による地域コミュニテ

ィの活性化を目指します。

  区役所サービス向上への取組 ４，８６７千円    

 ○庁舎内の環境整備等による窓口サービス向上や、屋外広場等のノンスリップタイルへの張り替

えによるバリアフリー化を促進することにより、来庁者の安心・快適な利用環境を確保します。

  区の機能強化に向けた取組 ２９８，８５５千円    

 ○区が適切かつ速やかに課題解決に対応できるよう、区の機能強化に向けた取組を推進します。

  ・区役所施設等の管理運営のための予算権限の移譲（新規）

  ・区の新たな課題に即応するための取組

  道路の維持補修 ３４１，２１６千円    

 ○宮前区内の道路等の維持補修、清掃等を行います。 

  公園緑地の維持管理 ４０，４００千円    

○宮前区内の公園緑地の樹木の剪定、施設補修等を行います。

「冒険遊び場」でロープ遊び
をする子どもたち 

区内の歴史資源を巡るまち歩き 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：総務課 935-3122 内）66110 

  １，０２５，２９１千円  （対前年度比：＋４５．３％）

＜主な事業＞ 

  安全・安心まちづくりの推進 ５，１５３千円    

○スタントマンが交通事故を再現するスケアードストレート方式

の交通安全教室を実施し、交通事故の悲惨さを強く認識してもら

うことで交通安全意識の向上を図ります。また、小学生を対象に

交通安全標語を募集するなどして若年層への交通事故抑止を推進

します。

○啓発イベントや小学校での動物愛護教室の開催等を通して動物へ 

の理解を深めると共に、命を大切にする心を育み、人と動物との 

調和のとれた共生社会の実現を図ります。（新規） 

  地域福祉・健康づくりの推進                         ２，９２０千円   

○区民や保健福祉活動を行う団体を対象に、地域福祉についての知

 識と意識の向上を図り、地域での支え合いを進めます。また、認

知症になっても自分らしく暮らすことができる地域づくりを推進

するための講座を、対象者を拡充して開催します。（拡充）

○幅広い世代の交流を図り、「健康づくり」や「食育」に関する普

及啓発を行います。

総合的な子ども支援の推進 １２，６４０千円    

 ○区内の子ども・子育てに係わる関係機関・市民活動団体等と行政

機関のネットワークを形成し、地域全体で子育て支援に取り組む

地域づくりを推進します。

 ○公立保育所が培ってきたノウハウと人材を活用して、地域の公園

を活用した青空保育や、保育所等の職員に向けての研修・会議、

食事付き保育体験の実施等により、地域の子ども・子育て支援を

推進し、区全体の保育の質の向上を図ります。

 ○発達についての不安等を抱えている親子に対し、集団遊びや個別

相談等を通して専門職が多方面から係わることで、育児不安等の

軽減、子どもの発達を促す支援を行います。 

多 摩 区  

公立保育所での保育体験 
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  環境まちづくりの推進 ７１７千円    

○市民活動団体等との協働により、「たまエコフェスタ」等のエコロジーライフ事業に取り組

みます。

  地域資源を活用した取組 ２５，２５７千円    

○区内の豊富な地域資源を活用し、区民や観光団体と連携して区の

魅力を発信し、地域の活性化に取り組みます。

○協定締結 10 周年を迎える区内３大学との連携により、各大学の

知的資源や人材を活用し地域課題の解決に向けた取組を行います。

 ◯通算 50 回となる「たまアトリウムコンサート」や「たま音楽祭」

等を開催して区の魅力を発信し、音楽による地域交流の促進と文

化活動の活性化に取り組みます。

 ○「多摩区スポーツフェスタ」を開催して、スポーツに親しむ機会の

提供と、優れたスポーツ選手との交流を通して、健康で元気なまち

づくりを推進します。

  地域コミュニティ活性化の推進                       １３，８８１千円    

 ○地域人材の募集、市民活動に係る研修や相談等を実施し、区内の市民活動の活性化と協働事業

の取組により市民の自治力が十分に発揮できる社会の構築を目指します。

 ○区民と協働することにより、まちづくりに係る地域課題の解決への取組や、区内の様々な活動

団体への支援を行います。

  区の機能強化に向けた取組 ３３３，３０６千円    

 ○区が適切かつ速やかに課題解決に対応できるよう、区の機能強化に向けた取組を推進します。

  ・区役所施設等の管理運営のための予算権限の移譲（新規）

  ・区の新たな課題に即応するための取組

  道路の維持補修                              ４１９，４１２千円    

 ○多摩区内の道路等の維持補修、清掃等を行います。 

  公園緑地の維持管理                           １５５，３４８千円   

○多摩区内の公園緑地の樹木の剪定、施設補修等を行います。

たまアトリウムコンサート 

多摩区スポーツフェスタ 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：総務課 965-5106 内）67110 

  ８４３，０７２千円  （対前年度比：＋３４．１％）

＜主な事業＞ 

  安全・安心まちづくりの推進 ６，０２８千円    

 ○災害に対する自助や共助を促進するため、避難

所運営会議（自主防災組織）により、宿泊を伴

う避難所開設・運営訓練を実施します。生活用

水等の不足に備えプールの水を利用できる浄水

装置を段階的に導入し、避難所設備の充実を図

ります。

○交通安全関連団体と連携した街頭啓発活動、安

全パトロール実施組織への支援、安全・安心に

関する研修会、スケアードストレートによる交

通安全教育、シルバードライビングスクール、

「麻生区メール配信システム」の運用等を行い

ます。

  総合的な子ども支援の推進                         ８，６８７千円    

 ○区内及び区に隣接する大学と連携し、子ども・子育て支

援事業を行います。

・昭和音楽大学：親子やマタニティのためのコンサート

・日本映画大学：映画づくり体験

・和光大学：鶴見川での自然体験学習

・明治大学黒川農場：先端農業体験

・田園調布学園大学：遊びや造形をテーマとした親子

向け事業

・玉川大学：科学の体験学習

○区内の関係機関とのネットワーク会議による子育

て関係者や区民向けの研修会の実施、子育てガイ

ドブック・おでかけマップ等による情報発信を行

います。また、子育てに役立つ講座や、親子で楽

しむイベントの開催、公・民保育園の交流事業や、

子育てサークルにボランティア等を派遣する子育

て人材バンク事業を行います。

 〇区内の子育て支援団体、大学等と行政が一堂に会

し、子育て世代を対象にしたフェスタを開催し、

地域全体で子育てを支えるまちづくりを推進し

ます。（新規）

    麻 生 区 

地域住民が参加する避難所開設訓練 

和光大学と連携した鶴見川の 

自然体験学習事業 

子育て関連施設を案内する「おでかけマップ」 

- 124 -



  環境まちづくりの推進 ８，６６０千円    

 ○区内の大学・学校、農業事業者等と連携し、区内にある農業資

源（岡上・黒川・早野の農業振興地域、明治大学黒川農場）や

緑地等の環境資源を活用するため、地域活性化や地域交流を推

進します。また、黒川地域では、黒川地域連携協議会において、

昨年度策定した基本計画をもとに、３つの専門部会における

様々な取組を試行しながら、実施計画を策定します。（拡充）

 ○区民一人一人が取り組める身近なエコ活動を啓発し、緑のカー

テン大作戦や地球温暖化対策、自然エネルギー活用についての

イベント・講座等を開催します。

  地域資源を活用した取組 ２０，６４２千円    

 ○新百合ヶ丘駅周辺に集積する芸術関連施設や地域の団体などの地

域資源と連携し、情報発信やイベント開催を行います。また、芸

術文化関連イベントの広報を充実し、官民が一体となって、「芸

術・文化のまち麻生」のより一層の浸透を図ります。

○「川崎フロンターレ麻生グラウンド」をはじめとした区内の様々

なスポーツ資源を活用した連携事業を実施するほか、区民が自主

的に行うスポーツ大会を支援します。また、スポーツ・健康ロー

ドの活用や新規総合型スポーツクラブ立ち上げに向けた事業を実

施します。

  地域コミュニティ活性化の推進 １５，２１８千円    

 ○市民組織が運営する「麻生市民交流館やまゆり」を市民活動

支援拠点として位置づけ、市民活動の一層の推進を図ります。

○地域の担い手である町内会・自治会が行う事業を支援し、地 

域住民のつながりや地域の課題解決力の強化を図ります。 

○地域人材を発掘・育成し、市民活動・地域活動につなげる仕

組みを整備し、新たに各分野で活躍している地域の人材を、

区民の地域活動参画へのコーディネーターとして育成します。

（拡充）

  区の機能強化に向けた取組 ２２７，９９９千円    

 ○区が適切かつ速やかに課題解決に対応できるよう、区の機能強化に向けた取組を推進します。

  ・区役所施設等の管理運営のための予算権限の移譲（新規）

  ・区の新たな課題に即応するための取組

道路の維持補修 ４１７，４６８千円

 ○麻生区内の道路等の維持補修、清掃等を行います。 

公園緑地の維持管理 ７８，６６３千円

○麻生区内の公園緑地の樹木の剪定、施設補修等を行います。

市民活動の拠点となる「やまゆり」 

kirara@アートしんゆり 

明治大学黒川農場の収穫祭 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：財務課 200-3104 内)45403 

  １７０，４５７，９１４千円  （対前年度比：△１．６％）

＜主な事業＞ 

  浸水対策の推進 下水道施設 ２，６７８，６５５千円    

○丸子地区などにおける浸水対策を推進します。

○浸水対策や合流改善対策など多様な機能を備えた大師河原貯留

管の整備を推進します。

○全市域の浸水シミュレーションにより、浸水リスクの高い地区を

抽出するとともに、効果的な対策の実現に向けた検討を進めます。

○光ファイバー水位計を活用した管内水位データの把握による、施

設の効果的な運転管理等に向けた試行実験を進めます。

  上下水道施設の地震対策の推進 水道施設 ６，８６８，２１２千円    

   工業用水道施設   ６４３，６４０千円    

    下水道施設 ２，６１２，６７８千円    

○基幹施設である鷺沼配水池の耐震補強や末吉配水池の更新を進めるとともに、地震発生時の管

路被害を抑制するため、市内の老朽化した管路の更新工事を耐震管で実施します。【水道】

○応急給水拠点の利便性を高め、より迅速な応急給水の実現を図るため、供給ルートの耐震化が

完了した小中学校等の水飲み場と配水池・配水塔を活用し、開設作業が不要な応急給水拠点の

整備を計画的に進めます。【水道】

○基幹施設である長沢浄水場第２沈でん池の耐震補強等を計画的に進めるとともに、地震発生時

の管路被害を抑制するため、市内の老朽化した管路の更新工事を耐震管で実施します。

【工業用水道】

○老朽管が多く地盤の液状化による被害が想定されている川崎駅以南の地域の重要な管きょの

耐震化や、その他の地域（川崎駅以北）の重要な管きょの耐震診断を推進します。【下水道】 

○加瀬水処理センターなどにおける耐震化工事を推進します。【下水道】 

○津波浸水対策として、入江崎水処理センターや渡田ポンプ場などにおいて、防水扉の設置等の

津波対策を推進します。【下水道】

上 下 水 道 局 

大師河原貯留管の整備 

鷺沼配水池 耐震補強 開設不要な応急給水拠点の設置 
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  上下水道施設の再整備・再構築の推進 水道施設 ４，７７９，８５２千円    

   工業用水道施設 ２，４２３，２０８千円    

    下水道施設 ３，４３３，９４１千円    

○水道事業の再構築計画に基づき、浄水場の

統廃合による施設能力の増強と耐震化を目

的とした長沢浄水場第２期工事を引き続き

進めるとともに、災害時の飲み水の確保を

図るため、生田配水池の貯水容量を増強し

て更新を進めます。【水道】 

○工業用水道事業の再構築計画に基づき、基

幹施設である平間配水所の更新を進めます。

更新にあたっては、長沢・生田の各浄水場

に調整機能を分散し、コンパクト化を図り

ます。【工業用水道】 

○老朽管が多い入江崎処理区において、布設替えや更生工法による老朽管の再整備を推進します。

【下水道】

○渡田ポンプ場雨水施設の再構築及び、市内各所の水処理センター・ポンプ場における機械、電

気設備の計画的な長寿命化や更新を推進します。【下水道】

○こどもたちや市民が上下水道事業に対する理解と関心を深め、充実した展示施設を備えた広報

施設を長沢浄水場に整備するため、29 年４月からの供用開始に向けて実施設計を進めます。 

【水道・工業用水道】

上下水道施設の維持修繕 水道施設 ３，１３９，８３２千円

   工業用水道施設   １４４，２７７千円    

    下水道施設 １，４４９，４６５千円   

○上下水道施設の維持管理・修繕工事について計画的・効率的に実施します。

 ・老朽給水管の更新工事【水道】

 ・送水管、配水管及び給水管の漏水修理工事等【水道・工業用水道】

 ・下水管きょ、ポンプ場、水処理センターなどの各施設における、老朽施設の補修工事等

【下水道】

下水道施設の高度処理化 下水道施設 ４，３４１，０１３千円

 ○入江崎水処理センター西系再構築事業

（2/2 系列施設、沈砂池管理棟）を推進

します。 

○等々力水処理センターの高度処理施設

（流量調整池）の整備を推進します。 

入江崎水処理センター西系再構築 

※表内の図は完成予定のイメージです。 

長沢浄水場整備工事完成予想図 
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＜予 算 額＞        問い合わせ先：経理課 200-3203 内)47301 

  １０，９０５，８１４千円  （対前年度比：△２９．１％）

＜主な事業＞ 

  輸送安全性の向上 ２９，０００千円    

 ○運輸安全マネジメントに基づき、安全管理体制を適切に運営します。

○車内人身事故や自転車接触事故などの事故発生形態に応じて、車両後面への注意表示の整備、

車内事故防止リーフレットの配布、自転車駐輪場への注意看板の設置などにより、事故の未然

防止に取り組みます。 

○全運転手を対象にした添乗観察を実施し、その結果に基づく改善指導を行い、事故の未然防止

に取り組みます。 

○運転手、整備職員等を対象とした職員研修を効果的かつ計画的に実施することにより、輸送安

全に係る意識や技術の向上を図ります。

○運転技能及びお客様サービスのさらなる向上に向けて、運転技能コンクールを開催します。 

  バス運行情報の提供 ２６，３７１千円    

 ○お客様の利便性向上に向けて、携帯電話やパソコンから市バス運行情報を提供する市バスナビ

サービスを実施します。

○停留所等における市バス運行情報の提供の充実に取り組みます。（拡充）

・タブレット型停留所運行情報表示器の

増設による整備推進

（25 箇所→30 箇所（５箇所増））

交 通 局 

車内事故防止リーフレット 

スマートフォン版 ＱＲコード 

自転車駐輪場に 

設置する注意看板 
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  バス停留所施設の維持・整備 ３９，７５３千円    

 ○停留所上屋及び停留所標識の点検・清掃を計画的に実施するとともに、破損箇所を迅速に修繕

し、安全で清潔なバス停留所施設の提供を行います。 

 ○お客様への快適なバス待ち空間の提供に向けて、バス停留所施設を計画的に整備します。 

  ・停留所上屋 ８基 

  ・照明付停留所標識 20 基 

  ・停留所ベンチ 50 脚 

  営業所の管理委託 １，６０１，０６０千円    

 ○運行の効率化とお客様の利便性を確保するため、営業所の管理委託を引き続き実施します。

・上平間営業所及び菅生営業所

・営業所管理委託に係る評価委員会等の運営

  営業所の建替整備 ２７，９５５千円    

 ○老朽化が著しく、適正な耐震補強ができない施設である上平間

営業所について、建替整備を実施します。

・上平間営業所の建て替えに向けた基本設計等

  バス車両の購入 ５９，１１５千円    

 ○バリアフリー及び環境に配慮しながら、バス車両を計

画的に更新します。

  ・ハイブリッドノンステップバス １両

  ・ノンステップバス １両

停留所上屋 照明付停留所標識 

停留所ベンチ 

築 50 年の上平間営業所 

ノンステップバスなどを含めた 

バリアフリー対応車両導入率 100％ 
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＜予 算 額＞     問い合わせ先：経営企画室 200-3855 内）70520

  ３９，０３９，８９３千円  （対前年度比：△１８．７％）

＜主な事業＞ 

  医療の質及び患者サービスの向上 １４，６７２，６００千円    

 ○「地域医療の確保・充実」と「医療の質の向上」を基本的な視点としつつ、高齢社会にあって

も市民が安心して住みなれた地域で暮らすことができるよう、安定的な医療提供体制を確保す

るとともに、今後の医療需要を踏まえた「機能分担と連携」、「医療機能の充実・強化」をさら

に推進します。

 ・救急医療体制の継続的な確保【川崎病院】 

   救急搬送患者（特に三次救急患者）の受入れや、小児救急医療・周産期医療等を継続的か

つ安定的に提供するため、引き続き優秀な医師の確保に努め、市の基幹病院として「高度急

性期」の役割を着実に担う体制を確保するとともに、今後の高齢化の進展に伴う救急等医療

需要の増加に対応するため、必要な病院機能について検討を行います。 

 ・地域医療連携のさらなる推進【川崎病院・井田病院】 

   地域の医療機関との役割分担と連携により、

市立病院の本来の役割である二次・三次医療

機関として高度・専門的な医療を提供するた

め、地域医療連携を推進し、「地域医療支援

病院」の承認取得に向けた取組を進めます。 

  川崎病院スマート化の推進 １９，８３３千円    

 ○川崎病院では、施設の経年劣化による病院機能の低下を回避するため、大規模修繕や設備更新

など、中長期を見据えた施設・設備の保全計画を取りまとめます。

また、環境配慮型のエネルギー対策やエネルギーセキュリティの向上、さらにはＩＣＴ（情報

通信技術）の積極的な活用により、経営コストの縮減とともに、効率的かつ効果的な設備更新

について検討を進めます。

施設の長寿命化
エネルギー

セキュリティの向上

環境配慮型の

エネルギー対策
ＩＣＴの活用

スマート化

病 院 局 

川崎病院スマート化のイメージ図 

川崎病院
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  井田病院再編整備事業の推進 ８１４，０１７千円    

 ○井田病院の改築工事は、がん等の高度・特殊

な医療の提供や二次救急医療の充実など、医

療機能の強化を基本方針として推進してきま

したが、26 年 12 月に２期建物が竣工し、病

院棟は 27 年４月に全面開院となります。 

 ○引き続き、既存建物の解体工事や立体駐車場

棟の整備等、３期工事を実施します。 

  良質な医療の提供を担う人材の確保・育成 【井田病院】 ２５６，１３２千円    

 ○井田病院の全面開院に伴う救急センター開設に係る体制を整備する

ため、医療技術職員を確保・育成し、救急機能の強化への対応を図

ります。

○全面開院に伴う病床数の増加に対応するため、必要な看護師を確

保・育成し、良質な看護サービスの提供に努めます。

  多摩病院の安定的な運営の推進 ８５１，４３７千円    

 ○指定管理者である学校法人聖マリアンナ医科大

学と連携しながら、北部地域における急性期医

療を担う中核病院として、安定的な運営を推進

します。

 ○地域に不足する小児医療を含めた救急医療を中

心に、高度・特殊・急性期医療、アレルギー医

療等を提供するとともに、災害医療拠点病院と

しての役割を担い、地域医療支援病院として質

の高い医療を提供します。

井田病院再編整備計画スケジュール 

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

１期工事
実施

設計

準
備
工
事

２期工事

▲東日本大震災 ２号棟解体１号棟解体

移
転

移
転

３期工事

（予定）

▲一部開院（２９２床） ▲全面開院（３８３床）

３号棟解体

井田病院

多摩病院
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  競輪事業 ２１，０９０，８９８千円    
【所管局：経済労働局】 

○車券売上金収入等による競輪事業の運営及び再整備事業を推進

し、持続可能な事業運営の確立に努めるとともに、施設のイメ

ージアップを図ります。 

・年 12 回 52 日、開催予定 

  卸売市場事業 ４，８０４，３０２千円    
【所管局：経済労働局】 

○市場使用料、施設使用料等により卸売市場の「シャッター改修工事」や「道路舗装工事」等の

整備を行い、施設の長寿命化や老朽化対策等を図ります。 

・北部市場(中央)、南部市場(地方) 

  国民健康保険事業 １５０，９８６，１７１千円    
【所管局：健康福祉局】 

○国民健康保険料等による医療保険の給付等を行います。 

 ・被保険者数（年平均） 328,500 人 

  母子父子寡婦福祉資金貸付事業 ５８３，０７４千円    
【所管局：こども本部】 

 ○貸付金元利収入等による母子寡婦世帯に対する修学資金等の貸付を行います。

 ○新たに父子家庭に対する修学資金等の貸付を行います。（新規）

 後期高齢者医療事業 １３，２１２，５０１千円    
【所管局：健康福祉局】 

 ○75 歳以上の高齢者等を被保険者とする後期高齢者医療制度を、神奈川県後期高齢者医療広域連

合と連携して実施します。

・被保険者数（年平均） 120,117 人

 公害健康被害補償事業 １３８，７５１千円  
【所管局：健康福祉局】 

 ○一般財団法人川崎市公害対策協力財団からの拠出金を主な財源として、大気汚染の影響による

健康被害に係る補償を行うとともに、被害者及びその遺族の生活の安定及び福祉の向上を図る

ことを目的として、必要な事業を行います。

・被認定者数（年平均） 1,407 人

 特 別 会 計 予 算 

 本市の予算は、一般会計のほかに、主に特定の収入をもって特定の事業を行う

場合で、一般の歳入歳出と区分して経理する必要がある場合に特別会計を設け

ています。 

ここでは、特別会計で実施している事業をご紹介します。

レースの様子 
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  介護保険事業 ８１，３２４，１１８千円  
【所管局：健康福祉局】 

 ○被保険者が負担する介護保険料等により、要支援・要介護状態となり介護が必要な方に対して、

保険医療サービス及び福祉サービスに係る給付を行います。

・第 1号被保険者数（年平均） 281,399 人

港湾整備事業 ２，８４６，０２３千円
【所管局：港湾局】 

 ○港湾施設使用料や財産収入等を財源として、上屋、港湾共同事務所、コンテナターミナル等の

港湾施設の整備及び管理運営を行います。

・コンテナターミナル改良工事等

  勤労者福祉共済事業 １０６，３１６千円    
【所管局：経済労働局】 

○会員からの共済掛金収入等による給付や、福利厚生事業等を行います。

・加入者数（年平均） 11,311 人

墓地整備事業 ４１２，７５３千円
【所管局：建設緑政局】 

 ○墓地使用料等による墓地（緑ヶ丘霊園・早野聖地公園）の整備・管理を実施します。

  ・壁面型墓所（217 か所）の整備等 

生田緑地ゴルフ場事業 ４７１，０８２千円
【所管局：建設緑政局】 

 ○利用料収入による生田緑地ゴルフ場（多摩区）の整備・管理

を実施します。 

  ・カート道路補修工事、管理用通路改修工事等

公共用地先行取得等事業 ３，８６９，２２６千円
【所管局：総合企画局】 

 ○将来、公園や道路などに供する用地の先行取得、及び取得した土地の維持管理を行い、円滑な

公共事業の実施を図ります。

公債管理 ２１９，６６１，７８７千円
【所管局：財政局】 

 ○川崎市債の発行・償還（元金の償還及び利子の支払い）を行います。

○将来の元金償還に備え、減債基金への積立てを行います。

生田緑地ゴルフ場 
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